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令和３年第４回西予市議会定例会会議録（第１号） 

１．招 集 年 月 日 令和３年１１月２９日 

１．招 集 の 場 所 西予市議会議場 

１．開     議 令和３年１１月２９日 

          午前１０時００分 

１．散     会 令和３年１１月２９日 

          午前１１時３５分 

１．出 席 議 員        

    １番  和 気 数 男 

    ２番  宇都宮 久見子 
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   １７番  森 川 一 義 

   １８番  酒 井 宇之吉 

１．欠 席 議 員 

   な  し 

１．会議録署名議員 

    １番  和 気 数 男 

    ３番  信 宮 徹 也 

１．地方自治法第１２１条により 

説明のため出席した者の職氏名 

市     長  管 家 一 夫 

副  市  長  宗   正 弘 

教  育  長  松 川 伸 二 

総 務 部 長  山 住 哲 司 

政策企画部長  下 澤 広 幸 

生活福祉部長兼 

福祉事務所長  藤 井 兼 人 

産 業 部 長 兼 

生活福祉部産廃処理施設担当部長  酒 井 信 也 

建 設 部 長  三 瀬 計 浩 

医療介護部長  山 岡 薫 彦 

会 計 管 理 者  三 瀬   功 

   消防本部消防長  酒 井 広 一 

   教 育 部 長  宇都宮   裕 

   明 浜 支 所 長  上 中 保 博 

   野 村 支 所 長  和 氣 岩 男 

   城 川 支 所 長  藤 川 忠 男 

   三 瓶 支 所 長  片 山 勇 一 

   総 務 課 長  一 井 健 二 

   財 政 課 長  宇都宮 明 彦 

監 査 委 員  正 司 哲 浩 

１．本会議に職務のため出席した者の職氏名 

   事 務 局 長  冨 永   誠 

議 事 係 長  三 好 祐 介 

１．議 事 日 程  別紙のとおり 

１．会議に付した事件  別紙のとおり 

１．会 議 の 経 過  別紙のとおり 
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      議  事  日  程 

 １ 会議録署名議員の指名 

  （１番和気数男、３番信宮徹也） 

 ２ 会期の決定 

  （１１月２９日～１２月１７日 １９日間） 

３ 議案第８１号 ＣＡＴＶ整備事業 野村サ

ブセンター整備工事請負契

約について 

４ 議案第８２号 西予市同報系防災行政無線

デジタル整備(宇和地区)に

伴う機器の取得の変更につ

いて 

５ 議案第８３号 行政手続等における押印見

直しに伴う関係条例の整理

に関する条例制定について 

  議案第８４号 西予市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例制定

について 

  議案第８５号 西予市国民健康保険条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

  議案第８６号 西予市特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第８７号 西予市公園条例の一部を改

正する条例制定について 

議案第８８号 西予市社会体育施設条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

   議案第８９号 西予市老人憩の家条例の一

部を改正する条例制定につ

いて 

   議案第９０号 西予市野村高齢者工芸館条

例を廃止する条例制定につ

いて 

   議案第９１号 西予市野村トレーニングセ

ンター条例を廃止する条例

制定について 

   議案第９２号 西予市有料駐車場の指定管

理者の指定について 

議案第９３号 西予市あけはまオートキャ

ンプ場の指定管理者の指定

について 

   議案第９４号 西予市明浜ふるさと創生館

の指定管理者の指定につい

て 

   議案第９５号 高山漁港小浦船揚場の指定

管理者の指定について 

   議案第９６号 西予市物産会館の指定管理

者の指定について 

   議案第９７号 西予市野村青汁工場の指定

管理者の指定について 

   議案第９８号 西予市渓筋農林水産物処理

加工施設の指定管理者の指

定について 

   議案第９９号 西予市野村畜産総合振興セ

ンターの指定管理者の指定

について 

   議案第１００号 西予市野村飼料混合施設の

指定管理者の指定について 

議案第１０１号 西予市大野ヶ原集落環境管

理施設の指定管理者の指定

について 

  議案第１０２号 西予市城川産地形成等促進

施設の指定管理者の指定に

ついて 

   議案第１０３号 西予市城川食肉加工センタ

ーの指定管理者の指定につ

いて 

   議案第１０４号 西予市城川特産品センター

の指定管理者の指定につい

て 

   議案第１０５号 西予市城川農産物加工セン

ターの指定管理者の指定に

ついて 

   議案第１０６号 八幡浜・大洲地区広域市町

村圏組合規約の変更につい

て 

   議案第１０７号 愛媛県市町総合事務組合規

約の変更について 

議案第１０８号 愛媛県市町総合事務組合の

共同処理事務構成団体から

の脱退に伴う財産処分につ

いて 

議案第１０９号 市道路線の廃止について 

   議案第１１０号 市道路線の認定について 
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   議案第１１１号 令和３年度西予市一般会計

補正予算(第８号) 

 議案第１１２号 令和３年度西予市国民健康

保険特別会計補正予算(第

２号) 

   議案第１１３号 令和３年度西予市病院事業

会計補正予算（第２号） 

 ６ 議案第１１４号 西予市職員の給与に関する

条例の一部を改正する条例

制定について 

   議案第１１５号 西予市特別職の職員で常勤

のものの給与等に関する条

例の一部を改正する条例制

定について 

   議案第１１６号 西予市議会議員の議員報酬

及び費用弁償等に関する条

例の一部を改正する条例制

定について 

   議案第１１７号 西予市会計年度任用職員の

給与及び費用弁償に関する

条例の一部を改正する条例

制定について 

 ７ 報告第２１号 専決処分事項の報告につい

て 
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本日の会議に付した事件 

 １ 会議録署名議員の指名 

 ２ 会期の決定 

３ 議案第８１号 ＣＡＴＶ整備事業 野村サ

ブセンター整備工事請負契

約について 

４ 議案第８２号 西予市同報系防災行政無線

デジタル整備(宇和地区)に

伴う機器の取得の変更につ

いて 

５ 議案第８３号 行政手続等における押印見

直しに伴う関係条例の整理

に関する条例制定について 

  議案第８４号 西予市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例制定

について 

  議案第８５号 西予市国民健康保険条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

  議案第８６号 西予市特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第８７号 西予市公園条例の一部を改

正する条例制定について 

議案第８８号 西予市社会体育施設条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

   議案第８９号 西予市老人憩の家条例の一

部を改正する条例制定につ

いて 

   議案第９０号 西予市野村高齢者工芸館条

例を廃止する条例制定につ

いて 

   議案第９１号 西予市野村トレーニングセ

ンター条例を廃止する条例

制定について 

   議案第９２号 西予市有料駐車場の指定管

理者の指定について 

議案第９３号 西予市あけはまオートキャ

ンプ場の指定管理者の指定

について 

   議案第９４号 西予市明浜ふるさと創生館

の指定管理者の指定につい

て 

   議案第９５号 高山漁港小浦船揚場の指定

管理者の指定について 

   議案第９６号 西予市物産会館の指定管理

者の指定について 

   議案第９７号 西予市野村青汁工場の指定

管理者の指定について 

   議案第９８号 西予市渓筋農林水産物処理

加工施設の指定管理者の指

定について 

   議案第９９号 西予市野村畜産総合振興セ

ンターの指定管理者の指定

について 

   議案第１００号 西予市野村飼料混合施設の

指定管理者の指定について 

議案第１０１号 西予市大野ヶ原集落環境管

理施設の指定管理者の指定

について 

  議案第１０２号 西予市城川産地形成等促進

施設の指定管理者の指定に

ついて 

   議案第１０３号 西予市城川食肉加工センタ

ーの指定管理者の指定につ

いて 

   議案第１０４号 西予市城川特産品センター

の指定管理者の指定につい

て 

   議案第１０５号 西予市城川農産物加工セン

ターの指定管理者の指定に

ついて 

   議案第１０６号 八幡浜・大洲地区広域市町

村圏組合規約の変更につい

て 

   議案第１０７号 愛媛県市町総合事務組合規

約の変更について 

議案第１０８号 愛媛県市町総合事務組合の

共同処理事務構成団体から

の脱退に伴う財産処分につ

いて 

議案第１０９号 市道路線の廃止について 

   議案第１１０号 市道路線の認定について 

   議案第１１１号 令和３年度西予市一般会計

補正予算(第８号) 
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 議案第１１２号 令和３年度西予市国民健康

保険特別会計補正予算(第

２号) 

   議案第１１３号 令和３年度西予市病院事業

会計補正予算（第２号） 

 ６ 議案第１１４号 西予市職員の給与に関する

条例の一部を改正する条例

制定について 

   議案第１１５号 西予市特別職の職員で常勤

のものの給与等に関する条

例の一部を改正する条例制

定について 

   議案第１１６号 西予市議会議員の議員報酬

及び費用弁償等に関する条

例の一部を改正する条例制

定について 

   議案第１１７号 西予市会計年度任用職員の

給与及び費用弁償に関する

条例の一部を改正する条例

制定について 

 ７ 報告第２１号 専決処分事項の報告につい

て 
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  開会 午前10時00分 

○佐藤議長 

おはようございます。 

ただいまの出席議員は 18 名であります。 

これより令和３年第４回西予市議会定例会を開

会いたします。 

管家市長より今定例会招集の挨拶があります。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

改めまして皆様おはようございます。 

令和３年西予市議会第４回定例会の開会に当た

りまして、一言御挨拶を申し上げます。 

まず、新型コロナ感染症の状況でありますが、

本県は 10 月 20 日からの感染縮小期への移行後、

新たな感染者数は急速に減少しており、特にこの

２週間は日々の感染確認がゼロ人の日が多いなど、

非常に低い水準で推移をしております。 

これは全国的にもおおむね同様の傾向であり、

第５波についてはようやく終息したものと思って

おりますが、警戒をしなければならない、そのよ

うに考えております。 

これに伴いまして、飲食業、観光業も次第に活

気を取戻しつつあり、長く低迷が続きました経済

活動も復活の兆しが見えてまいりました。 

国では、11 月 19 日にコロナ克服・新時代開拓

のための経済対策について閣議決定されました。

国と地方による財政支出で 55.7 兆円、民間支出

を含む事業規模では 78.9 兆円程度になる見込み

をされております。 

この経済財政対策は、新型コロナの拡大防止、

ウィズコロナ下での社会経済活動の再開、新しい

資本主義の起動、そして、防災・減災の推進など、

安全・安心の確保の４本柱で構成されており、岸

田首相は「国民に安心と希望を届けられる十分な

内容と規模になっている。今後、補正予算案を速

やかに編成し、年内のできるだけ早い成立を目指

す。」と述べられております。 

今後、具体的な施策事業について、国・県から

示されるものと思われます。国・県の動向に注視

し、当市における感染症対策及び経済活動の復活

に効果的な事業に関する情報収集に努め、スピー

ド感を持って実施できるよう準備を整えていると

ころであります。 

議員各位におかれましても、御協力いただきま

すようお願い申し上げます。 

一昨日の 11 月 27 日に第 170 回乙亥大相撲が開

催されました。昨年に引き続き、新型コロナの影

響によりまして、１日のみで規模を縮小して開催

となりました。今年こそはと多くの方が楽しみに

しておられたかと存じますが、誠に残念でたまり

ません。それでも出場された選手達は、そうした

思いを払拭するような熱い取組を見せていただき

ました。来年こそは盛大に開催できることを御期

待、御祈念するところであります。 

そして、そのためにも、コロナ感染予防対策の

徹底に努める必要があります。 

感染症対策の切り札とも言えるワクチン接種で

すが、現在、当市では、12 歳以上の接種率が

87％を超えており、県内平均でも約 85％となっ

ております。12 月からは３回目のワクチン接種

が医療従事者から先行して開始されます。感染症

対策をより確実なものにするため、また、重症化

を防ぐためにも、市民の皆様には特に支障がない

限り、ぜひとも３回目の接種を受けていただきま

すようお願いいたします。 

現在、旧小学校区単位の市内 27 カ所の地域を

対象に市政懇談会を開催しております。主に令和

５年４月からの導入を検討しております地域づく

り活動センター推進計画案について御説明を申し

上げており、これまでに 18 地区の説明を終えた

ところであります。それぞれの地域において、本

計画案に対する考え方、取り組む環境に差異があ

りますので、当然ながら賛否を含め、様々な御意

見をちょうだいしております。 

そうした地域の皆様からの貴重な御意見を尊重

しつつ、年度内には計画案を成案にしたいと考え

ているところであり、地域の皆様とともに、人口

減少社会に対応できる地域基盤をつくってまいり

たいと考えておりますので、御理解と御協力をお

願いいたします。 

さて、本定例会でございますが、工事請負契約

１件、条例改正及び廃止 13 件、指定管理者の指

定 14 件、補正予算３件など、合計 38 件の案件を

上程し、御審議をお願い申し上げるものでござい

ます。 
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議案等の提案理由につきましては、上程の際に

御説明申し上げますので、何とぞ慎重に御審議を

いただき、御決定賜りますようお願い申し上げま

して、招集の挨拶といたします。 

○佐藤議長 

次に、前定例会以降における諸般の報告は、お

手元に配信のとおりでありますのでお目通し願い

ます。 

これより本日の会議を開きます。 

本日の議事日程はお手元に配信のとおりであり

ます。 

 （日程１） 

○佐藤議長 

まず、日程第１、会議録署名議員の指名を行い

ます。 

今回の会議録署名議員に１番和気数男君、３番

信宮徹也君の両名を指名いたします。 

 （日程２） 

○佐藤議長 

次に、日程第２、会期の決定を議題といたしま

す。 

お諮りいたします。 

今回の会期は、本日から 12 月 17 日までの

19 日間といたしたいと思います。これに御異議

ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

異議なしと認めます。よって、今回の会期は、

本日から 12 月 17 日までの 19 日間と決定いたし

ました。 

 （日程３） 

○佐藤議長 

次に、日程第３、議案第 81 号「ＣＡＴＶ整備

事業 野村サブセンター整備工事請負契約につい

て」を議題といたします。 

理事者の説明を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

下澤政策企画部長。 

 〔下澤政策企画部長登壇〕 

○下澤政策企画部長 

議案第 81 号「ＣＡＴＶ整備事業 野村サブセン

ター整備工事請負契約について」提案理由の御説

明を申し上げます。 

本市では、テレビの難視聴解消とネット通信の

高速化を目的として、平成 20 年度から平成 22 年

度にかけて、総務省及び農林水産省の補助金を活

用し、市内全域にＣＡＴＶが利用できる環境を整

備しております。 

今回の野村サブセンター整備工事につきまして

は、設備の整備から 10 年以上が経過しているこ

とから、更新計画に基づき、現在利用している野

村公民館２階機械室内の放送・通信機器類を整

備・更新するものでございます。 

本工事につきましては、去る 10 月 26 日、電子

入札による事前審査型一般競争入札の開札を行い、

三德電機株式会社 代表取締役木下裕介氏と工事

請負金額 1 億 7451 万 5000 円で、10 月 27 日に工

事請負仮契約を締結いたしましたので、議会の議

決を求めるものであります。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○佐藤議長 

理事者の説明は終わりました。 

これより本案に対する質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○佐藤議長 

以上で質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。 

議案第 81 号は、会議規則第 37 条第３項の規定

により委員会付託を省略したいと思います。これ

に御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

異議なしと認め、そのように決定いたしました。 

討論はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○佐藤議長 

討論なしと認めます。 

これより採決を行います。 

お諮りいたします。 

議案第 81 号「ＣＡＴＶ整備事業 野村サブセン

ター整備工事請負契約について」は原案のとおり

決定することに賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 
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起立全員であります。よって、議案第 81 号は

原案のとおり決定いたしました。 

 （日程４） 

○佐藤議長 

次に、日程第４、議案第 82 号「西予市同報系

防災行政無線デジタル整備（宇和地区）に伴う機

器の取得の変更について」を議題といたします。 

理事者の説明を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山住総務部長。 

 〔山住総務部長登壇〕 

○山住総務部長 

議案第 82 号「西予市同報系防災行政無線デジ

タル整備（宇和地区）に伴う機器の取得の変更に

ついて」提案理由の御説明を申し上げます。 

本業務は、宇和地区の防災行政無線デジタル整

備に伴う機器の取得として、令和２年第１回定例

会において議決いただき、取得金額 4 億 5100 万

円で、株式会社富士通ゼネラル四国支店と契約を

締結し、令和３年 12 月 28 日の事業完了を予定い

たしておるところでございます。 

このたび事業完了に向け、電波の受信状況を改

善するための再送信子局設備の追加及び戸別受信

機の在庫状況から今後の設置見込みの精査を行い、

納入台数を減じた結果、1046 万 8000 円を減額し、

取得金額を 4億 4053 万 2000 円とする変更仮契約

を、去る令和３年 11 月 19 日、株式会社富士通ゼ

ネラル四国支店 支店長小谷廣和氏と締結しまし

たので、議会の議決を求めるものでございます。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○佐藤議長 

理事者の説明は終わりました。 

これより本案に対する質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○佐藤議長 

以上で質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。 

議案第 82 号は、会議規則第 37 条第３項の規定

により委員会付託を省略したいと思います。これ

に御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

異議なしと認め、そのように決定いたしました。 

討論はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○佐藤議長 

討論なしと認めます。 

これより採決を行います。 

お諮りいたします。 

議案第 82 号「西予市同報系防災行政無線デジ

タル整備（宇和地区）に伴う機器の取得の変更に

ついて」は原案のとおり決定することに賛成の議

員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 82 号は

原案のとおり決定いたしました。 

 （日程５） 

○佐藤議長 

次に、日程第５、議案第 83 号「行政手続等に

おける押印の見直しに伴う関係条例の整理に対す

る条例制定について」から、議案第 113 号「令和

３年度西予市病院事業会計補正予算（第２号）」

までの 31 件を一括議題といたします。 

理事者の説明を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山住総務部長。 

 〔山住総務部長登壇〕 

○山住総務部長 

議案第 83 号「行政手続等における押印見直し

に伴う関係条例の整理に関する条例制定について」

提案理由の御説明を申し上げます。 

国では、新型コロナウイルス感染症拡大への対

応を契機としてデジタルガバメントへの取組を推

進するため、押印・書面規制・対面規制の見直し

が進められております。 

本市における行政手続の押印見直しにつきまし

ても、市民、事業者等の申請等、手続にかかる負

担軽減を図るとともに、行政手続のデジタル化を

見据えた対策を推進するため、順次、申請手続様

式等に規定する押印義務の見直しを行っていると

ころでございます。 

今回の条例改正は、押印の必要性や実質的意義
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を勘案し、西予市固定資産評価審査委員会条例、

西予市職員の服務の宣誓に関する条例及び西予市

火入れに関する条例に規定する押印義務について

廃止するものであります。 

続きまして、議案第 84 号「西予市国民健康保

険税条例の一部を改正する条例制定について」提

案理由の御説明を申し上げます。 

今回の改正は、全世代対応型の社会保障制度を

構築するための健康保険法等の一部を改正する法

律が令和３年６月 11 日に、全世代対応型の社会

保障制度を構築するための健康保険法等の一部を

改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関

する政令が令和３年９月 10 日に公布され、国民

健康保険税の改正部分については、令和４年４月

１日から施行されることによるものであります。 

現在、西予市国民健康保険税は、世帯に属する

被保険者につき算定した所得割額及び資産割額、

並びに、これまでは年齢に関係なく世帯の国民健

康保険被保険者数に応じて算定した均等割額及び

一世帯当たりの世帯平等割額を合算して課税して

おりますが、今回の改正によりまして、均等割額

において、未就学児については、１人当たり５割

の減額を行うこととなりました。低所得者に対す

る７割・５割・２割の軽減世帯の場合は、未就学

児１人当たりの各減額後の均等割額からさらに５

割を減額することとなっております。 

以上２議案、よろしく御審議の上、御決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

藤井生活福祉部長兼福祉事務所長。 

 〔藤井生活福祉部長兼福祉事務所長登壇〕 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

議案第 85 号「西予市国民健康保険条例の一部

を改正する条例制定について」提案理由の御説明

を申し上げます。 

今回の改正は、健康保険法施行令等の一部改正

に伴い、産科医療補償制度の見直しにあわせて出

産育児一時金の額が見直されるため、本条例の一

部を改正するものであります。 

改正内容につきましては、出産育児一時金の支

給額について、産科医療補償制度に加入している

分娩機関で分娩する場合に加算する額を引き下げ

るとともに、出産育児一時金の基本額を引き上げ

ることによって、加算後の支給総額を現状の

42 万円に維持するものであります。 

続きまして、議案第 86 号「西予市特定教育・

保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例制定につ

いて」提案理由の御説明を申し上げます。 

今回の改正は、特定教育・保育施設及び特定地

域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準及び子ども・子育て支援法

施行規則の一部を改正する内閣府令の公布に伴い、

当該基準府令に従い同様の措置を講ずるため、本

条例の一部を改正するものであります。 

改正の内容としましては、保育所等を利用する

保護者の利便性向上や保育所等での業務負担軽減

等を図る観点から、当該事業者等が行う事業に係

る諸記録の作成等を電磁的記録により行うことが

できることとするほか、所要の整備を行うもので

あります。 

以上２議案、よろしく御審議の上、御決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

酒井産業部長。 

 〔酒井産業部長登壇〕 

○酒井産業部長 

議案第 87 号「西予市公園条例の一部を改正す

る条例制定について」提案理由の御説明を申し上

げます。 

西予市公園条例では、市民の保健、休養及び文

化の向上とコミュニティーづくり及び都市との交

流を通じた地域活性化を目的として、西予市三滝

渓谷自然公園、西予市竜沢寺緑地公園、西予市城

川総合運動公園の３カ所を西予市公園として設置

しているところでございます。 

このうち、西予市城川総合運動公園は、昭和

58 年から 61 年に、公園内にトリムコースやロー

ラー滑り台、休憩所等が設置され、子どもから高

齢者まで住民の憩いの広場として親しまれていま

したが、利用者の減少や各設備の老朽化、腐食や

劣化が進み、安全面の確保が難しくなったため、

平成 23 年度より施設の一部の使用を制限してい

るところでございます。 

今回の改正は、このような状況を踏まえ、今後、

集客見込みが低く、改修や維持管理も困難である
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ことから、西予市公園から西予市城川総合運動公

園を廃止するとともに、西予市三滝渓谷自然公園

及び西予市竜沢寺緑地公園につきましても、同様

に老朽化した設備等があることから、所要の整備

を行うため、本条例の一部を改正するものであり

ます。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

宇都宮教育部長。 

 〔宇都宮教育部長登壇〕 

○宇都宮教育部長 

議案第 88 号「西予市社会体育施設条例の一部

を改正する条例制定について」提案理由の御説明

を申し上げます。 

西予市社会体育施設条例に定める西予市野村体

育館につきましては、主に野村地区市民のスポー

ツの推進を図り、福祉増進と体力向上を目的とし

て活用されてまいりましたが、平成 30 年７月豪

雨により被災し復旧困難な状態となっております。 

本議案は、施設の実情を踏まえ、同地区におき

ましては、復旧した西予市乙亥会館を社会体育施

設としてスポーツ活動等を展開していることもあ

り、西予市復興まちづくり計画及び野村地区肱川

周辺水辺まちづくり計画に基づき、当該施設を廃

止・解体する見込みとなったことから、公布の日

を施行日として、西予市社会体育施設条例の一部

を改正するものであります。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

藤井福祉事務所長。 

 〔藤井生活福祉部長兼福祉事務所長登壇〕 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

議案第 89 号「西予市老人憩の家条例の一部を

改正する条例制定について」提案理由の御説明を

申し上げます。 

西予市老人憩の家は、西予市在住の老人の教養

の向上、レクリエーション等の場を供与し、心身

の健康増進を図り、明るく楽しい老後を保障する

ことを目的として設置しております。 

本議案は、平成 30 年７月豪雨で被災した西予

市野村老人憩の家につきまして、復旧が困難であ

るとして、施設の実情を踏まえ、西予市復興まち

づくり計画及び野村地区肱川周辺水辺まちづくり

計画に基づき、解体する見込みとなったことから、

当該施設を廃止するとともに、所要の整備を行う

ため、本条例の一部を改正するものであります。 

続きまして、議案第 90 号「西予市野村高齢者

工芸館条例を廃止する条例制定について」提案理

由の御説明を申し上げます。 

西予市野村高齢者工芸館は、農村高齢者が地域

社会の中で高齢者にふさわしい生活諸活動、技術

の再開発等を促進するとともに、地域ぐるみの交

流を深めるために必要な施設として昭和 54 年度

に建設された施設であります。 

本施設は、建設後 40 年以上経過し、施設の老

朽化や高齢化等による利用者の減少に伴い、平成

22 年度から利用を休止しておりましたが、平成

30 年７月豪雨により被災し、工芸館としての利

用は困難な状態となっております。 

本議案は、施設を取り巻く実情を踏まえ施設を

廃止したいため、公布の日を施行日として、西予

市野村高齢者工芸館条例を廃止するものでありま

す。 

以上２議案、よろしく御審議の上、御決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

酒井産業部長。 

 〔酒井産業部長登壇〕 

○酒井産業部長 

議案第 91 号「西予市野村トレーニングセンタ

ー条例を廃止する条例制定について」提案理由の

御説明を申し上げます。 

西予市野村トレーニングセンターは、第２次林

業構造改善事業の林業村落振興緊急対策事業によ

り、主に林業者の体力づくりを目的として、昭和

54 年度に建設され、就業時間後の平日夜間を中

心にスポーツ活動や文化活動に活用されてまいり

ました。 

本施設は、建設後 40 年以上を経過し、近年利

用者の減少や経年劣化による雨漏りなどの不具合

が頻発していたことから、施設の利用を休止して

おりましたが、平成 30 年７月豪雨災害により１

階の天井部分に至る浸水があり、復旧困難な状態
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となっております。 

本議案は、施設を取り巻く実情を踏まえ、西予

市復興まちづくり計画及び野村地区肱川周辺水辺

まちづくり計画に基づき、施設を廃止・解体する

見込みとなったことから、公布の日を施行日とし

て、西予市野村トレーニングセンター条例を廃止

するものであります。 

続きまして、議案第 92 号「西予市有料駐車場

の指定管理者の指定について」提案理由の御説明

を申し上げます。 

西予市有料駐車場は、自動車を利用する外来者

の一時的な利便に供し、地域の発展に寄与するこ

とを目的として、宇和町商店街の中に２つの駐車

場を整備したもので、現在、宇和町駐車場管理組

合が指定管理者として管理運営を行っております。 

今回、指定期間の終了に伴い、本施設の指定管

理者の候補者といたしまして、審査委員会での協

議の結果、非公募により宇和町駐車場管理組合を

選定いたしましたので、その指定について議会の

議決を求めるものでございます。 

その理由といたしましては、駐車場の設置目的

である商工及び観光の発展につながる管理運営を

行う経営方針であること、また、同組合は施設の

状況に熟知しているとともに、効率的・効果的な

運営がされており、経営状況も安定していること

などから、当施設を引き続き管理運営させること

が適当と判断したものであります。 

続きまして、議案第 93 号「西予市あけはまオ

ートキャンプ場の指定管理者の指定について」、

議案第 94 号「西予市明浜ふるさと創生館の指定

管理者の指定について」の２議案の提案理由を一

括して説明を申し上げます。 

この２施設は明浜地域を代表する交流拠点とし

て整備され、年間を通じて、憩いと地域間交流の

場として多くの市民や来訪者に利用いただいてお

り、健康の維持・増進及び地域産業の振興に大き

な役割が期待されている施設であります。 

今回、２施設の指定管理者の候補者として、非

公募により、あけはまシーサイドサンパーク株式

会社を選定いたしましたので、その指定について

議会の議決を求めるものであります。 

その理由といたしましては、あけはまシーサイ

ドサンパーク株式会社は、平成 13 年度から一貫

して施設の管理運営に当たっており、各施設の設

置目的達成に関するノウハウが十分に蓄積されて

いること、さらに、これまでの経営改善と営業努

力により、施設運営の効率化が図られており、観

光客などの確保や地域振興及び活性化のための取

組の成果が認められることなどから、これら施設

の管理運営を引き続き行わせることが適当と判断

したものであります。 

続きまして、議案第 95 号「高山漁港小浦船揚

場の指定管理者の指定について」提案理由の御説

明を申し上げます。 

本施設は、漁業経営の安定に資するため、平成

９年３月に漁船の定期的な点検補修施設として、

漁港改修事業により整備されたものであります。 

今回、指定期間の終了に伴い、西予市産業部指

定管理者審査委員会での協議を経て、非公募によ

り、愛媛県漁業協同組合明浜支所を指定管理者の

候補者として選定いたしましたので、その指定に

ついて議会の議決を求めるものでございます。 

選定の理由といたしましては、漁船の船揚げを

対象とする施設である中で、本施設の利用者の大

半が漁協組合員であることから、漁船登録の有無

の確認が容易であり、施設の健全な管理運営及び

適切な処理が期待できること、また、船揚時など

での事故に際しても、損害保険の対応に熟知して

おり万全の体制が図られることから、愛媛県漁業

協同組合明浜支所に引き続き施設の管理運営を行

わせることが適当と判断したものでございます。 

続きまして、議案第 96 号「西予市物産会館の

指定管理者の指定について」提案理由の御説明を

申し上げます。 

本施設は、平成 11 年度に建設され、以来、西

予市産の農林水産物や農産加工品の販売、地域食

材を活用した食の提供などで大きな実績を上げて

きており、市を代表する施設となっております。 

今回、指定期間の終了に伴い、西予市産業部指

定管理者審査委員会での協議を経て、非公募によ

り、株式会社どんぶり館を指定管理者の候補者と

して選定いたしましたので、その指定について議

会の議決を求めるものであります。 

選定の理由としましては、施設開館以来 22 年

間一貫して運営管理を行ってきており、施設の設

置目的達成に関するノウハウが蓄積されていると

ともに、経営的にも安定した収益が確保されてお

ります。また、平成 26 年４月には道の駅登録を
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受けたことから、さらに県内外に認知され、年間

約 45 万人にも及ぶ利用客が訪れるなど、西予市

宇和インターチェンジ付近の立地条件を生かした

市の玄関口としての施設運営実績があり、加えて、

地域産品の販売拠点及び観光情報の発信拠点とし

ての負託に応えうる人的・物的能力を持った会社

であることから、株式会社どんぶり館に引き続き

施設の管理運営を行わせることが適当と判断した

ものであります。 

続きまして、議案第 97 号「西予市野村青汁工

場の指定管理者の指定について」提案理由の御説

明を申し上げます。 

本施設は、平成 13 年度に建設されたもので、

市内で生産された農産物の処理・加工・出荷の一

貫体制を行うことにより、地域農産物の流通及び

地域情報の受発信を通じて、農家所得の向上と地

域雇用の創出及び地域活性化を図る施設として位

置づけられている施設であります。 

今回、指定期間の終了に伴い、本施設の指定管

理者の候補者といたしまして、審査委員会での協

議の結果、非公募により、株式会社グリーンヒル

を選定いたしましたので、その指定について議会

の議決を求めるものであります。 

その理由といたしましては、施設開設以来

19 年間一貫して運営管理を行ってきており、す

ぐれた製造技術の確立とともに順調な販売実績を

達成していること、さらに、先進的な取組として、

ＨＡＣＣＰの導入によって商品の安全性の向上と

徹底した品質管理に努めていること、地域農業振

興並びに地域雇用の安定を図っていること、また、

今後とも、製品の販売を株式会社ファンケル関連

会社が担うことが想定されるため、西予市、東宇

和農協、株式会社ファンケルが合同出資した当該

会社が妥当であることなどから、この施設の管理

運営を引き続き行わせることが適当と判断したも

のであります。 

続きまして、議案第 98 号「西予市渓筋農林水

産物処理加工施設の指定管理者の指定について」

提案理由の御説明を申し上げます。 

本施設は、平成 14 年度に建設されたもので、

市内で生産される農林水産物を活用し、物産品の

販売、加工品の試作・研究及び販売活動を行うこ

とにより、地域農産物の流通・販売拡大と農業者

の生産・経営意欲の向上に努め、農林業の振興並

びに農山村地域の活性化を目的としている施設で

あります。 

今回、指定期間の終了に伴い、西予市産業部指

定管理者審査委員会での協議を経て、非公募によ

り、渓筋農産物加工組合を指定管理者の候補者と

して選定いたしましたので、その指定について議

会の議決を求めるものであります。 

選定の理由といたしましては、施設開館以来

19 年間一貫して運営管理を行ってきており、施

設の設置目的達成に関するノウハウが蓄積されて

いること、さらに、これまでの経営状況分析によ

って効率的な健全運営がなされております。また、

地域組織が運営することにより、地域農業者の生

産・経営意欲の向上が認められることなどから、

渓筋農産物加工組合に引き続き施設の管理運営を

行わせることが適当と判断したものであります。 

続きまして、議案第 99 号「西予市野村畜産総

合振興センターの指定管理者の指定について」提

案理由の御説明を申し上げます。 

本施設は、平成５年度から６年度にかけて建設

されたもので、市内畜産農家の生産性向上、経営

体質の強化、担い手の育成確保を図り、合理的な

営農活動の推進を目的としている施設であります。 

今回、指定期間の終了に伴い、本施設の指定管

理者の候補者として、非公募により、東宇和農業

協同組合を選定いたしましたので、その指定につ

いて議会の議決を求めるものです。 

その理由といたしましては、施設開館以来

27 年間一貫して運営管理を行ってきており、目

的達成に関するノウハウが蓄積されていること、

さらに、効率的な健全経営と運営がなされており、

また、地域農業者の生産・経営意欲の向上、経営

体質の強化を図るための事業の実績が認められる

こと、加えて当施設は、本市の畜産の拠点施設と

して、東宇和農協畜産部、愛媛県酪農の関係機関

の総合事務所としても活用していることから、引

き続き東宇和農業協同組合にこの施設の管理運営

を行わせることが適当と判断したものであります。 

続きまして、議案第 100 号「西予市野村飼料混

合施設の指定管理者の指定について」提案理由の

御説明を申し上げます。 

本施設は、平成６年度に野村町畜産総合振興セ

ンター関連施設として建設され、酪農、肉用牛、

養豚など、畜産経営における購入飼料のコスト低
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減と高品質畜産物の生産を目指し、共同作業によ

る効率的な混合飼料の製造と新しい飼料供給シス

テムの構築により経営の安定を図ることを目的と

している施設であります。 

今回、指定期間の終了に伴い、本施設の指定管

理者の候補者として、非公募により、農事組合法

人野村町飼料混合施設利用組合を選定いたしまし

たので、その指定について議会の議決を求めるも

のであります。 

その理由といたしまして、施設開館以来 27 年

間運営管理を一貫して行ってきており、目的達成

に関するノウハウが蓄積されていること、さらに、

これまでの経営状況分析によって効率的な健全経

営と運営がなされ、地域畜産農家の生産性の向上

を図るなどの実績が認められることから、引き続

きこの施設の管理を行わせることが適当と判断し

たものでございます。 

続きまして、議案第 101 号「西予市大野ヶ原集

落環境管理施設の指定管理者の指定について」提

案理由の御説明を申し上げます。 

本施設は、平成 17 年度と 18 年度に整備され、

西予市大野ヶ原地区における畜産業の振興と集落

内の環境保全に努めることを目的としている施設

で、堆肥舎が２棟と汚水処理施設となります。 

今回、指定期間の終了に伴い、本施設の指定管

理者の候補者として、非公募により、大野ヶ原環

境施設組合を選定いたしましたので、その指定に

ついて議会の議決を求めるものであります。 

その理由といたしましては、本施設は、事業計

画の段階から地元組合で施設の管理運営を行うこ

とを前提としていた施設であり、施設完成と同時

に地元畜産農家を主体とした当組合が設立され、

過去 15 年間にわたって施設の管理・運営に従事

してきました。大野ヶ原地域は県内有数の観光地

でもあり、今後も景観に配慮した適切な管理運営

が必要である中で、目的達成に関するノウハウが

蓄積されていること、また、地域に密着した健全

運営がなされていることから、この施設の指定管

理者として適当と判断したものであります。 

続きまして、議案第 102 号「西予市城川産地形

成等促進施設の指定管理者の指定について」、議

案第 103 号「西予市城川食肉加工センターの指定

管理者の指定について」、議案第 104 号「西予市

城川特産品センターの指定管理者の指定につい

て」、議案第 105 号「西予市城川農産物加工セン

ターの指定管理者の指定について」の４議案の提

案理由を一括して御説明申し上げます。 

この４施設は、市内農畜産物の加工・販売を行

うとともに、これらの施設を通して都市との交流

促進を図るなど、地域の活性化に寄与することを

目的として設置された施設であります。 

今回、所定期間の終了に伴い、４施設の指定管

理者の候補者といたしまして、審査委員会での協

議の結果、非公募により、株式会社城川ファクト

リーを選定いたしましたので、その指定について

議会の議決を求めるものであります。 

その理由といたしましては、施設設置以来一貫

して運営管理を行ってきたことから、施設の経営

に関する十分なノウハウを有しており、さらに、

これまでの経営戦略や営業努力により、地域の期

待に応える売上げ実績が達成されており、施設設

置目的に沿った適切な運営がなされていることな

どから、これら４施設の管理を引き続き行わせる

ことが適当と判断したものであります。 

以上 15 議案、よろしく御審議の上、御決定く

ださいますようお願い申し上げます。 

なお、指定管理者候補者の概要及び施設運営計

画概要につきましては、別添の各議案参考資料を

御参照ください。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

下澤政策企画部長。 

 〔下澤政策企画部長登壇〕 

○下澤政策企画部長 

議案第 106 号「八幡浜・大洲地区広域市町村圏

組合規約の変更について」提案理由の御説明を申

し上げます。 

八幡浜・大洲地区ふるさと市町村圏基金は、平

成６年 10 月にふるさと市町村圏の選定を受け、

構成市町の出資と愛媛県からの助成により造成さ

れ、その運用益により多彩な広域的ソフト事業を

展開して地域の活性化を進め、圏域内の総合的・

一体的な振興を図ることを基本理念として設置さ

れたところであります。 

しかしながら、近年は経済情勢の変化から基金

の運用益がほとんど見込めない状況であることに

加え、市町村合併により圏域市町村数が減少し、

社会情勢も創設当時とは大きく異なってきていま
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す。 

本議案は、このような状況から、当該基金の目

的は果たしたものと捉え、当該基金を廃止するこ

とに伴い、八幡浜・大洲地区広域市町村圏組合規

約の変更を行うものであります。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山住総務部長。 

 〔山住総務部長登壇〕 

○山住総務部長 

議案第 107 号「愛媛県市町総合事務組合規約の

変更について」及び議案第 108 号「愛媛県市町総

合事務組合の共同処理事務構成団体からの脱退に

伴う財産処分について」関連がございますので、

一括して提案理由の御説明を申し上げます。 

本件は、愛媛県市町総合事務組合が共同処理す

る日本国内で交通事故により災害を受けた構成団

体の住民又はその遺族の生活の共済に関する事務、

いわゆる交通災害共済事務の構成団体から脱退す

るとともに、脱退に伴う財産処分を行うため、当

組合より地方自治法第 286 条第１項及び第 289 条

の規定に基づく協議がありましたので、同法第

290 条の規定に基づき、議会の議決を求めるもの

であります。 

内容といたしましては、令和３年度をもちまし

て、本市における交通災害共済加入申込み事務の

取扱いを終了するため、当組合の交通災害共済部

門を構成する団体から脱退するものでございます。 

事務取扱いを終了する理由といたしましては、

近年加入率が低下傾向であるとともに、民間各社

の類似商品も普及・充実していることのほか、加

入申込み取りまとめを依頼いたしております自治

会における負担の軽減、また、組織の再編等に伴

う事務事業の全体的かつ抜本的な見直しによるも

のでございます。 

以上２議案、よろしく御審議の上、御決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

三瀬建設部長。 

 〔三瀬建設部長登壇〕 

○三瀬建設部長 

議案第 109 号「市道路線の廃止について」及び

議案第 110 号「市道路線の認定について」関連が

ございますので、一括して提案理由の御説明を申

し上げます。 

宇和町の市道旧町地区 204 号線は、国道 56 号

線を起点とし、ＪＲ線路の跨線橋及び肱川に係る

山崎橋を経由する路線でありますが、跨線橋の老

朽化による撤去のため、現道を廃止し、該当する

跨線橋の区間を除いた路線を市道旧町地区 204 号

線及び市道旧町地区 409 号線として再認定するも

のであります。 

次に、野村町のあけぼの団地内の道路の市道路

線の認定につきまして御説明申し上げます。 

当路線は、平成７年から平成９年にかけて宅地

開発されたあけぼの団地の都市計画法による開発

道路として整備された路線であります。24 年が

経過し、地域の生活に密着した生活道路として必

要な路線であることから、あけぼの中央線、あけ

ぼの下線、あけぼの上線、あけぼの東線、あけぼ

の南線及びあけぼの西線の６路線を市道認定する

ものであります。 

次に、城川町の池野々古市線及び稲田窪田線の

市道路線の認定について御説明申し上げます。 

当路線は、池野々地区と東古市地区及び中津川

地区と西古市地区を結び、地域の主要な路線であ

ることから市道路線として認定するものでありま

す。 

なお、本件に係る市道の廃止及び認定につきま

しては、さきの 11 月５日に開催いたしました西

予市道路格付専門委員会において承認をいただい

ているものであります。 

以上２議案、よろしく御審議の上、御決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

議案第 111 号「令和３年度西予市一般会計補正

予算（第８号）」について、提案理由の御説明を

申し上げます。 

初めに、新しい資本主義実現に向けて設置され

たデジタル田園都市国家構想実現会議の概要と国

の経済対策予算、本市の予算編成について触れさ
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せていただきます。 

政府は、成長と分配の好循環とコロナ後の新し

い社会の開拓をコンセプトとした新しい資本主義

を実現していくため、11 月８日に新しい資本主

義実現会議を開催し、未来を切り開く新しい資本

主義とその起動に向けて、緊急提言を取りまとめ

ました。 

また、緊急提言を踏まえて、新しい資本主義実

現会議と連携し、具体的な政策立案を行うため、

新たに３つの会議を設置することを９日に決定し

ました。 

第１に、デジタル田園都市国家構想実現会議を、

第２に、デジタル臨時行政調査会を、第３に、全

世代型社会保障構築会議を設置しました。 

第１のデジタル田園都市国家構想実現会議は、

地方からデジタルの実装を進め、新たな変革の波

を起こし、地方と都市の差を縮めていくことで、

世界とつながるデジタル田園都市国家構想の実現

に向け、構想の具体化を図るとともに、デジタル

実装を通じた地方活性化を推進するため設置され

ました。 

デジタル田園都市国家構想とは、新しい資本主

義実現に向けた成長戦略の最も重要な柱であり、

デジタル技術の活用により、地域の個性を生かし

ながら、地方を活性化し、持続可能な経済社会の

実現を図ります。 

12 日に開催された第１回会議においては、同

構想実現のため、時代を先取るデジタル基盤を公

共インフラとして整備するとともに、これを活用

した地方のデジタル実装を、政策を総動員して支

援する方針を示しております。 

また、構想の実現に向けて、地方の課題を解決

するため、デジタル実装、デジタル人材の育成・

確保、地方を支えるデジタル基盤の整備、誰一人

取り残されない社会の実現を論点として検討を進

められ、デジタルを活用した地域の自主的な取組

を応援するための交付金を大規模に展開すると緊

急提言されています。 

本市においても、この交付金を活用し、魅力的

なまちづくりの推進に取り組んでまいります。 

次に、政府は 19 日、新型コロナウイルス感染

症対応に万全を期すとともに、新しい資本主義を

起動させ、成長と分配の好循環を実現するため、

４つの柱から成るコロナ克服・新時代開拓のため

の総合的な経済対策を閣議決定しました。 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策やポ

ストコロナを見据えた地方創生等に向けた新型コ

ロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増

額が補正予算に計上されます。本交付金について

は、地域の実情に応じて実施する事業が幅広く対

象となるよう制度の見直しを行うとともに、年度

を越えて柔軟な執行が可能となるよう繰越要件の

弾力化や基金積立要件など、機動的な運用や手続

の簡素化などを図り、早期にその方針を示すこと

が要望されているところです。 

国においては、この経済対策の裏づけとなる令

和３年度補正予算を、いわゆる 16 カ月予算の考

え方により、令和４年度当初予算と一体的に編成

されることから、本市においても、当初予算編成

作業とあわせて国の補正予算に即応できるよう事

務を進めてまいります。 

さて、本市の令和４年度の予算編成の基本方針

は、復興まちづくり計画に基づく豪雨災害からの

復旧・復興事業を最優先事業とし、中長期的な財

政状況を踏まえた上で、第２次西予市総合計画に

基づく事業の重点化を図り、新型コロナウイルス

感染症への対応を国・県と歩調を合わせて実施い

たします。 

一方、市税、地方交付税等の一般財源が大きく

伸びない中、財源不足を市債の発行や財政調整基

金の取崩しで賄うことになり、基金の取崩しに頼

った財政運営では、基金は数年のうちに枯渇して

しまいます。 

したがいまして、歳入に見合った予算規模の実

現に取り組むこととし、令和４年度から直ちに事

務事業の廃止、縮小等の思い切った見直しを行い、

さらなる行財政改革に取り組み、持続可能な財政

運営を目指さなければなりません。 

今後の財政状況及び財政方針について、情報提

供に努め、市民の皆様並びに議員の皆様の理解が

得られるよう努めていく所存でございますので、

御理解を賜りますようお願い申し上げます。 

それでは、今回の補正予算案でございますが、

新型コロナウイルス感染症対応として、事業者へ

の支援策、その他緊急を要する経費を計上するも

のであります。 

その主な内容ですが、予算書の款別に御説明申

し上げます。 
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総務費では、地域おこし協力隊インターン制度

を活用した大学生等の公営塾講師の活動体験と三

瓶分校の魅力づくりに要する経費を計上し、民生

費では、避難行動要支援者の避難支援等を実効性

のあるものとするための個別避難計画作成に要す

る経費、また、成年後見制度の利用促進に向けて、

地域ネットワークの中核を担う機関の体制整備の

検討に要する経費を計上し、農林水産業費では、

肱川流域の治水対策として、令和４年度から実施

します田んぼダムモデル事業の実証試験の準備に

要する経費を計上、また、新型コロナウイルス感

染症のほか、燃料高騰等の影響を受けています養

殖漁業者の支援に要する経費を計上し、消防費で

は、消防本部署庁舎建設用地の造成工事の早期着

工に向けた測量設計に要する経費を計上し、教育

費では、野村運動公園において、応急仮設住宅撤

去後のグラウンド利用に向けた造成工事等の測量

設計に要する経費を計上するものであります。 

これらの財源につきましては、それぞれの歳出

に見合う国・県支出金、地方債の特定財源を計上

し、収支均衡を図るものであります。 

これによりまして、歳入歳出予算の補正は、既

決いただいております歳入歳出予算の総額にそれ

ぞれ 1 億 732 万 3000 円を増額し、歳入歳出予算

の総額を 327 億 195 万 6000 円と定めるものであ

ります。 

また、債務負担行為の補正として、令和４年度

に実施予定の事業及び指定管理施設の管理運営事

業など 21 事業につきまして、期間と限度額を設

定しております。 

地方債補正では、過疎対策事業債の限度額の変

更を行っております。 

以上が今回の補正予算の概要でありまして、詳

細な点につきましては担当課長から補足説明をさ

せますので、よろしく御審議を賜り、御決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

宇都宮財政課長。 

 〔宇都宮財政課長登壇〕 

○宇都宮財政課長 

それでは、予算書に沿って歳出から補足説明を

申し上げます。 

予算書の 13 ページをお開き願います。 

2 款総務費、8 項 1 目地域振興費、高校魅力化

事業 75 万 6000 円でありますが、総務省の地域お

こし協力隊インターン制度を活用して、大学生等

を募集し、県立宇和高等学校三瓶分校での公営塾

講師の活動を体験することで、応募者の裾野を拡

大するとともに、三瓶分校と大学生との連携をア

ピールし、魅力ある高校づくりの推進に要する経

費を計上するものであります。 

14 ページをお開き願います。 

3 款民生費、1 項 1 目社会福祉総務費、避難行

動要支援者管理運営事業 91 万 9000 円であります

が、本年５月 20 日に災害対策基本法等の一部を

改正する法律が施行され、自ら避難することが困

難な高齢者や障がい者等の避難行動要支援者の避

難の実効性を確保するために、個別避難計画の作

成に取り組むことが、災害対策基本法において市

町村の努力義務となったことを受けまして、個別

避難計画作成に要するシステム改修費を計上する

ものでございます。今年度におきましては、三瓶

町と城川町でのモデル地区において個別避難計画

を作成し、来年度は、西予市全域に推進する計画

であります。 

同ページ、7 目人権対策費、人権啓発庶務事業

12 万円でありますが、西予市成年後見制度利用

促進基本計画に基づいて、成年後見制度の利用の

必要な方が安心して制度利用ができるように、関

係者が相互に連携・協力して、課題の共有や検討、

調整、解決に向けて継続的に協議を行う場となり

ます地域連携ネットワークの核となる中核機関の

設立準備に要する経費を計上するものであります。 

17 ページをお開き願います。 

6 款農林水産業費、1項 10 目農村環境保全向上

活動支援事業費 200 万円でありますが、一級河川

肱川下流域での治水対策に効果があるとされてい

ます田んぼダムを令和４年度から宇和町内の２つ

の地区において、モデル事業として実施するため

に必要となります水田の排水口に流出量を抑制す

るための堰板のほか、実証試験の効果分析方法の

検討に要する経費を計上するものであります。財

源として、農村環境保全向上活動推進事業費県補

助金を充てています。 

同ページ、3 項 2 目水産業振興費、漁協関係各

種補助金事業、魚類養殖等共済支援事業補助金

1170 万 3000 円でありますが、新型コロナウイル
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ス感染症の影響により、売上げの減少や燃料高騰

の影響を受けて経営が厳しい養殖業者支援のため、

養殖共済の契約掛金に対しての支援金の補助割合

を４分の１以内から３分の２以内へ、また、補助

金の上限額を 100 万円から 500 万円にそれぞれ引

上げて支援を行うものであります。 

20 ページをお開き願います。 

10 款教育費、7 項 2 目体育施設費、野村運動公

園管理運営事業 292 万 4000 円でありますが、野

村運動公園多目的グラウンド内に整備をしていま

す応急仮設住宅を愛媛県が撤去した後のグラウン

ドの利用再開に向けまして、暗渠排水の敷設等の

整備に要する測量設計委託料を計上するものであ

ります。 

それでは、主な歳入につきまして御説明を申し

上げます。 

予算書は 10 ページにお戻りください。 

16 款財産収入、2 項 5 目出資金返還金、八幡

浜・大洲地区広域市町村圏組合出資金返還金

9308 万 7000 円でありますが、八幡浜・大洲地区

ふるさと市町村圏基金が廃止されることに伴いま

す出資金の返還金を受入れするものであります。 

11 ページをお開き願います。 

18 款繰入金、5 項 1 目公営企業会計繰入金

400 万円でありますが、令和２年度水道事業決算

において利益剰余金が生じたことにより、西予市

水道事業等の剰余金の処分等に関する条例第２条

第５項に基づき、その利益の一部を一般会計に対

する納付金として予算措置を行うものであります。 

予算書は５ページにお戻りください。 

債務負担行為といたしまして、議会だより印刷

製本費から、給食センター病原性腸内細菌検査業

務委託まで、今年度中に契約締結を行う必要があ

る業務、合計 21 件について、期間及び限度額を

設定いたしております。 

下から２つ目の野村中学校校舎外壁等改修工事

1 億 8300 万円でありますが、野村中学校校舎の

外壁劣化調査の結果、早急に改修工事の契約締結

を行う必要が生じたために今回設定するものでご

ざいます。 

６ページをお開き願います。 

地方債の補正といたしまして、過疎対策事業債

を 20 万円減額し、旧合併特例事業債を 1130 万円

増額して、限度額を 44 億 5609 万円と定めるもの

であります。 

以上、補足説明とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

藤井生活福祉部長。 

 〔藤井生活福祉部長兼福祉事務所長登壇〕 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

議案第 112 号「令和３年度西予市国民健康保険

特別会計補正予算（第２号）」について、提案理

由の御説明を申し上げます。 

今回の補正の主な内容につきましては、前年度

の愛媛県国民健康保険保険給付費等交付金等の返

還額が確定したことにより償還金を増額するとと

もに、財政調整基金積立金事業を減額調整するも

のであります。 

なお、既決いただいております事業勘定予算の

歳入歳出総額 50 億 6689 万円に変更はございませ

ん。 

また、令和４年度導入予定の市町村事務処理標

準システムにつきまして、令和３年度中から導入

仕様の決定等の事務を進める必要があることから、

債務負担行為を設定するものであります。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山岡医療介護部長。 

 〔山岡医療介護部長登壇〕 

○山岡医療介護部長 

議案第 113 号「令和３年度西予市病院事業会計

補正予算（第２号）」について、提案理由の御説

明を申し上げます。 

今回の補正の主なものは、新型コロナウイルス

感染症対策に係る補助金、不採算地区病院等に対

する財政措置の拡充に伴う他会計負担金の増額及

び医療機器購入に伴う補正を行うものでございま

す。 

第２条の業務の予定量の補正では、主な建設改

良事業の増額を行うものでございます。 

第３条の収益的収入及び支出の補正につきまし

ては、医業外収益を 8580 万 7000 円増額し、総額

を 42 億 4466 万 8000 円といたしております。支

出につきましては、医業費用を 487 万円増額し、

総額を 46 億 1633 万 1000 円といたしております。 
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第４条の資本的収入及び支出の補正につきまし

ては、資本的収入額を 2210 万円増額し、総額を

3 億 7706 万 1000 円とし、資本的支出額では

2376 万円を増額し、総額を 5 億 1985 万 8000 円

といたしております。 

第５条の企業債の補正では、医療器械購入に伴

う企業債の限度額を 1 億 2400 万円に改めてござ

います。 

そのほか、第６条の議会の議決を経なければ流

用することのできない経費の補正についても表の

とおり改めております。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○佐藤議長 

理事者の説明は終わりました。 

 （日程６） 

○佐藤議長 

次に、日程第６、議案第 114 号「西予市職員の

給与に関する条例の一部を改正する条例制定につ

いて」から、議案第 117 号「西予市会計年度任用

職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例制定について」までの４件を一括議題

といたします。 

理事者の説明を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山住総務部長。 

 〔山住総務部長登壇〕 

○山住総務部長 

議案第 114 号「西予市職員の給与に関する条例

の一部を改正する条例制定について」、議案第

115 号「西予市特別職の職員で常勤のものの給与

等に関する条例の一部を改正する条例制定につい

て」、議案第 116 号「西予市議会議員の議員報酬

及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条

例制定について」、議案第 117 号「西予市会計年

度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一

部を改正する条例制定について」関連がございま

すので一括して提案理由の御説明を申し上げます。 

今回の改正は、人事院及び愛媛県人事委員会の

勧告に準じて、それぞれの条例の一部を改正する

とともに、所要の整備を行うものであります。 

主な改正内容でございますが、期末手当につき

まして、民間の支給割合との均衡を図るため、年

間 0.15 月分引下げを行うものであります。 

今回の改正では、令和３年度の 12 月期支給割

合を 0.15 月分引下げ 1.125 月分とし、期末勤勉

手当の年間支給割合を 4.3 月分としており、令和

４年度以降においては、６月期と 12 月期に振り

分け、それぞれ 1.2 月分としております。 

また、市の特別職、議会議員の給与等につきま

しても、県の給与改定に準じ、期末手当を年間で

0.1 月分の引下げを行うものであります。 

また、会計年度任用職員の給与につきましても、

県の給与改定に準じ、期末手当を年間で 0.05 月

分の引下げを行うものであります。 

以上４議案、よろしく御審議の上、御決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

○佐藤議長 

理事者の説明は終わりました。 

これより本案４件に対する一括質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○佐藤議長 

以上で質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。 

議案第 114 号から議案第 117 号までの４件は、

会議規則第 37 条第３項の規定により委員会付託

を省略したいと思います。これに御異議ありませ

んか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

異議なしと認め、そのように決定いたしました。 

討論はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○佐藤議長 

討論なしと認めます。 

これより採決を行います。 

議案第 114 号から議案第 117 号までの４件を一

括して採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 114 号「西予市職員の給与に関する条例

の一部を改正する条例制定について」から、議案

第 117 号「西予市会計年度任用職員の給与及び費

用弁償に関する条例の一部を改正する条例制定に

ついて」までの４件は原案のとおり決定すること

に御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
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○佐藤議長 

異議なしと認めます。よって、議案第 114 号か

ら議案第 117 号までの４件は原案のとおり決定い

たしました。 

 （日程７） 

○佐藤議長 

次に、日程第７、報告第 21 号「専決処分事項

の報告について」を議題といたします。 

理事者の報告を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山住総務部長。 

 〔山住総務部長登壇〕 

○山住総務部長 

報告第 21 号「専決処分事項の報告について」

提案理由の御説明を申し上げます。 

この専決処分の報告につきましては、地方自治

法第 180 条第１項の規定に基づき、議会の議決に

より指定された市の義務に属する損害賠償の額の

決定及び和解について、別紙のとおり１件の専決

処分をいたしましたので、同条第２項の規定によ

り御報告申し上げるものであります。 

以上、よろしくお願い申し上げます。 

○佐藤議長 

理事者の報告は終わりました。 

以上をもって本日の日程は全て終了いたしまし

た。 

12 月３日は午前９時より一般質問を行います。 

本日はこれにて散会いたします。 

 

 

 散会 午前11時35分 

 



 

 

 

 

第 ２ 日 

 

12 月３日（金曜日） 
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  開会 午前９時00分 

○宇都宮副議長 

おはようございます。 

本日はこのように傍聴にお越しいただき誠にあ

りがとうございます。 

ただいまの出席議員は 17 名であります。 

これより本日の会議を開きます。 

本日の議事日程はお手元に配信のとおりであり

ます。 

 （日程１） 

○宇都宮副議長 

日程第１、一般質問を行います。 

質問者は通告内容及び申し合わせに従い発言し

てください。 

それでは通告順に発言を許可いたします。 

まず、18 番酒井宇之吉君。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井宇之吉君。 

○18 番酒井宇之吉君 

おはようございます。 

コロナのオミクロンが出まして、大変な社会情

勢になっておりますが、そのような中で、一般質

問ができることを幸いに思っております。また、

私にとりましては、初めての一番バッターのよう

な気がいたしておりますので、一般質問の中で、

一番バッターってのは結構緊張するものであるな

と、こういうように痛感しているところでござい

ます。 

議長に許可をいただいておりますデジタル社会

の推進について、財源確保について、一問一答で

質問させていただきます。 

まず、デジタル社会の推進でありますが、私の

ように、アナログ社会、また活字型文化で育った

人間にとりましては、デジタル社会、また、映像

型文化の現在のような社会の中で、瞬時に何もか

もが電波で、通信が終わるような社会ってのは、

非常にまだ慣れておりません。そして、脳細胞が

やはり新しいデジタルに適用できにくいような気

がいたしておるところでございます。アナログ社

会が成長経験をしながら、まだまだ理解できてお

りませんので、質問が的を得ないことがあるかも

しれませんけれども、真摯な御答弁をお願い申し

上げます。 

菅政権下でデジタル庁ができまして、６つのデ

ジタル法が成立いたしました。 

スマホとか、キャッシュレス、カード決済、ポ

イントカード、マイナンバーカードの利用、そし

てまた、押印等々のデジタル化などが進められて

おり、デジタル社会は国際化が進み、また、社会

の働き方改革がコロナ禍の中で、社会が変わると

ともに、デジタル化も推進しなければならないと

思っております。 

私のようなアナログ的な人間がデジタルの質問

をするのは、私自身がわからない、わかりにくい

ところがあるので、行政側、そして国の方針等々、

それによって質問をするところでございます。 

まず、デジタル社会への推進についてでありま

すが、自治体、地域、学校教育、この３面につい

て、人材育成、どういうようにデジタルの推進を

するための人材を求めていくかという点につきま

して質問をさせていただきます。 

先般の議案第 111 号に、市長は来年度予算につ

きましてのデジタル田園都市国家構想実現編成、

また、デジタル臨時行政調査会等々も含めまして、

デジタル実装を通じた地方活性化を推進するため、

予算を考えているというような説明がございまし

た。デジタルを活用した地域の自主的な取組を応

援する予算等々につきましては、また、近々に来

年度予算が迫ってるところへ議案第 111 号の説明

の中でおっしゃられたんだろうと思いますので、

私の質問も的を得てると、このように考えており

ます。 

まず、西予市が職員採用に至る募集申込み、新

規採用の募集申込者採用人数、地域別の人数はど

うであるか。新規採用の要件で、デジタル能力の

評価基準は、デジタル職員の専門職はいるのか、

また、スキルアップの方法はどのようにして対応

しているのかをまずお尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

皆さんおはようございます。 

本日は一般質問に当たりまして、早朝より傍聴

にお越しをいただきまして、心より感謝申し上げ

ます。 
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12 月に入りまして気温も急激に下がり、本格的

な冬の到来を感じるようになりました。体調にも

くれぐれも御留意をいただきたいと思います。 

また、新型コロナウイルスの新たな変異株、オ

ミクロン株の懸念が世界中に広がっております。

各国で水際対策が講じられており、日本も厳しい

入国規制が行われているところでありますが、こ

のような対策により、国内感染が広がらないこと

を祈るところであります。 

さて、本日から土日を挟んで２日間にわたりま

して、５名の議員の皆様から一般質問をお受けい

たします。それぞれの御質問に対しまして真摯に

回答させていただきたいと考えておりますので、

どうぞよろしくお願いをいたします。 

なお、市政運営の根幹に関わる御質問には私が

回答させていただき、専門的な分野の質問につき

ましては、各部長を中心として回答させていただ

きたいと考えておりますので、御理解をいただき

ますようよろしくお願いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

それでは、私から酒井議員からの御質問に御答

弁させていただきます。 

まず、新規採用職員の状況につきましてお答え

させていただきたいと思います。 

今年度の採用候補者試験は現在も実施中でござ

いますので、令和２年度までの過去５年間におけ

ます試験の申込者数及び採用人数につきまして御

説明をいたします。また、定員管理計画におきま

しては、人数調整を行う職種といたしまして、一

般事務職と技術職を対象といたしておりますので、

この２つの職の人数として御説明をさせていただ

きます。 

過去５年間におけます試験の申込者数は 243 人、

採用者数は 56人でありました。内訳といたしまし

ては、出身地を旧町別で見ますと、明浜は申込者

数が４人、採用者はゼロ、宇和は申込者数 92人、

採用者 18人、野村は申込者数 39 人、採用者 14人、

城川は申込者数 14人、採用者数５人、三瓶は申込

者数 22人、採用者数５人、西予市外からの申込者

数でございますが 72 人、うち採用者数は 14 人と

なっております。 

次に、デジタル化、ＩＣＴに関する知識は採用

の際に必要としているかということでございます

けれども、試験区分といたしましてはＩＣＴの知

識や資格を要件とはいたしておりません。したが

いまして採用後の研修でありますとか、自己研鑚

によりまして、職員個々が能力向上に努めるとい

ったこととさせていただいております。 

なお、ＩＣＴに関する知識や関連する資格を要

件とした採用候補者試験については別途個別に行

っております。 

本市におきましても、デジタル社会の進展に対

応するため、令和２年度から情報通信行政に特化

した試験区分を設定し試験を実施しているところ

でございます。実績でございますが、残念ながら

今年度も含めた過去２年間で申込者はございませ

んでした。来年度以降もこの事実を検証しながら

試験を計画したいと考えております。 

また、職員のスキルアップについて、研修等で

ございますけれども、先ほども申し上げましたけ

れども、基本的には研修、自己研鑚をしていただ

くということにはなっておりますけれども、職員

としての採用１年目におきましてはパソコンまた

はシステムの操作など、基本的な内容についての

研修会は実施をいたしております。その後、年齢

階層や職の階層ごとに定期的に研修会ということ

については、まだ実施をいたしておりませんので、

基本的には、先ほど申し上げましたとおり、自己

研鑽ということにはなります。 

ただし、今後は、情報通信行政に携わる職員の

人材育成としまして、県外の自治体向け職員の専

門分野に特化したカリキュラムの組まれている研

修所に参加をしたり、また、内部研修を行ったり、

そういったことを通じまして、円滑な行政運営、

また、市民サービスの向上につながる職員の育成

対策を進めてまいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井宇之吉君。 

○18 番酒井宇之吉君 

まず、デジタル推進でございますが、ＩＣＴと

かいうような言葉を使われると、私らは分かりに

くいんですよ、なかなかね。 

私こうして質問してますけど、住民にとっても、
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分かった人が分かった人に説明するのと、分かっ

た人が分からない人に説明するのとはやっぱり理

解度は大分違うと思うんですよ。ですから、職員

の中でも能力がある、頭がすぐにデジタル化に変

われるような職員、こういう方々をこれからどん

どんつくっていかないと、国際化の中とか、ＩＣ

Ｔの中で、自治体自体の力がなくなってくる、私

はこういうふうに考えておりますので、今後とも

職員教育に頑張っていただきたいと思います。 

また、次の質問ですが、正職員、再任用職員、

会計年度職員の待遇の違いはどのあたりにあるの

か。また、わからない人はやる気がなくなると思

うんですよ。その辺りの職員全員のデジタル活用

の現状と、そして一体感について、みんなが一緒

になって、西予市のデジタル化を推進していくん

だという一体感をつくるためにどのようなことを

考えておられますか、お尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

正職員、再任用職員、会計年度任用職員の一体

感ということでございますけれども、基本的には

それぞれの職に応じました給与待遇とか、そうい

った構成、給与関係につきましてはそれぞれの職

種に応じた待遇となっております。 

その上で今回の御質問にございますＩＣＴに関

する取扱いでございますけれども、それぞれの職

に応じましてその取り扱う業務のＩＣＴ技術はそ

れぞれ異なっておりますけれども、その辺りにつ

きましては、課内におきまして、正職におきまし

ては常に新しい技術等を身に付けるとともに、再

任用職員におきましては、経験を生かした後進の

育成にも努めていただきたいと思います。 

その上で、会計年度任用職員につきましては、

その専門分野や一般的な事務補助の範囲で、そう

いったＩＣＴ技術等も学んでいただき、正職員と

ともにチームの一員としてその課全体が一つの組

織として、それぞれが自覚と責任を持って業務を

遂行するといったことに努めてまいりたいと考え

ております。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井宇之吉君。 

○18 番酒井宇之吉君 

専門家の指導を求めながらデジタル化を進めて

いるということは耳にいたしておりますが、職員

間の能力アップ向上、そして、本庁支所間のネッ

トワーク、また、コロナ禍でのリモート会議が行

われておると思いますが、現在、コロナ禍のデジ

タル利用は、また、職員のＩＣＴの活用能力の向

上は、先ほど説明がありましたけども、情報ネッ

トワーク、リモート会議、このあたりは現在どの

ような形でなされておられますか、お尋ねをいた

します。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

下澤政策企画部長。 

○下澤政策企画部長 

西予市におきましても、デジタル化を進めるに

当たりまして、現在、外部の専門家のアドバイス

を受けながら進めていく体制の準備を行っており

ます。 

また、職員のＩＣＴ活用能力の向上につきまし

て補足させていただきますと、情報推進室で、新

規採用職員への研修ですとか、主任級以下職員へ

の研修、課長補佐級への研修を今年度は実施いた

しました。今後も行ってもらいたいとの職員の声

が多いこともありまして、来年度も継続して行う

ということで、今後も職員の能力向上を図ってい

く予定としております。 

ネットワークに関しましては、情報システムの

ネットワークの面、本庁支所間に加え公民館等の

出先機関においても、行政用のネットワークで接

続されておりまして、そのネットワークにつなが

れば、どこにいても同じように業務が実施できる

環境を構築いたしております。 

この環境を生かして、リモート会議につきまし

ても、各職員が通常使用している端末でそのまま

利用できることとなっており、今年令和３年４月

１日から令和３年 10 月 31 日の間で、市がホスト

として実施いたしましたオンラインでの会議の回

数は 700 回以上にわたるということで手元で数が

出ております。このほか、外部からの招待にゲス

トとして出席したような形での会議を含めますと、

さらに数が増えまして、リモート会議というもの

は日常的に行われているものと考えております。 
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以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井宇之吉君。 

○18 番酒井宇之吉君 

関連でございますが、今回の定例会で押印のデ

ジタル化の条例が出ていると思いますが、まだ委

員会に付託はいたしておりませんけれども、現在、

押印のデジタル化は具体的にどのように進んでる

のかをお尋ねいたします。 

また、情報を扱う職員の個人情報等々に対して

のコンプライアンスはどのように指導しているか

をお尋ねいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住部長。 

○山住総務部長 

ただいまのデジタル化に伴います押印廃止の関

係でございますけれども、この押印の廃止といい

ますか、押印を省略することによりまして、各種

手続がデジタルによって行うことが可能となって

おります。 

今回の押印廃止条例につきましても、現状とい

たしましては、それに伴う私印、個人印等につい

ての廃止をするということになってはおりますけ

れども、今後はそういったことを踏まえまして、

デジタルいわゆるインターネットを通じての申請

等も可能になるということで現在進めているとこ

ろでございます。 

また、デジタル化に伴います個人情報の取扱い

でございますけれども、こちらにつきましては、

従来の紙ベースの個人情報の取扱いと現在のとこ

ろ特段取扱いが変わるものではございません。 

今後デジタル化の推進に伴いまして新たな課題

等が生じましたら、それに対応してまいりたいと

考えております。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井宇之吉君。 

○18 番酒井宇之吉君 

先般の愛媛新聞に西予市ＤＸ推進への外部の力

をというのが出ておりました。これもデジタル化

推進の一環であろうと、かように考えております

が、このＤＸ（デジタルトランスフォーメーショ

ン）の内容について、自治体の業務効率化や利便

性向上にどのように役立つのか、また、この内容

について説明をお願いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

下澤部長。 

○下澤政策企画部長 

ＤＸとは、デジタル技術による社会経済の変革

だけでなく、行政や住民・事業者等がデジタル技

術も活用して、住民本位の行政を実現し、地域社

会等を再構築するプロセスであるというふうにと

らえております。 

愛媛県におきましては、愛媛県デジタル総合戦

略において、行政のＤＸ、暮らしのＤＸ、産業の

ＤＸの３分野でＤＸを推進する計画としており、

西予市におきましても、この３つの分野を参考に

外部の専門家のアドバイスも受けながらＤＸに取

り組んでいくとともに、県と市町が連携してＤＸ

に取り組むことについて、令和３年３月 25日に愛

媛県・市町ＤＸ共同宣言を行っており、県の支援

もいただきながら、連携しＤＸに取り組んでいく

予定としております。 

また、西予市においては、株式会社Ａｎｏｔｈ

ｅｒ Ｗｏｒｋｓと複業人材に関する連携協定を、

去る令和３年 11月８日に締結を行い、高い能力と

専門性を持った外部人材を西予市がアドバイザー

として登用し、課題解決のロードマップ作成等を

行っていく予定としております。 

ＤＸ推進に当たり、先ほども申しましたが、外

部人材も活用しつつ、利用者目線から見て、業務

のプロセスそのものを見直し、行政サービスの向

上を図ってまいりたいと考えております。 

行政内部では、これまで職員がアナログ的に行

っていた定型作業などのデジタル化、リモート会

議による移動時間の短縮等、効率化を図ることが

できると考えております。 

市民の皆様には、行政事務処理の効率化による

待ち時間短縮や処理の迅速化、また、近くの公民

館等からテレビ通話での相談による利便性向上な

どを想定しているところでございます。 

全てをデジタル化で対応するというのではなく、

機械ができることは機械に任せて、職員でなけれ

ばならないことは、デジタル化により効率された
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時間を使って担っていくことで、サービスの向上

に努めてまいりたいと考えております。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井宇之吉君。 

○18 番酒井宇之吉君 

今の説明聞いてみますと、私もＤＸというのが

余り詳しくぴんとこないんですけれども、住民本

位とおっしゃられますので、私も完全に理解でき

ない、でも、もっと高齢化率の高い地域なんかは、

住民本位でこのＤＸをやりますよと言っても理解

できないんじゃないかと思うんですよ。その辺り

をしっかりととらえてやっていただきたい、遂行

していただきたいなと。 

中核都市もまたこれを入れたいというようなこ

とが大々的に新聞にも出ておりますので、これは

何らかの行政の自治体のデジタル化を推進するの

に非常に役に立つ制度だろうと解釈いたしており

ますので、住民本位で住民に分かるような形の推

進をお願いしたい。まだ私もこれ完全に理解して

おりませんので、またこの点につきましては、

我々にも説明できるようにしていただきたい。 

続きまして、やはりそうは言いながら、デジタ

ル化していくけど、先ほど言いましたように、地

域の人たち、住民の人たちが対応できないとおわ

かりいただかないと役所だけがデジタル化進めて

も役に立たないわけでございますので、住民・民

間へのデジタル活用についてどのような啓蒙策を

しているのかお尋ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

下澤部長。 

○下澤政策企画部長 

住民・民間へのデジタル活用への推進体制につ

きましては、デジタルを活用するため、インター

ネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる

方と利用できない方との間に生じる格差であるデ

ジタルデバイドの対策を推進する必要があると考

えております。 

令和３年 11 月 19 日付けで閣議決定をされまし

たコロナ克服・新時代開拓のための経済対策にお

きましても、誰一人残さずデジタル化のメリット

を享受できるよう、デジタル活用に対する不安の

解消に向けて、デジタル推進委員を全国に展開す

るなど、デジタルデバイド対策を推進するという

ようなことが盛り込まれております。 

都市部と地方におけるデジタル格差については、

議員御指摘のとおり格差があることは承知をして

おりますけれども、少子高齢化が進む西予市にお

いて、様々な地域課題を解決するため、デジタル

の力を活用するというのは有効な手段であると認

識しておりまして、外部の専門家のアドバイスを

受けながら、身の丈に合った施策を展開するとと

もに、市民の皆様が、これらデジタルの恩恵を受

けられるよう、既に西予市では、高齢者向けのス

マホ教室なども実施はしておりますけれども、引

き続き国の予算の活用を視野に入れて、デジタル

デバイドの対策について施策を充実してまいりた

いと考えております。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井宇之吉君。 

○18 番酒井宇之吉君 

２点ほど、デジタル推進委員の全国展開でござ

いますが、西予市ではもうやっておるのか。 

そしてもう一つありますのは、高齢者のスマイ

ル教室は、現在西予市でどれほどやられてるのか

お尋ねします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

下澤部長。 

○下澤政策企画部長 

デジタル推進委員に関しましては、まだ西予市

では進められておりませんので、その活用を視野

に入れて、今後、策の充実を図っていきたいと考

えております。 

高齢者のスマイル教室というのは公民館等で行

われているスマホ教室のことかなと認識はいたし

ておりますけれども、スマホ教室、例えばですけ

れども、生涯学習課で宇和公民館のスマホ教室を

今年は 10 月６日と 19 日に行っております。また、

高齢者対象のスマホ教室としましては、ほかにド

コモショップ協力のもと、もう５回ほど実施をし

ているというようなことがございます。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井宇之吉君。 
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○18 番酒井宇之吉君 

国のデジタル庁、職員の３割が民間から雇用し

てるというようなところでございますので、今度

西予市がデジタルを推進していくに当たっては、

やはり民間からの職員の登用等々も考えて、しっ

かりと他自治体に負けないようなデジタル推進に

持っていかないと、私のようにデジタル化推進に

ブレーキをかけるような年齢の能力の人間も多ご

ざいますので、その辺りを鑑みながら、西予市の

専門的な人材の登用をしていただくように、また、

今後そういう計画がありましたらお聞きをしてお

きます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

下澤部長。 

○下澤政策企画部長 

繰り返しになりますけれども、外部の専門の人

材のアドバイスを受けながら、西予市としても、

中の職員の育成ももちろん充実させていく必要が

あると思いますけれども、そういった外部の専門

の方のお力を活用したほうが、デジタルの分野と

いうのは日進月歩でございますので、そちらのお

力を借りながら、西予市全体のデジタル化という

ものを精力的に進めてまいりたいと考えておりま

す。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井宇之吉君。 

○18 番酒井宇之吉君 

将来、このデジタル社会の中で生きてる子ども

たちが、先般、私ども総務委員会で 10 月 25 日で

したけれども、宇和小学校の１年生、３年生、６

年生のＧＩＧＡスクールを見学させていただきま

した。私らが育ったときは、小学校１年生、３年

生のときには、そろばん持ってきてそろばんでや

ってたのが、全員がノートパソコンを見て、そし

て先生の話を聞いてるってのは、私どもはこれか

らこういう社会になっていくのかな、こういう子

どもたちを育てなきゃいけないのかなというよう

な気がいたしました。 

ところで、学校教育のデジタル活用の現状と今

後は、指導者の登用等、ＧＩＧＡスクールの現状、

そして他自治体との熱の入れ方、これが大変なん

ですよ、だからしっかりと西予市では、将来を背

負う子どもたちにも、早くから人間性を失わない

ようなデジタル教育をどのようにしているかお尋

ねをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

宇都宮教育部長。 

○宇都宮教育部長 

学校教育におきましては、国のＧＩＧＡスクー

ル構想に基づきまして、今年度から、児童生徒１

人１台に学習用端末を配布いたしまして、学校及

び家庭での活用に取り組んでいるというところで

ございます。 

端末の導入当初は、特に児童数の多い低学年の

学級においては、入力等の基本操作を教えるだけ

でも大変な状況でございまして、学級担任以外に

も複数の教職員の協力を得るとともに、ＧＩＧＡ

スクールサポーターを活用しながら指導を行い、

現在においては、ドリルソフト、学習管理アプリ、

また指導用デジタル教科書等を使った授業にも取

り組みまして、家庭での学習においては、週に１

回から２回を目標に持ち帰り学習を行っていると

いうところでございます。 

また、臨時休業等への対応として、学校と家庭

のＷｅｂ会議ツールによりますオンライン授業の

段階的な取り組みも行っているというところであ

ります。 

端末の活用につきましては、９月の段階で、学

校及び学年によりまして活用頻度に差が生じてお

りましたので、学校間での調整を図りまして、活

用頻度の少ない学校に対しては、11 月からＧＩＧ

Ａスクールサポーターの訪問回数を増やしている

というところでございます。 

今後は、児童生徒のＩＣＴ活用スキル及び教職

員のＩＣＴ活用指導力の向上を図るとともに、令

和３年度におきまして、全国学力・学習状況調査、

いわゆる学力テストでございますけれども、これ

のアンケート調査が、全国の一部の小中学校で、

パソコン等の端末を活用したオンラインによる回

答方式で実施されたというようなことから、この

ような動きをとらえた運用も行っていくというこ

とを予定しております。 

また、学校教育をデジタル化することにより、

教職員と児童生徒の対面の機会が減るということ

も考えられますけれども、業務が効率化され、教
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職員の児童生徒と接する時間が増えることにより、

直接コミュニケーションを図ることが可能となり

ます。ＩＣＴの活用により確かな学力を身につけ

るとともに、豊かな人間性を育む教育も重視して

取り組んでいきたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井宇之吉君。 

○18 番酒井宇之吉君 

子どもたちは、やはり真っ白なところに絵を描

いていくわけでございますので、小学校１年生と

か３年生ぐらいまでには、やはりデジタル化社会

の中で対応できるような人間を、都会のほうは非

常に進んでるように思いますけれども、西予市も

後ればせながらしっかりとやっていただいてると

思いますので、人間性を失わないような形の教育

理念に沿った形の中で、子どもたちを育てていた

だきたいなと、かように念願する次第でございま

す。 

２番目の財源確保についてでございますが、先

般の９月定例で、私はこの財源確保については質

問をいたしております。 

いろんな質問をいたしましたけれども、コロナ

禍の中、これから数年先、財源が逼迫すると私は

考えております。といいますのは、コロナ対策で

たくさんの国債を発行いたしております。 

このような中で、将来の人口減少とともに、西

予市の財源確保を将来に向かってする計画等々に

ついて、普通財産の処分から民の活性へつながる

ような対策を計画すべきではないかと思うのです

がいかがでしょう。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

普通財産の処分から民の活性化につながる対策

についてのお答えをさせていただきます。 

普通財産とは行政財産以外の市有財産でござい

まして、行政目的を喪失して遊休化しているもの、

公共的団体の敷地として貸付けをしているものな

ど多岐にわたるものがございます。この現状につ

きましては、第３回定例会の一般質問におきまし

てお答えもさせていただいておるとおりでござい

ます。 

普通財産のうち遊休化しております財産、未利

用財産でございますけども、これにつきましては

適正な維持管理に努めておりますが、民間での活

用が想定できるものであれば、立地条件や形状な

どによりまして利活用の困難なものもございまし

て、それぞれの状況に応じて様々な課題があると

いった状況でございます。 

議員御指摘のとおり、財政状況が厳しさを増す

中、行政目的を失って、将来的な利活用計画が定

められていない未利用財産につきましては、維持

管理費の節減や自主財源確保の観点からも売却や

貸付け等によります積極的な利活用を進めていく

ことを基本的な考え方といたしまして、将来的な

利活用計画が定められていない未利用財産につき

まして、土地の所在や形状や立地条件、建物であ

れば建築年度、構造、規模など実態調査を行いま

して、個々の財産について行政上の将来的な必要

性を総合的に検討いたしまして、利活用及び処分

を進める方針を整理いたしました。 

その内容につきましては 11月４日に開催されま

した市有財産処理審議会におきまして報告をさせ

ていただいたところでございます。 

その具体的な方法といたしましては、未利用財

産を保有継続する財産と保有継続しない財産とに

区分をいたします。 

保有継続しないこととなりました財産につきま

しては、計画的に売却などの財産処分を行うこと

といたしております。ただし、売却方針の決定の

際には、対象となる財産の利用計画の有無のみな

らず、その財産の取得の経緯、周辺の環境、近隣

住民の方の意向調査など慎重に調査、審議を行っ

た上で決定をすることといたしております。 

その上で、特に売却可能となった財産につきま

しては積極的に処分を進めていくため、対象財産

を市のホームページ等に公表いたしまして広く応

募の機会を確保できるように努めてまいります。 

また、土地の売却に当たって建物等がある場合

は、それを解体し売却処分を進めるといった方法

もございますし、また、建物付きでの売却が見込

める場合は、土地代金から解体費相当額を控除し

た額により売却できるものといたしております。 

こうした取組によりまして市の保有する財産の

適正かつ有効な管理・運用を進めるとともに、処
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分に伴う民間活用の促進を図ってまいりたいと考

えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井宇之吉君。 

○18 番酒井宇之吉君 

先般の第３回定例会の一般質問を私いたしまし

たので、その中でお尋ねしますが、答弁の中で、

愛南町の 30ヘクタール、それからもう一つありま

すね、あれは 145 町歩ほどあるんですが、このあ

たりの処分は、何か聞き及ぶところによりますと、

処分をする予定だとかいうて聞いておりますが、

どのようになっておりますかお尋ねします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住部長。 

○山住総務部長 

愛南町にあります市有林でございますけれども、

こちらにつきましては既に一般競争入札を行いま

して現在公募をしております。申込みがございま

したので、今後具体的に払下げができるかどうか

というところについて、精査を行っているところ

でございます。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井宇之吉君。 

○18 番酒井宇之吉君 

もう一つありますのは、市外でありましたら八

幡浜、西宇和郡旧町５町で共同購入した土地、こ

れにつきましても、もうほとんど西予市にあんま

り関係ないんじゃないかというような気がいたし

ておりますが、この処分について考えをお尋ねし

たいのと、145 町歩の山林、鬼北町の山林ですね、

このあたりも、まず考え方を聞かせていただきた

いのと、もう１点、競争入札にするのは 30万円を

超えるものとありますが、これをもっと上げて、

そして現在の土地価格ってのは、場所によっては

物すごく乱高下しておりまして、固定資産税を評

価にして合議をするのはどうかと私は思いますが、

その点の考え方をお尋ねいたします。30 万円をも

っと上げるというような考え方でできないのか、

その辺りをお尋ねします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住部長。 

○山住総務部長 

それでは、まず初めに八幡浜市におけます土地

の関係でございますけれども、八幡浜市には旧三

瓶町名義の土地が２件ございます。 

１件は八幡浜労働基準監督署庁舎及び公益社団

法人愛媛労働基準協会八幡浜支部事務所敷地とし

て、もう１件が、八幡浜医師会館敷地として、共

に八幡浜市と西宇和郡旧５町で共同購入を行った

土地であります。したがいまして、現在のところ

特段の検討はいたしておりません。 

将来的に貸付けの目的がなくなった場合には、

関係団体との協議を行うことになると思われます。 

次に、鬼北町にあります市有林でございますけ

れども、直営林が 92.5 ヘクタール、分収林が

52.8 ヘクタールございます。旧城川町時代に取得

をした財産でございます。 

当地区の市有林につきましては、旧城川町時代

から適切な森林整備を行ってきておりまして、収

益を上げながら経営可能な森林として管理をして

いるところでございます。樹齢も 50 年から 60 年

生が多く現存いたしておりますので、引き続き市

におきまして維持管理を行ってまいりたいと考え

ております。 

次に、払下げの随意契約の上限 30万円というと

ころの関係でございますけれども、普通財産の処

分は、議員が御指摘のとおり、原則としましては

一般競争入札の方法により行っておるところでご

ざいます。その際の上限は予定価格 30万円以下の

場合についてのみ随意契約ができるとなっており

ます。 

この随意契約で譲渡ができる金額 30万円という

ものは契約規則で定めておりまして、法令で定め

る上限となっております。したがいまして、任意

に引き上げることはできないものであることにつ

いては御理解をいただきたいと思います。 

ただし、処分できる普通財産につきましては、

市におきまして将来にわたり活用する予定がない

ということでございますので、財産処分は進めて

いく必要がございます。 

円滑に処分を進めるためにも、具体的な事案ご

とに判断をいたしまして、事務要綱等で随意契約
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事由の要件を定めることによりまして、先ほど申

し上げました契約規則の例外としての取扱いで普

通財産を処分することを可能としたいというふう

に考えております。 

また、固定資産税、固定資産評価との関係でご

ざいますけども、これも第３回の定例会でお答え

させていただきましたけれども、現段階におきま

しては固定資産評価額は現在のところ適正な評価

額としての取扱いを市としては行っております。

そういった観点でその固定資産評価額と別に特段

の鑑定評価等を入れてない場合は、基本とすると

ころは固定資産評価額によらざるを得ないのかな

というふうに考えております。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井宇之吉君。 

○18 番酒井宇之吉君 

30 万円ってのが法で決まってると言いますけど、

国の法ではないわけで、西予市の中の条例を改正

したら、ある程度変えれるんじゃないかと思うの

が私の考え方です。 

もう１点ございますのは、固定資産税は適正で

あるという考え方ですけれども、今の実勢価格は、

3.11 から明浜・三瓶に関しましては特に下がって

るんですよ。これは路線価格ですけれどもね。公

示価格も年に一遍出ますけれども、公示価格も下

がってないんですよ。実勢価格と公示価格の差異

があるから固定資産税が適正かということなんで

す。 

これはまた後ほどいろんな体制の中で考えてい

ただいたらと思いますが、市有財産処理審議会が

どのようなものであるのか、市有財産ですから市

有財産の中で特化してるのかどうか、その辺りを

少し聞かせていただいたらと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住部長。 

○山住総務部長 

市有財産処理審議会でございますけれども、こ

ちらにつきましては市内の有識者、また議会の議

員も含まれておりますけども、そういった方々で

構成をされておりまして、必要に応じまして普通

財産の処分、売却でありますとか貸付け等が生じ

た場合に、また取得する場合も含めまして、必要

に応じて開催することとし、その財産の払下げの

価格、取得についての審議をいただいているとこ

ろでございます。 

また、先ほどの公示価格と実勢価格との差につ

いてですが、こちらにつきましては、先ほど申し

上げましたとおり、必要に応じて、財産によって

は、不動産鑑定等も入れまして実勢価格とのバラ

ンスをとることもございます。ただし一般的には

全ての財産についてそういった処理をすることは

財源的にも厳しいというところもございますので、

基本的には固定資産評価額を基準とした売却を進

めていかざるを得ないというふうには考えており

ます。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井宇之吉君。 

○18 番酒井宇之吉君 

以前も一度尋ねたんですけれども、集会所も普

通財産に入るわけでございますが、集会所の台帳

の作成もでき上がりつつあるというように耳にい

たしておりますが、普通財産である集会所につき

ましても、市が土地も持つ、あれも持つ、その辺

りが曖昧になっておりますが、今後の考え方を聞

かせていただいたらと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

下澤部長。 

○下澤政策企画部長 

酒井議員におかれましては、令和２年第１回定

例会において、集会所に関する御質問をいただき

ました。 

その際、平成 27年度に作成した集会所台帳に基

づいた答弁でございましたが、令和２年度に集会

所台帳の更新を行いました。 

改めて現時点で把握している集会所の数を申し

上げますと、市内には、集会施設として活用され

ているところが 309 カ所ございます。その中でも、

公民館など行政財産を利用されているところが

37 カ所ございますので、これを差引きますと市内

の集会所の総数は 272 であると把握しております。 

旧町別の内訳といたしましては、明浜町 12、宇

和町 83、野村町 120、城川町 54、三瓶町３となっ
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ております。 

特に普通財産としての集会所総数 272 のうち、

地区で建設されたものが 47、旧町や西予市など行

政が建設主体となって整備した、市が所有者とな

っている普通財産としての集会所は 225 ございま

す。この普通財産としての集会所につきましては、

これまで同様に行政区での管理を継続してお願い

したいと考えております。 

制度上は普通財産という位置づけになっており

ますので、今後は、行政区と市の間で、建物の譲

渡契約を締結し、行政区へ集会所を譲渡する方向

で検討をいたしております。 

いずれにいたしましても、この集会所の在り方

については引き続き検討を重ねてまいりたいと考

えております。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井宇之吉君。 

○18 番酒井宇之吉君 

最後でございますが、西予市の消防署が今度新

しいのができるわけでございますが、現在の西予

市の消防署の跡地計画は、これは非常に一等地に

ありますので、民が利用して、民から固定資産税

が入るようなシステムづくりの考え方をして推進

されるのはいかがかと思うんですが、その計画を

お聞きいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井消防長。 

○酒井消防本部消防長 

西予市消防本部・署の跡地計画についてお答え

いたします。 

西予消防本部・署の新庁舎は、移転先の宇和町

神領地区に令和４年度から令和６年度末にかけて

造成工事及び建設工事を実施し、令和７年度の供

用開始を計画しております。 

現庁舎でございますが、敷地面積が６筆、合計

で約 2,370 平方メートルとなっております。建物

は、消防署庁舎が鉄筋コンクリート造２階建て、

延べ床面積 748 平方メートルで、昭和 53年に建築

され耐震基準は満たしているものの、建築から

40 年以上が経過し、かなり老朽化が進んでおりま

す。 

また、消防本部庁舎は、鉄骨造２階建て、延べ

床面積 531 平方メートルで、平成 16年に建築され

耐震基準は満たしており、比較的新しい建物であ

ることから利活用することも可能と考えておりま

す。 

御承知のとおり、現庁舎は国道 56号線沿いに建

設されており、ＪＲ卯之町駅や西予市役所にも近

く、大変利便性のよい立地となっております。ま

た、都市計画上の用途指定は近隣商業地域となっ

ており、商業にも適した場所でございますので、

民間企業に売却した場合、議員御指摘の民の活性

化や自主財源の確保にもつなげれるものと考えて

おります。 

現在のところ、市として将来的な利活用は決ま

っておりませんが、積極的に売却処分する方向で

関係各課と連携しながら計画を進めてまいりたい

と考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

酒井宇之吉君。 

○18 番酒井宇之吉君 

西予市は、人口減少の中で、やはりもう端々は

合併から人口が減ってしまいました。このあたり

も踏まえまして、民の活性化をやっていかないと、

その方法論としてデジタル社会への推進、これが

これから情報通信、ＩＣＴの中で大変な義務だと

いう考え方をしなければいけない。私のように、

デジタル化推進にブレーキをかける世代が意識を

持ってやっていかなければいけないなという意味

で今回の質問をさせていただきました。 

これから実際分からない人たちに分かるような

指導を行政側からもしっかりと望みます。 

なお、オミクロン株が蔓延しないように祈念を

いたしまして、私の一般質問を終わります。 

○宇都宮副議長 

暫時休憩いたします。（休憩 午前９時 57分） 

○宇都宮副議長 

再開いたします。（再開 午前 10 時 10 分） 

次に、10 番竹﨑幸仁君。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

おはようございます。 
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議席番号 10 番竹﨑幸仁です。 

議長より発言の許可を得ましたので、通告書及

び会議規則、申し合わせ事項に従って、一問一答

により２点質問します。 

天災は忘れた頃にやってくるとの格言がござい

ますが、1995年の阪神淡路大震災、2004年の中越

地震、2011年の東日本大震災、2016年の熊本地震

と続いております。我々は今、これらを忘れるい

とまもない大災害の時代、この状況下にあると言

っても過言ではないと思います。 

さらに、今後 30年以内に高い確率で発生するだ

ろうと言われている南海トラフ巨大地震への備え

を充実させ、具体策を講じる時期に来たとも考え

ています。 

その一つとして、内閣府の提唱している準天頂

衛星システムを活用した実証事業、これへの参加

を昨年度提案しましたが、本年度は応募が認めら

れ、具体的な取組も開始したと聞いていますので、

本日はその内容を詳しく質問したいと考えていま

す。 

ちなみにＱ－ＡＮＰＩとは衛星安否確認サービ

スの略称でありまして、避難所の情報を収集し、

準天頂衛星と管制局を経由して、関係府省庁、地

方自治体等の防災機関に情報を伝達する仕組みだ

と昨年度学びました。 

先般当市に来られた秋山座長さんとの対談でも

より知識を深めることができました。 

このシステムの利点は多く、地上の通信網の途

絶の際にも使用でき、早急な救助、救援につなが

るとも知らされており、よりその必要性を感じた

ところでした。 

初めに、西予市地域防災計画が修正されていま

すので、その中の津波災害対策編に関して、改善

された箇所を中心に、海岸地域への安心安全の具

体策について質問します。 

１つ目です。 

西予市地域防災計画が改訂されたと聞きました

が、そのポイントについて伺います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

竹﨑議員の御質問に答弁させていただきます。 

まず、今回の改正の大きなポイントでございま

すけれども、平成 30年７月豪雨災害におけます市

の災害対応につきまして、その際の課題の抽出、

また、改善策等を検討しまして、今後の防災体制

の見直しを行うほか、災害対策基本法など関係の

法令や上位計画等を踏まえた改訂を行っておると

ころでございます。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

再質問を行います。 

その中の津波災害対策編における改訂のポイン

トについてお伺いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住部長。 

○山住総務部長 

津波災害対策編におきましても同様の改訂を行

っております。 

加えて地震災害対策編とも共通をいたしますが、

南海トラフ大規模地震の発生可能性が相対的に高

まったと評価される場合に、気象庁から発表され

る南海トラフ地震臨時情報の内容につきまして、

発表時の市災害対策本部の体制等を定めたほか、

住民の皆様への今後の備えに関する呼びかけを行

うとともに、南海トラフ地震臨時情報、巨大地震

警報が発表され、国から指示が発せられた場合に

は、沿岸域の住民の皆様が後発地震の発生からの

避難では、津波の到達までに避難が間に合わない

おそれがある地域について、１週間程度の避難を

継続すべき地域を検討し、大津波警報、または、

津波警報から津波注意報へ切り替わった後、市の

避難情報に従いまして、津波緊急避難場所等から

知人宅や指定避難所へ避難するなどの避難対策に

ついて追記をいたしております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

三瓶町誌によりますと、1854 年の安政地震によ

る津波の被害は軽微と記載されています。 

津波災害対策編には、過去の津波災害も掲載さ
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れており、記録上最大の津波が 1707年の宝永地震

のときと書かれています。このときには、宇和島

市内で床上５尺、つまり約 150 センチですが、と

の資料もあり、三瓶湾には同レベル以上の津波が

押し寄せたものと想定されます。 

このような過去の災害をきちんと伝えることも

大切だと思いますが、市のお考えを伺います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

議員御指摘のように、地域防災計画には第３章

津波発生の条件の中で、過去の地震についても触

れております。 

特に、南海トラフを震源といたします地震につ

いては周期的に発生をしており、ただ、同じよう

な津波が観測されているわけではございませんの

で、過去の教訓を伝えていくことも大切であると

考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

再質問を行います。 

安政を超える津波が宝永地震であったように、

常に最大の想定を超える津波を想定した対策につ

いてお伺いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住部長。 

○山住総務部長 

御質問のとおり常に最大の被害を想定した対策

が必要となっております。 

現在の被害想定では、三瓶港で 9.3 メートルの

想定がなされており、千年に１回の規模、一般的

にレベル２と言われておりますが、この対策を念

頭に防災対策を行っております。 

このレベル２相当の津波に対しましては、海岸

施設等のハード対策では十分な対応はとれず、避

難対策等、ソフト面と両輪となった対応が必要と

なってくると考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

続きまして、津波災害対策編の中にある指定緊

急避難場所と指定避難所との違いについてお尋ね

します。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住部長。 

○山住総務部長 

指定緊急避難場所とは、災害の危険から命を守

るために緊急的に避難をする場所でございます。

津波の場合は、浸水想定区域外の高台等を指定し

ております。 

一方、指定避難所とは、災害により自宅へ戻れ

なくなった人たちが一時的に滞在する施設でござ

いまして、被災した人が次の住まいを確保するま

での間生活する場所となります。市では、公民

館・小中学校の体育館などを指定いたしておりま

す。 

あわせまして指定避難所には、地域の支援拠点

としての役割もございます。支援物資や情報が集

まるとともに、状況によりましては、給水拠点や

救護所が設置されます。 

しかしながら、津波災害におけます沿岸部の指

定避難所につきましては、大部分が浸水想定区域

に該当することから、例えば、三瓶地区におきま

しては三瓶周木地区体育館、三瓶二及地区体育館、

三瓶東公民館第１分館等に限られております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

西予市地域防災計画についての概略は私自身も

目を通しましたが、地震津波等への具体的な対策

についてお伺いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住部長。 

○山住総務部長 

具体的な対策でございますけれども、地震・津

波による被害を最小限にとどめるためには、施設

の耐震性確保、住民の生活確保等に係る対策の実
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施及び日常におけます教育・訓練の実施が重要で

ございます。地域防災計画における方針に基づき、

災害予防活動及び対策を進めているところでござ

います。 

当市では、平成 30年７月豪雨で甚大な被害を受

けております。その教訓を胸に、ますます防災・

減災に対する市民の皆様の意識が高まってきてお

ります。関係各課、機関が連携し、ハード・ソフ

ト一体となりました総合的な防災体制の確立に努

め、地域防災の向上につなげていきたいと考えて

おります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

先般 11 月 14 日に三瓶町の南公民館を中心とし

て、令和３年度地震・津波防災訓練が実施された

と聞きました。 

その概要についてお伺いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住部長。 

○山住総務部長 

11 月 14 日に行いました訓練の概要についてお

答えをさせていただきます。 

これは津波に関する訓練でございまして、三瓶

町と明浜町を隔年ごとに移動して会場を設定して

おります。今年度は三瓶町蔵貫地区をメイン会場

として実施をいたしました。 

想定といたしましては、11 月 14 日日曜日午前

８時ごろに南海トラフを震源とする巨大地震が発

生し、48分後に１メートルの津波が、81分後には

最大津波高 9.3 メートルの津波が三瓶港に襲来す

る見込みとし、西予市、関係機関等が連携し、地

域住民、自主防災組織及び防災関係機関等が参加

をしまして、防災関係機関との連携強化を図ると

ともに、地域住民等の防災意識の高揚と防災力の

向上を推進し、地震・津波災害時におけます人的

被害軽減を目的として実施いたしたものでござい

ます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

今のつながりに一部関係あるので、先般 11 月

12 日の愛媛新聞に津島分校と地域が連携した津波

訓練の記事が紹介されておりました。 

西予市内の幼保小中高等との連携した取組につ

いてお伺いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住部長。 

○山住総務部長 

子どもたちへの防災教育・防災啓発につきまし

ては、非常に重要であると考えております。 

これまでも、学校等の所在地におきまして訓練

を実施する場合は、訓練参加についての呼びかけ

なども行ってまいりましたので、今後も連携に努

めてまいりたいと考えております。 

また、子どもたちが地域で実施される訓練にも

率先して参加してもらえるよう各御家庭への啓発

にも努めてまいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

その訓練に関してですが、訓練はとかく天候の

よい日に実施されるのが現状だと思っております。 

現実の問題、潮位、潮の高さですが、潮位や気

象条件等も含めての想定外を意識した訓練の必要

性についてお尋ねします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住部長。 

○山住総務部長 

御指摘のとおり、訓練は悪天候の際には中止と

したりいたしておりますが、実際の災害が天候を

選んでくれるわけではございません。 

沿岸部におきましては潮位や波浪の状況、また、

季節や天候時の留意点等も機会をとらえて、そう

いった状況での対応については啓発してまいりた

いと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 
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竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

先般、９月 10日付の愛媛新聞で、内閣府の準天

頂衛星みちびきを利用した災害時の安否確認シス

テムの実証調査の取組が紹介されていました。 

西予市を含めた県内４市が取り組むとあり、令

和２年12月議会でこのことについて質問させてい

ただきましたが、その後の取組状況についてお伺

いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住部長。 

○山住総務部長 

Ｑ－ＡＮＰＩシステムでございますけれども、

このシステムは避難所に端末を設置して情報を収

集し、議員が述べられてましたように、準天頂衛

星を経由して、関係府省庁、地方自治体等の防災

機関に情報を伝達するもので、地上の通信網の途

絶・輻輳が発生をし、孤立した場合にも最後の通

信手段として使用することができる。また、大規

模災害時におきましては、避難所情報、救援物資

要求等を発信することで早急な救助・救援につな

がるものと考えております。 

安否情報の集約には、スマートフォンに専用の

アプリをインストールし、近距離無線通信機能、

ブルートゥースを利用してリレー形式で集約する

ことも可能となっております。さらに、近親者等

が電話番号で検索し、避難所の避難状況を確認す

ることも可能なシステムとなっております。 

国におきましては、令和３年度から令和９年度

の６年間を実証・調査期間としまして、全国で応

募のありました自治体に端末を貸付け、その有効

性を検証することとしております。 

当市も昨年度応募しまして、令和２年度中に

25 台の端末の貸付けを受けているところでござい

ます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

ただいまの御説明によりますと、孤立した際の

最後の通信手段として有効、近親者が避難状況を

確認出来合える、それから 25台の貸付けと聞きま

した。 

東日本大震災では携帯電話の使用ができず、救

助活動にも遅れが生じたと秋山座長さんからもお

聞きしました。 

では、そのＱ－ＡＮＰＩ端末の配備先について

お伺いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住部長。 

○山住総務部長 

現状におけますＱ－ＡＮＰＩの配備場所につき

ましては、山間部や宇和海沿岸に面した地域で、

土砂災害及び地震津波等の大規模災害発生に伴い、

通信途絶、孤立地域が発生するおそれがある地区

にあり、職員が常駐する指定避難所として、該当

する公民館等 18カ所に配備をいたしております。 

残りの７台に関しましては、孤立のおそれがあ

る地区で職員が常駐していない分館、集会所等へ

の配置を検討いたしておりますが、まずは、職員

等による訓練を実施し、操作の習熟、操作上の課

題等を見出し、職員以外の方でも操作可能な状況

を確認した上で、孤立集落等への配備も行いたい

と考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

その 11 月 14 日当日、皆江地区の方も防災訓練

後に参加され、Ｑ－ＡＮＰＩ端末の配備を強く要

望されておられました。 

残り７台は、孤立する可能性の高いそういった

集落にも配備する予定と聞いたので、この答弁を

聞かれた海岸部の関係地域の方々の安堵感はいか

ばかりかと実にありがたいと感じました。 

さて、そのＱ－ＡＮＰＩ端末に関しての訓練の

実施状況についてお伺いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住部長。 

○山住総務部長 

訓練の実施状況でございますけれども、まず、

このシステムの導入当初に各施設の端末管理者を

指定しまして、内閣府の委託業者によります機器
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及び操作に関する説明を受けまして、令和２年度

中に各施設におきまして操作説明会を実施したと

ころでございます。 

今年度に入りまして、令和３年７月に実施をい

たしました高川地区での地震避難訓練におきまし

ては、地区公民館と現地対策本部を結んでの操作

訓練、９月には同様の訓練を全施設と実施をいた

しました。 

また、三瓶地区におきましては、令和３年５月

に三瓶支所現地対策本部移設訓練におきまして、

なごみかんでの設置・操作訓練、そして、先ほど

もありましたが 11 月 14 日の蔵貫地区で実施をし

た地震・津波訓練におきましては、三瓶南公民館

から蔵貫浦地区金光寺の津波緊急避難場所にＱ－

ＡＮＰＩを移動設置し、避難者の情報をアプリも

活用してなごみかんに設置をしました現地災害対

策本部に集約する、そういった訓練を実施してお

ります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

当日の様子、私ももちろん参加させてもらって

見ておりましたが、実際に操作訓練を実施してみ

ての課題等について、ありましたらお伺いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住部長。 

○山住総務部長 

議員が述べられましたように、各訓練実施後に

おきましては、操作をした職員の意見を聞くこと

といたしております。 

現状といたしましては、機器の設置から非常に

煩雑な過程を踏まなければならないということで、

決して操作性が良いとは言えない状況にございま

す。 

14 日に実施をいたしました訓練におきましても、

パソコンへ設置する付属品に改良の余地があると

いうこと、屋外や停電時に電源が確保できない場

合に発電機等もセットにした設置の必要性がある

こと、また、スマホでリレーに使用するアプリを

起動状態にしていないと情報が取得できないなど

の課題を認識することができました。 

現在、実証の期間中でございまして、こうした

操作性につきましては、その問題点を内閣府にも

伝え、今後カスタマイズしていただくということ

になろうかと思います。 

また、先般 10月には内閣府の宇宙開発戦略推進

事務局宇宙政策専門委員の秋山先生が、この西予

市にお見えになられまして、機器の使用状況、改

善点の要望等について、率直な意見交換をさせて

いただいたところでございます。 

今後は、職員以外の方が操作することも取り入

れた孤立想定地区での検証も実施をするというこ

とと、これまでの訓練は市単独での訓練となって

おりますけれども、内閣府とも連携した訓練も実

施し、よりよいシステムの構築に貢献できればと

考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

ただいまの御説明で、特に操作性の改善、これ

私もそばにいて本当に感じました。それから、孤

立想定地域での実施、これまた重要だと考えます。

それから、内閣府とも連携した訓練を考えている

との答弁でした。このあたりはぜひ、今後、率先

して取り組んでいただきたいと考えているところ

です。 

当日私もスマホを使用して参加させていただき

ました。避難場所、そして現地、また元の場所へ

移動して、そのスマホによって確認、つまり、そ

のことについて質問したんですが、区長さんや行

政職員の適切な指示に従って行動し、そして最終

的にスマホを確認しましたら安否確認がとれまし

た。そういうことでとても安心したものです。 

ですから、ぜひこのシステムを最終的には内閣

府とも連携した具体的な訓練を、これは三瓶だけ

でなくて明浜をひっくるめて海岸部にぜひこれを

具体的に推進していただきたいと感じたものです。 

さて、この訓練は、南公民館と離れた津布理地

区にあるなごみかんを現地対策本部として実施し

たと聞いております。 

心配しておりますのは、休日や深夜等でも対応

できるようになっているのかと、このことについ

てお伺いします。 
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 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

片山三瓶支所長。 

○片山三瓶支所長 

なごみかんへの本部移設訓練はという御質問で

ございますが、なごみかんの使用につきましては、

施設管理者であります西予総合福祉会と令和３年

２月 15日付で災害時における施設利用等に関する

覚書を締結しておりまして、津波災害をはじめと

いたします大規模災害時に、三瓶支所におきまし

て現地災害対策本部が設置困難な場合の代替施設

として当該施設が使用可能となるものでございま

す。 

本年５月 25日には、三瓶現地災害対策本部移設

訓練として、三瓶支所から防災行政無線の遠隔制

御装置や衛星携帯電話といった、主に通信に関わ

る機器を中心になごみかんまで持ち運び、実際に

現地にて設営、通信状態の確認や所要時間の検証

を行ったところでございます。 

また、先般の地震・津波防災訓練時には、５月

に実施いたしました訓練内容に加えて、なごみか

んが休館日であったり、夜間など館内に関係者が

不在の際の対応、また、電源喪失時を想定して、

非常用発電機を起動、館内に電力を供給するため

の手順の確認を行っております。 

今後におきましても、訓練での検証、また、い

ろいろな御意見などもいただきながら、より実効

性のあるものとなるよう、日々の訓練を重ねてま

いりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

ただいまの支所長の答弁で、西予総合福祉会と

は覚書を締結しており、それに基づいての訓練だ

ったと聞き安堵しました。 

今後の訓練においても想定外を含めての実効性

のある内容としていただき、海岸部に住んでいる

住民の安心安全の対応をぜひお願いしたいと思っ

ております。 

さて、11 月 28 日の愛媛新聞の別冊というか、

チラシと一緒に入っとった分でわかりにくかった

と思いますが、愛顔のえひめにも掲載されておっ

たのですが、国や県の発表している津波高は、三

瓶町が宇和海に面した集落の中でも最も高い場所

だと書いてありました。近隣で言いますと八幡浜

市が 9.0、それから宇和島市が 6.5 だったと思い

ます。紙面には、最高 9.3 メートルが予想される

と明記されておりますので、行政側の方もぜひ確

認しておいていただきたいと思います。 

奥地湾の名称のとおり、湾の奥行がとても深い

ため、特に 1707年の宝永地震による津波が最も高

いと記録されているだけに、このクラスを想定し

た対策は必要不可欠だと考えております。 

一例ですが、湾内の最も奥に位置する東地区に

は、特別に厳しい津波が襲来することでしょう。

その際、特に湾内全体に影響あるんですが、朝立

地区はストレートに波が来るもので、壊滅的な打

撃が想定されております。海抜 12メートルに立地

する第１分館だけは、理事者側が最初のうちに答

えていただいたように津波災害からは免れます。 

その地域からの要望でもあり、朝立地区全体を

対象とした仮称ですが、準拠点施設等に位置づけ、

万一の津波災害に備えることは極めて重要だと考

えます。 

そこで、市としての考えをお伺いします。 

さらに、三瓶・明浜の危険地域を精査していた

だき、その集落ごとに、不必要なところは構いま

せんが、このような安全対策を講じることが住民

の安心安全のためにより重要と考えますので、こ

のことを含めての答弁をお願いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

お話にございました 11 月 28 日付の新聞折り込

みにありました愛媛県広報、愛顔のえひめ 12月号

の内容につきましては拝見をさせていただきまし

た。 

今月 21日は昭和の南海地震が発生した日でござ

いまして、えひめ防災の日に制定されており、あ

わせまして、県におきましても自助・共助の大切

さの啓発を行っていただいているところでござい

ます。 

御質問の三瓶東公民館第１分館につきましては、

津波災害に対応できる緊急避難場所・避難所に指

定をさせていただいております。海岸部におきま
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して建物などもあわせて指定できている数少ない

建物となっております。防災倉庫も設置をさせて

いただいておりまして、地域主体となっての防災

への取組につきましては、今後もぜひ進めていた

だきたいと思いますし、市といたしましても、そ

うした地域自主防災活動等の取組につきましては

支援をさせていただきたいと考えております。 

一方で、防災に特化した施設の建設につきまし

ては、現状として非常に難しい問題があるととら

えております。 

今後のそうした施設の在り方につきましては、

地域の御意見も伺いながら、津波想定以外の各種

ハザードの状況等も総合的に考慮しながら検討を

してまいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

再質問を行います。 

検討いただくとのことですが、先ほど申しまし

たように、準拠点的な発想に立つ、その視点に立

った施設整備の必要性に対しての市の見解を再度

お尋ねします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

津波災害に対しての準拠点的な施設の整備の再

質問でございます。これに対しましてお答えをさ

せていただきたいと思います。 

津波災害に対しては、命を守る行動として、緊

急避難場所となる高台への避難というものが最優

先であると考えております。その後、被害のレベ

ルに応じてのことになりますが、最大級の津波に

よる破壊的な被害を受けた場合などは内陸部への

一時避難に移行することを想定しております。そ

の上で、市が建物を設置し、普段及び災害発生時

に地元で管理・運営を行っていただく、準拠点施

設という考え方でございますが、市では、これま

でに、このような考え方による施設整備の検討は

いたしておりませんので、現時点では、市内の状

況を踏まえると、そのような施設の建設は難しい

と考えております。 

しかしながら、今回いただいた御意見を踏まえ

ながら、現在国が進めております国土強靱化政策

に基づく関連事業、また、他の地域による取組事

例などを収集しながら研究はしてまいりたいと思

います。 

また、現在西予市では、事前復興計画の策定に

取りかかっておりますが、これは主に、津波を想

定した甚大な被害に対して、早期かつ的確な復興

を行えるよう平時からまちづくりを想定して、体

制や手順などの事前検討、訓練の実施等を行うと

いう計画であります。 

この計画策定に当たりましては、地域の方にも

御協力をいただき、そして地域ワークショップに

よる被災後の復興について具体的な検討を行う予

定としておりまして、外部として愛媛大学などの

協力、そういうものもいただきながら実施をして

いきたいと、こうした取組を含めまして、防災・

減災対策及び復興を見据えた事業や環境の整備に

努めていきたいと思っているところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

大変厳しい、正直言って冷たいなと感じる答弁

のようにも感じましたが、後半部分、具体的な国

等の連携を含めて、もちろん予防、予防は難しい

ですが、実際に万一に備えるという対策及びその

あとの復興等に関しても今述べていただきました。 

現在、調べた範囲ですが、静岡県、愛知県、和

歌山県、高知県、宮崎県等がこの問題に特に熱心

に取り組んでおられます。その中でも太平洋に面

した市や町では、国や県と連携し、積極的に、一

例ですが津波避難センターの名前と、各所によっ

て名前は違いますが、このような建物が次々と設

置されております。 

今後 30年以内に起こるだろうとほぼ断言されて

おります大地震、大津波への備えそのものは、三

瓶で言いますと、崩落を繰り返している国道

378 号線の整備・改修をはじめとして、明浜も含

めた海岸部に居住する住民の安心安全のためにも、

先述した先進地に倣っての積極的な取組を期待い

たしまして、次の質問に移ります。 
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最近地域からよく質問されるのが、「三瓶保育

園の民営化への工事は本当に実現するのですか」

との内容でした。 

まずは、三瓶保育園の民営化に関しての現状に

ついてお尋ねします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

藤井福祉事務所長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

三瓶保育園民営化の現状についてお答えをいた

します。 

移管先法人である社会福祉法人三瓶福祉会への

円滑な移管や移管後のよりよい保育所運営を検討

いただくため、行政・法人・保護者で構成する西

予市公立保育所民営化第三者委員会を設置すると

ともに、保護者の皆様からの御意見やよりよい保

育環境に向けた御要望を広くお聞きするため、保

護者全員を対象としたアンケート調査を実施し、

適宜対応・回答しているところでございます。 

今年 10月には、保護者を対象とした説明会を開

催し、移管後の保育園運営について説明を行って

おります。 

三瓶地域の皆様には、新型コロナウイルス感染

症拡大防止の観点から、三瓶地区全域に 11 月

10 日の回覧で三瓶福祉会発行のチラシで周知させ

ていただいているところでございます。 

現在は、両園の職員間で、移管に向けた情報連

携や子どもたちが保育環境に慣れるための交流保

育の打合せ等に努め、移管後の運営に必要な修繕

及び改修工事を進めているところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

関連質問をさせていただきます。 

今ほどの説明の中で、10 月に説明会、それから

11月10日には回覧で周知されたとのことでした。 

御存じのように回覧は、住民の皆さんがきちっ

と正確に全文を読まれているかというと、意外に

そうではないということを、私も区長をしました

ので、その経験から感じたところであります。そ

ういうことからもこういう質問があったんではな

いかと感じるわけです。 

説明の中にありました特に交流保育に関して、

この内容についてお伺いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

藤井福祉事務所長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

交流保育の内容についてお答えをいたします。 

交流保育は、民営化後の保育環境に戸惑うこと

のないよう、三瓶保育園とひまわり保育園の園児

の交流や職員間の連携を深めるため実施している

ものでございます。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、

感染拡大防止の観点から一時中止となった時期も

ございましたが、専門講師の指導によるリトミッ

クや英語で遊ぼうなど、令和３年４月以降５回実

施しているところでございます。 

移管に伴う子どもへの心理的影響緩和のため、

今後も新型コロナウイルス感染症の状況を見なが

ら、園児の負担にならないよう、より密度を上げ

て交流を行う予定としております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

民営化後のための取組、４月以降５回の実施、

今後も密度を上げて実施すると伺い安心しました。 

次に、地域内で不安視されている施設改修工事

等の進捗状況についてお伺いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

藤井福祉事務所長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

施設改修工事等の進捗状況についてお答えをい

たします。 

令和３年西予市議会第２回定例会において、改

修工事等に関する予算を承認いただいた後、速や

かに設計業務委託を行い、11 月９日に三瓶保育園

改修工事の入札を執行し、翌日 11 月 10 日付で請

負業者と契約を締結しております。 

改修工事の主な内容は、乳幼児が使用する沐浴

ユニットや調乳ユニットの設置、園児や職員が使

用する和式トイレの洋式化、令和４年度から行わ

れる病児保育に対応するための医務室の改修、園
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庭では、遊具点検により改修・修繕が必要と判断

された遊具の撤去及び更新などでございます。 

改修工事に関しましては、保育園の行事等に配

慮するとともに、12 月から空き保育室の利用を行

うなど、園児の安全確保に努めながら、令和４年

３月下旬の完成を予定しております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

11月に入札、そして契約の締結が終わり、12月

から園児の安全確保に努めながら、３月下旬の完

成予定とのことでした。 

それでは、民営化に向けた今後のスケジュール

についてお伺いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

藤井福祉事務所長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

民営化に向けた今後のスケジュールについてお

答えをいたします。 

令和４年４月の円滑な移管に向けて、認可廃止

手続などの所要の手続を行ってまいります。また、

令和４年１月からは社会福祉法人三瓶福祉会と三

瓶保育園の職員で定期的に事務の引継ぎを行い、

交流保育も週に１回程度に回数を増やす予定でご

ざいます。 

また、園舎の長寿命化に関する工事も行う予定

でございまして、民営化のメリットでございます

国の補助金を活用して、将来にわたる園舎の安全

な保育環境維持のため、園舎本体の外壁塗装や保

育室内の改修などを移管法人が令和４年度に施工

する計画で今進めております。 

移管後の保育園の名称も三瓶ひまわり保育園に

決まり、三瓶福祉会からは、両園の長所を引継ぎ

ながら、よりよい保育園事業を目指し、新たな思

いでスタートするとお聞きしておりますので、今

後とも連携を図り、民営化に向けて進めてまいり

たいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

ただいま円滑な移管に向けての手続、それから、

令和４年１月からは事務の引継ぎ、それから交流

保育も週１回、新たな名称が三瓶ひまわり保育園

とのことでした。 

再度繰り返して関連質問ですが、長寿命化に関

する工事をもう少し詳しく説明していただきたい

と思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

藤井福祉事務所長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

長寿命化に係る工事につきましては、先ほども

申し上げましたように、民営化することで、国の

補助金を民間の法人であれば活用が可能となりま

す。市がやる場合には補助金はございません。 

そういったメリットを活用いたしまして、将来

にわたります園舎の安全な保育環境維持のために、

園舎本体の外壁塗装、また保育室内の改修などを

移管法人が主体となって令和４年度中に実施をす

る計画で、今、お互い協議をしながら進めている

ところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

竹﨑幸仁君。 

○10 番竹﨑幸仁君 

ただいまの御説明で、移管後に国の補助を活用

した計画が進められているとのことでした。園児

や保護者、地域の願いをしっかりと受け止めてい

ただき、民営化してよかったなと言われるように、

遺漏ない対応を重ねてお願いいたしたいと思いま

す。 

今回は、最初の危機管理についての質問に時間

をとりました。 

今後 30年以内に発生する確率の高い南海トラフ

巨大地震への対応は、太平洋側に面する都府県の

大きな課題で、それぞれ他の市町は知恵を出し合

って具体的な対策を講じています。 

西予市も国や県との結びつきをさらに強めてい

ただき、住民の安心安全に努めていただくようお

願いして、今回の一般質問を終わります。 

○宇都宮副議長 

暫時休憩いたします。（休憩 午前 11 時 01 分） 
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○宇都宮副議長 

再開いたします。（再開 午前 11 時 15 分） 

次に、15 番二宮一朗君。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

公明党の二宮一朗でございます。 

ただいま議長より許可をいただきましたので、

本日最後の質問者として質問させていただきたい

と思います。 

今回の質問は大きく３つさせていただきます。

いつもながらですけれども、時間に配慮しながら

頑張っていきたいと思いますので御協力をよろし

くお願いします。 

まず最初に、カーボンニュートラル 2050につい

てであります。 

1992 年のブラジルのリオサミットにおいて、国

連気候変動枠組条約が採択をされたことで始まっ

た国際的な温暖化問題への取組は、1997 年に京都

議定書が採択されたことで大きな一歩を踏み出し

ました。1998 年には地球温暖化対策推進法を制定

し、その後改正を繰り返しております。 

この法は地球温暖化に関して、地球温暖化対策

計画の策定や社会経済活動、その他の活動による

温室効果ガスの排出の抑制等を促進するための措

置を講ずることなどによって地球温暖化対策の推

進を図り、現在及び将来の国民の健康で文化的な

生活確保に寄与するとともに、人類の福祉に貢献

することを目的としております。 

昨年、菅前総理が就任直後の所信表明で、

「2050 年カーボンニュートラル脱炭素社会の実現

を目指すことをここに宣言いたします」と宣言を

され、続いて、「もはや温暖化への対応は経済成

長の制約ではない。積極的に温暖化対策を行うこ

とが産業構造や経済社会の変革をもたらし、大き

な成長につながるという発想の転換が必要」との

発言をされました。 

これを受け、環境省では、2050 年カーボンニュ

ートラルに伴うグリーン成長戦略を策定し、他の

省庁でも脱炭素化に向けての様々な取組をスター

トさせているところであります。 

環境エネルギー政策研究所の試算によりますと、

2020 年の日本国内の自然エネルギーの全発電電力

量に占める割合は、前年の 18.5％からおよそ２ポ

イント増加して 20.8％となっております。 

このような現状を踏まえると、今の国における

エネルギー政策だけで2050年の目標を達成できる

状況にはないというふうに考えます。 

一国の総理が発言をされたことでありますから、

今までよりも実現に向けて政策が加速することは

期待をするとともに想定できますけれども、地方

自治体として 2050年カーボンニュートラルに向け

た取組が必要だと考えて、今回質問をさせていた

だきます。 

まず、項目１番目の西予市の方針についての質

問ですけれども、愛媛県では 2020年にゼロカーボ

ンシティ宣言をされているようであります。 

愛媛県の取組について、市はどのように理解を

されているのかまずお聞きをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

藤井生活福祉部長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

愛媛県の取組についてお答えをいたします。 

愛媛県におかれましては、令和２年２月に策定

した愛媛県地球温暖化対策実行計画において、低

炭素型ライフスタイルの転換や低炭素型のビジネ

ススタイルの実現、エネルギーの低炭素化の推進、

環境負荷の少ない地域づくり、環境教育、環境学

習の充実とパートナーシップの構築、気候変動へ

の適応の推進の６つの基本方針を掲げ、中期目標

として、2030 年度に 2013 年度比で温室効果ガス

排出量を 27％削減することを目指しております。 

また、長期目標として、2050 年に温室効果ガス

排出実質ゼロの脱炭素社会を目指すとお聞きして

おります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

ありがとうございます。 

今の件の答弁をいただきましたけれども、これ

を受けてですけれども、西予市のカーボンニュー

トラルへの取組というのはいかがになっているの

かお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 
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○宇都宮副議長 

藤井生活福祉部長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

市としての取組についてお答えをいたします。 

市では、令和３年度中に西予市環境基本計画を

策定する予定でございます。 

本計画は、西予市環境基本条例に沿った基本的

な計画であり、地球温暖化をはじめとした環境問

題が重要視される状況下で、西予市環境基本条例

の基本理念を受け、市民が安全かつ健康で文化的

な生活を営むことができる良好な環境を確保する

とともに、これを将来の世代に引き継ぐことを目

的に、市内の良好な環境を保全・創造していくた

めの基本となる計画を定めるものでございます。 

また、令和４年度には、今年度中に策定するこ

の西予市環境基本計画の内容を踏まえて、市自ら

の省エネ目標を定める地球温暖化対策地方公共団

体実行計画を策定する予定でございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

今答弁のありました西予市環境基本条例につい

てですけれども、この条例の基本的な目的と再生

可能エネルギーとの関連についてお伺いをいたし

ます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

藤井生活福祉部長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

西予市環境基本条例についてお答えをいたしま

す。 

西予市環境基本条例は令和２年１月から施行し、

条例の目的は、当市の環境の保全及び創造につい

て基本理念を定め、市民及び事業者、市の責務を

明らかにするとともに、環境の保全及び創造に関

する施策の基本となる事項を定めることにより、

当該施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現

在及び将来の市民が安全かつ健康で文化的な生活

を営むことができる良好な環境の確保に寄与する

こととしております。 

この条例に基づき、西予市再生可能エネルギー

発電施設の適正な設置及び維持管理に関する条例

を設けております。 

これは、全国的な問題となっております太陽光

発電施設などの適正な設置及び維持管理に関して

必要な事項を定めることにより、災害の発生を防

止し、市民の生命及び財産の保護を図るとともに、

良好な生活環境と自然環境を保全することとして

おります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

今ほど答弁にありました再生可能エネルギー発

電施設設置条例ですけれども、これ、設置条例の

ときにも意見として発言をさせてもらったんです

が、中身を見てみると、どうも風力とか太陽光、

当時ちょっと住民の方の反対というのもあったり

したのはあるんですけれども、風力や太陽光の発

電施設に対しての制限的な条例のように私はこの

とき感じておりました。 

このカーボンニュートラルとの整合性について

はどのようなお考えなのかもう一度お伺いをいた

します。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

藤井生活福祉部長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

条例とカーボンニュートラルとの整合性につい

てお答えをいたします。 

西予市再生可能エネルギー発電施設の適正な設

置及び維持管理に関する条例は、再生可能エネル

ギー発電施設を抑制するものではなく、地域と共

生し調和のとれた利用促進を図ることを目的とし

ており、先ほど申しました、西予市環境基本条例

の第８条第４号で規定しているとおり、市として

再生可能エネルギーを推進していく立場でござい

ます。 

また、当市では経済産業省のエネルギー構造高

度化・転換理解促進事業補助金を活用し、西予市

エネルギービジョンの策定を計画しております。 

西予市エネルギービジョンは、当市のエネルギ

ーに関する動向の整理、構造の分析、課題、将来

の方向性を示すものであり、今年度策定予定の環

境基本計画の下位計画に当たります。西予市エネ
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ルギービジョンを策定することにより、当市のエ

ネルギー構造の高度化に向けた取組について国庫

補助を活用することが可能となりますので、公共

施設への再生可能エネルギーの導入及び市内環境

に沿った適切なエネルギー需給構造の構築等、国

庫補助を活用しながら脱炭素社会の実現に寄与す

る取組について進めてまいりたいと考えておりま

す。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

今回の質問をさせていただくに当たって、私も

全国のいろんな先進地事例というのを勉強したん

ですけれども、やっぱりその中にも、先ほど言わ

れましたエネルギービジョンというのがあちらこ

ちらで策定をされておりました。一歩進みよるん

かなという、今の答弁で感覚はいたしております

が、例えばですけれども、市で取り組める再生可

能エネルギーの事業について、どういうものが想

定できるのかお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

藤井生活福祉部長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

市で取り組むとなればどのような事業ができる

と想定されるかとの御質問だったと思いますが、

当市においては、太陽光発電、水力発電、風力発

電、バイオマス発電等全ての発電方法において可

能性がございます。 

これまでに、立地条件などから主に公共施設等

で太陽光発電設備を設置しておりますが、さらに

当市のエネルギーに関する動向の整理、構造の分

析、課題、将来の方向性を示すために、先ほども

申し上げました西予市エネルギービジョンの策定

を計画しておりますので、計画を策定する段階に

おいて専門家を交えた調査研究結果をもとに判断

してまいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

続いて、項目の２つ目ですけれども、再生エネ

ルギーについてですが、西予市の再生可能エネル

ギーの普及率等を把握されておりましたら教えて

いただきたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

藤井生活福祉部長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

市内での再生可能エネルギーの普及率について

お答えをいたします。 

市内において一般の方々の再生可能エネルギー

の普及率は把握をしておりませんが、一般の方が

家を建てられるときなど、太陽光発電設備を設置

されるケースが近年増えておりますので、省エネ

意識を持たれている方が多くなっているのではな

いかと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

それでは、一般家庭で今よりももっと再生可能

エネルギー発電の設置に、より市民の皆さんが前

向きになっていただくためにはどのようなことが

必要だと、市としてはお考えなのかお伺いをいた

します。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

藤井生活福祉部長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

一般の方が今よりも再生可能エネルギー発電の

設置に前向きになっていただくために何が必要か

との御質問だったかと思いますが、市では、家庭

用蓄電池設置に対しまして、一定の助成を現在検

討しており、市内での再生可能エネルギーの普及

向上に寄与するのではないかと期待をしておりま

す。 

また、今後策定予定の西予市エネルギービジョ

ンをもとに国庫補助を活用し、まずは施設管理担

当課と協働により公共施設に再生可能エネルギー

を導入することで、施設の省エネ化に取り組んで

いきたいと考えております。 

その後の動きとしましては、市内の特性に応じ

た再生可能エネルギーを地域産業に取り入れるこ
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とで、新産業の創出や防災力強化を図るほか、集

会所や地域の防犯灯等に再生可能エネルギーを取

り入れ、地域住民のエネルギーに関する理解を促

進し、地域コミュニティーの活性化を図ることに

ついても検討できると考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

今のこの政策というか、冒頭にも言いましたけ

ども、やっぱり国の動向というのがもちろん一番

大事でありますし、期待をしたいと思うんですけ

れども、今回質問させていただいた趣旨は、自治

体でできることをまずやっていくべきではないか

ということで質問をさせていただいて、先ほども

言いましたように全国各地の先進事例等も勉強と

いうか研究をさせていただきました。 

各地で取り組まれている自治体発電についてで

すけれども、この件については昨年 12月４日の一

般質問において、西予市の特性、海抜ゼロメート

ルから 1,400 メートルを考えたら、再生可能エネ

ルギーを西予市の事業として取り組めるのではな

いかという質問をいたしました。 

そのときの答弁では、自治体新電力への認識は

あるけれども、電気代が高くなるという課題があ

ると、今後も専門家の意見をちょうだいしながら

検討をするという答弁でありました。 

まだ１年しか経ってないんですけども、その後

の状況に変化があればまたお伺いをいたしたいと

思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

藤井生活福祉部長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

議員御質問の地方自治体新電力の取組状況でご

ざいますが、地方自治体新電力は、地域で発電し

た電力を供給することで地域を活性化させること

が大きな目的となっており、地域で生み出された

再生可能エネルギーによる電力を地域で活用する

ことは、環境に配慮した取組として評価されてい

るようでございます。 

先ほど申し上げたとおり、当市においては、経

済産業省のエネルギー構造高度化・転換理解促進

事業補助金を活用し、西予市エネルギービジョン

の策定を計画しております。 

西予市エネルギービジョンは、当市のエネルギ

ーに関する動向の整理、構造の分析、課題、将来

の方向性を示すものであり、西予市エネルギービ

ジョンを策定する段階において、専門家を交えて

調査・研究結果をもとに判断してまいりたいと考

えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

経営的なことはちょっと横に置いといたとして、

この西予市の資源の中で、再生可能エネルギー発

電に取り組める可能性としては、もう１回お伺い

したいんですけれどもいかがでしょうか。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

藤井生活福祉部長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

先ほど申し上げたとおり、太陽光発電、水力発

電、風力発電、バイオマス発電等全ての発電方法

において可能性はございますが、導入できるかの

判断につきましては、今後策定するエネルギービ

ジョンの段階の調査・研究結果をもとに判断して

まいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

先進自治体においては、再生可能エネルギーを

活用して、電力の地産地消を目指す、または自給

率 100％を目指すということで、産業や雇用の創

出を生み出したり、移住定住の促進につながって

いるところも実際にはございます。 

もちろん先ほども言いましたように、国による

規制改革や推進が重要なのは当然でありますけれ

ども、地方が今できることを全力でやることが必

要ではないかと、繰り返しですけども考えており

ます。 

2050 カーボンニュートラルに関して、改めて市

の方向性を少しでも早く出すべきではないかと思
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いますけれどもいかがでしょうか。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

藤井生活福祉部長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

繰り返しの答弁になりますが、策定予定の西予

市エネルギービジョンをもとに国庫補助を活用し、

まずは施設管理担当課と協働により、公共施設に

再生可能エネルギーを導入することで施設の省エ

ネ化に取り組んでいきたいと考えております。 

また、その後の動きとしまして、市内の特性に

応じた再生可能エネルギーを地域産業に取り入れ

ることで、新産業の創出や防災力強化を図るほか、

集会所や地域の防犯灯に再生可能エネルギーを取

り入れることで、地域住民のエネルギーに関する

理解を促進し、地域コミュニティーの活性化を図

ることについても検討できると考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

やはり国庫補助がなければというのが結論かな

というふうに感じました。 

私も今回のことをいろいろ勉強してる中で、い

ろんな省庁がこのカーボンニュートラル、または

地球温暖化の政策をしてるんですけれども、本当

にこう多岐にわたってしている。これ自治体の人

迷うんじゃないかなというふうな、環境省がやっ

たり総務省がやったり経済産業省がやったりと、

似たような政策をたくさんしております。そうい

うところをやっぱり一本化して、本来国の政策と

してやるのであれば、もう少し一本化できるよう

な、内閣府中心にやるとか、そういうふうなこと

を、私としては公明党の組織を通じまして、国に

も推進を要望していきたいなと思いますので、先

ほども言いましたように、西予市も１日も早くそ

のエネルギービジョンを作成されて、市民の皆さ

んにお示しをしていただきたいと思っております。 

この項目の最後の３つ目、2050 年ゼロカーボン

シティについてですけれども、2050 年ゼロカーボ

ンシティの表明について、国の市区町村の約 18％

がゼロカーボンシティの宣言を今されているよう

であります。 

まずリーダーが声を上げなければ、職員も市民

も前には進めないのではないかと考えております。 

西予市全体がカーボンニュートラルに取り組め

ば、市民の皆さんは自分にできることは何なのか

と、また考えていただけると思いますし、自宅に

再生可能エネルギー発電を設置したり、電気やガ

スなどのエネルギーの無駄遣いというのを考えて

節約してみたりというふうになるのではないかと

いうふうに思います。 

また、この西予市の取組に賛同をしていただく

方が増えて、関係人口が増えるということも考え

られると思っております。 

管家市長には、ぜひゼロカーボンシティ宣言を

して、西予市が持続可能な未来へ方向性を示して

いただくことが、私は一番望ましいと思うんです

けれどもいかがでしょうか。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

2050 年ゼロカーボンシティの表明についてのお

尋ねでございました。それについてお答えをさせ

ていただきたいと思います。 

先ほど二宮議員も言われましたように、愛媛県

は宣言をしておりまして、市町としましては、松

山市、そして新居浜市が県内では宣言をされてい

るとお聞きをしております。 

西予市といたしましては、国の改正地球温暖化

対策推進法や、今後専門家を交えて策定予定の、

先ほどから御説明しております西予市エネルギー

ビジョンの内容を踏まえまして、市民の皆さんや

事業者、行政が連携していける体制というものを

構築する考えでございまして、その段階で、私と

してはゼロカーボンシティの表明を行いたいと、

そのように考えているところでございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

ありがとうございます。 

地球の温暖化とか気候変動というのは、誰もが

今認識をされているところではないかと思ってお

ります。 
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特に、平成 30年７月豪雨災害を経験したこの西

予市、また西予市民においては、こういう宣言を

されることによって、御理解も進むというふうに

考えております。ぜひ積極的な推進を市長にはお

願いをしたいと思います。 

続きまして、施策区分２番目の西予市定員管理

計画についてに移りたいと思います。 

合併からの人口減少が約 1 万人を超えました。

西予市人口推計では、高位で見ても 2030年には約

3 万人、さらに 2040 年には 2 万 5000 人と想定を

されております。将来の職員体制について、ちょ

うど質問を考えていたところでしたけれども、先

日 11月９日の説明会で、西予市定員管理計画とい

うのが説明がありましたので、今回はそこにあり

ました基本方針の６項目の中からの質問をさせて

いただきたいと思います。 

一番最初につきましては、行財政改革の推進に

ついての中にありました、組織のスリム化につい

てどのようなものかをお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

組織のスリム化につきましてお答えをさせてい

ただきます。 

合併以降、当市の組織体制につきましては、当

初の総合支所方式から本庁方式に移行いたしまし

て、これまで各所属となります部や課の統合、ま

た新設を経て現在に至っているところでございま

す。 

現在の組織体制におきましても、課長補佐が係

長を兼務している場合でありますとか、現在いろ

いろ各地区で説明を行っておりますけども、地域

づくり活動センターの推進事業におきましては、

教育委員会所属になります公民館主事が積極的に

責任を持ってその業務に携われるよう併任辞令を

発令し、事業の推進にも当たっておるところでご

ざいます。 

今回策定いたしました定員管理計画でございま

すけども、令和５年度以降、正規職員の削減を計

画しておるところでございます。 

現状の組織体制を維持していくことは困難と考

えております。部・課・係などの統合を図る組織

再編、いわゆる行政のスリム化に取り組むととも

に、再任用職員や会計年度任用職員の任用など、

人員確保を図りながら行政サービスの提供に努め

てまいりたいと考えております。 

また、事業を効率的・効果的に展開をするため

に、所属を越えた連携による業務遂行が可能とな

るような、業務の状況に応じた兼務や任命の発令

をし、体制を整えていくように考えております。 

以上が当市における組織のスリム化の考え方に

なります。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

もう一つ、行財政改革の推進についてにありま

した、２つ目の行政ニーズに対応した職員配置と

いうのがありましたけれども、この分についても

具体的に教えていただきたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

行政ニーズに対応した職員配置、行政ニーズす

なわち住民ニーズでございますけども、地域を取

り巻く環境の変化などに伴いまして、市民生活に

おけます各種福祉施策、農林水産業・商工観光振

興、道路などのインフラ整備、また教育施策のほ

か、地域コミュニティーの維持、そして事務手続

の簡素化・迅速化など、多様化・複雑化しており

ます。 

このような中、限られた職員数ではございます

ので、本市の進める施策の重点分野を見極めまし

て、正規職員のほか、知識と経験豊富にある定年

退職後の再任用職員、そういった職員を適材適所

に配置し、必要に応じて任期付職員、また会計年

度任用職員を任用しまして、そうした住民ニーズ

に対応した行政サービスの維持、提供をできるよ

うに職員の配置に努めているところでございます。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

答弁の中で、先ほどですけども、最初の分で、
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令和５年から削減をする計画というふうなことが

ありました。 

この西予市広い地域ですから、削減という行財

政改革の中で必要性は理解もできますけれども、

ただ市民サービスが低下しては元も子もないとい

うのが一つありますので、そこのところがどうな

のかなということで、正規職員と会計年度職員、

このバランスについてどのような考えなのかをお

伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

正規職員と非正規職員、現在の会計年度任用職

員でございますけども、そのバランスでございま

すが、これまでの状況等説明をさせていただきた

いと思います。 

平成 17年度の定員管理調査におけます正規職員

数が 1,047 人、週 20 時間以上勤務する、当時の臨

時・非常勤・嘱託職員となりますけれども、いわ

ゆる非正規職員の人数が 407 人となっており、職

員数全体では約 28％が非正規職員となっておりま

す。会計年度任用職員制度が始まる前の平成 31年

度では約 39％となっておりまして、直近の令和３

年度の定員管理の職員数は 853 人、会計年度任用

職員は、パートタイム・フルタイムを合わせます

と 656 人となっております。約 44％が会計年度任

用職員といった形で推移をいたしております。 

会計年度任用職員制度になりまして、単純に比

較することはできませんが、平成 17年度と比較を

いたしますと 16％ほど増加をしております。 

今後、定員管理計画に基づきまして、正規職員

数の削減を進める、そういった計画の中で、会計

年度任用職員の割合は総体的には高くなってくる

かと思われます。 

ただ、業務の内容でありますとか、組織体制、

正規職員数に応じて過大とならないように、その

辺りは十分配慮をしながら会計年度任用職員の任

用にもまた努めてまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

今の答弁をお聞きしまして、先ほども言いまし

たように、この西予市広いですから、やっぱり市

民サービスのためには正規職員を減らしていって

も、会計年度職員さん等でバランスをとるという

ことは必要なのかなと、改めて感じたところでご

ざいます。 

次に、要旨の２番ですけども、民間委託の推進、

指定管理者制度の活用についてというのがありま

したけれども、この点について、民間委託の推進、

指定管理者制度の活用とは、具体的にもう一度説

明をしていただきたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

民間委託の推進、指定管理者の活用の状況、ま

た考え方について御答弁させていただきます。 

市におきましては、衛生センターの運営、また

公立病院の窓口業務などを民間委託しているほか、

12 月１日時点におきまして、市内 31 施設を指定

管理施設として管理運営を行っております。 

今後、職員数の削減を進める方針の中で、業務

の民間委託につきましては、業務の専門性等を鑑

みまして、窓口業務、公金徴収業務、統計調査関

連業務、給食センターの運営など、全国自治体の

事例を参考に、本市において導入できるかどうか、

そういった可能性について検討し進めていきたい

と考えております。 

また、公共施設の維持・管理運営につきまして

も、市の直営と比較して運営体制や民間のノウハ

ウによる収益力の向上など、効率的かつ効果的な

管理運営が見込めると判断をいたしましたら、指

定管理者制度につきましても積極的に活用をして

まいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

民間委託の推進については、私も十数年議会で

仕事させていただいて、一般行政のところでも、

これ民間委託でもできるんじゃないかなというよ

うなことをちょっと感じた点は何カ所かございま

すので、やっぱりそういうところももう一度調整
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しながら進めていっていただきたいなというのが

１点です。 

もう１点の指定管理者制度についてですけども、

この点については、先日、指定管理者制度の見直

しの方針が我々議会に示されました。 

今後、指定管理団体や第三セクターの選定や管

理運営について、モニタリングをされるとのこと

ですので、この点についてはちょっと推移を見守

っていきたいと思っております。 

その中で今回、民間委託等の全国事例を見てお

りましたら、総務省のホームページに西予市の取

組として掲載されておりましたけれども、業務改

革モデルプロジェクトというのがあって、西予市

窓口改革モデル事業というのがございました。 

総合窓口からアウトソーシングへというふうに

タイトルがありましたけれども、この事業のその

後の状況についてお聞かせ願いたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

下澤政策企画部長。 

○下澤政策企画部長 

本市では、住民サービスに直結する窓口業務や

業務効率化に直結する庶務業務等の内部管理業務

の改革を推進するため、平成 28 年度から 29 年度

にかけて、総務省の業務改革モデルプロジェクト

事業を委託事業として受託いたしました。 

受託後、西予市窓口改革モデルについて、コン

サル事業者へ委託を行い、窓口業務の課題の洗い

出しと課題に対する改善案として、窓口業務の一

元化、手続のワンストップ化、予約制の導入、申

請書の作成支援、オンライン窓口の導入、窓口業

務の非常勤化、またはアウトソーシング化を検討

するということとなりました。 

事業により検討した内容については、平成 29年

度より取組が可能な部分からの検討を行い、具体

的に進めようとしておりましたところ、平成 30年

７月豪雨の影響により、復旧・復興業務を優先す

る必要があったことから、その窓口業務改革が一

旦停止というふうになりました。 

災害から徐々に復興していく状況において、再

度、窓口改革について検討を行っておりましたと

ころ、今般の新型コロナウイルス感染症が拡大し、

新しい生活様式に対応した行政サービスを構築す

る必要が生じたことから、この平成 28年度の内容

も踏まえつつ、地域づくり活動センターへの対応

も見据え、現在、窓口改革を進めている状況でご

ざいます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

ありがとうございます。 

先ほどありましたオンライン窓口については、

今の地域づくり活動センター化の中でちょっと目

に見えてきたというのは私も確認しておりますけ

れども、３つ目に言われた予約制の導入について

ですけれども、ホームページでは何か 10の業務と

いうふうに選別して、10 の業務について行うとい

うふうになっておりました。 

どのような方法で予約を想定されているのかと

いう点と、今、流行りといいますか、全国で今や

っておりますＬＩＮＥ等での予約とか、そういう

のは検討されるのかどうか質問させていただきま

す。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

下澤政策企画部長。 

○下澤政策企画部長 

予約制につきましては現在検討しておりまして、

まずは西予市のホームページに予約ページを準備

し、そこから予約できるというようなことを予定

しております。 

各種証明書の発行や相談業務等を予約していた

だいて、その窓口に来ていただくというようなこ

とを今検討しておりまして、最終的な詰めの検討

を行っております。 

ＬＩＮＥなども見据えたアプリの見直しという

ようなことにつきましては、アプリをどう改善し

ていくかということを引き続き検討しております

が、もう少しお時間をいただけないかなと考えて

おりまして、来年４月のところにはまだそのアプ

リとの連携というところはもう少し先の段階の課

題かなというふうに考えて進めているところでご

ざいます。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 



 

- 51 - 

 

○15 番二宮一朗君 

ありがとうございます。 

前向きに進んでるということなので期待をした

いと思います。 

この項目の３つ目、人材育成についてですけれ

ども、人材育成についてのお考えというのを、こ

れももう少し詳しく説明を願いたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

人材育成についての考えについて答弁させてい

ただきます。 

行政課題の高度化、複雑化が進んでおります中

で、事務の専門性も高度化している傾向にござい

ます。そうした専門分野におけます人材の確保に

ついては、新規採用することが困難といった場合

が多く、実質的に苦慮いたしておるところでござ

います。 

こうした現状を踏まえまして、当市では職員の

適正、能力に応じて、自治体向けの専門分野に特

化したカリキュラムの外部研修、また内部研修、

そして円滑な行政運営や市民サービスの向上につ

ながる育成対策を進めているところでございます。 

また、そういった外部研修等で経験、知識等を

積んだ職員が組織内部でフィードバックをして、

専門分野における対応とともに全体的なレベルア

ップにつなげてまいりたいと考えております。 

もう全国的なことにはなりますけれども、建築

及び土木技師の新規採用につきましては、毎年度

計画的に募集は行ってはおりますけれども、応募

が少なく、近年は採用計画人数に達していない状

況が続いております。 

このことは、先ほども申し上げましたけども、

県内自治体共通の課題となっておりまして、関係

機関が連携して学生向けのインターンシップ制度

を創設するなど、技術職の確保にも取り組んでい

るところでございます。 

採用試験の受験者数が年々減少傾向にある中、

一般事務職のほか、技師、保健師、保育士などの

専門職、特にそういった専門職につきましては、

先ほどもありましたインターンシップ制度、そう

いった創設の検討を含めまして、人材の確保、ま

た育成に努めてまいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

今現在ですけども、正規職員の中で、病院と保

育所を除いた一般職の中での技術職とか専門職と

言われる職員の方は何人なのか、わかれば教えて

いただきたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

職員の職種別の人数でございますけれども、本

年度４月１日現在で、当市の職員のうち、土木建

築関連に技術職として勤務しておりますものは、

課長補佐級以上の管理職を除いた人数となります

が、33 人となっております。そのうち、西予市移

行後に技師職として任用した職員は 14人、そのほ

かの職員につきましては、採用後に資格を取得、

または資格を有しないながらも勤務の中で知識・

経験を積み重ね、技師としての能力を身につけた

ものとなっております。また、そのほか保健師、

栄養士などの専門職が 26 人となっております。 

なお、その中には再任用職員、また任期付職員、

診療所に勤務する医師、看護師は含んでおりませ

ん。 

定員管理調査におけます部門別に分けますと、

技師職につきましては農林水産部門が９人、土木

部門が15人、公営企業の関係、水道部門及び下水

道部門で９人となっております。保健師、栄養士

などの専門職につきましては、民生部門が４人、

衛生部門が 22人、以上のとおりとなっております。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

ありがとうございます。 

今の土木だけではなくて技師の専門職の人がな

かなか採用しにくいというのは、私も全国的にそ

うなのは知っております。 

今回こういう質問を考えたのは、市の業務を進

める中で、コンサルに委託するというのが必須の

ようになっているように思います。そのコンサル
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等の結果を職員の方でチェックできるんかなと、

そういう方は少ないんじゃないかなという心配を

しておりましたので今回の質問とさせていただき

ました。 

今、会計年度職員等のお話もありましたけれど

も、民間の専門職等をリタイアされた方が、都会

からとか帰って来られたりしているというのもあ

ると思います。会計年度職員でそういう方を採用

できれば大きな戦力になっていただけるのではな

いかと考えます。 

職員が市内全域で、地域のアンテナを張ってお

れば、そういう情報というのは人事の総務課に集

まるんじゃないかなと私はちょっと考えるんです

けども、人口減少時代の今こそ、知識より知恵を

出し合ってそういう対応を進めていただきたいな

と、これは私の希望でございますけれども、よろ

しくお願いしたいと思います。 

それでは、最後の項目の高齢者対策についてお

伺いをいたします。 

まず１つ目の投票率についてでございます。 

投票率の向上については何度か質問しておりま

すけれども、まずは先般の衆議院選挙の投票率に

ついての分析などがあればお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

一井選挙管理委員会書記長。 

○一井選挙管理委員会書記長 

西予市におけます、第49回衆議院議員総選挙の

投票率について答弁をさせていただきます。 

令和３年 10 月 31 日執行の第 49回衆議院議員総

選挙における小選挙区の投票率は 61.87％となっ

ております。これは、県内平均投票率から 6.89％、

国平均投票率から 5.94％高い投票率となっており

ます。 

投票率の高低は、選挙の種別や各選挙における

関心・注目の度合い、立候補者との関連性などか

ら、単純に比較、判断することはできませんが、

前回、平成 29年の衆議院議員総選挙と比較いたし

ますと、前回の投票率 59.54％から 2.33％向上し

た結果となっております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

ありがとうございました。 

愛媛県平均よりは高いというふうな御答弁であ

りましたけれども、平均よりは高いと言いまして

も、私たちが感じているこの地方での選挙の投票

率というのは、遠い昔ですけど、90％とかいうの

はもう何か当たり前やったようなのがしみついて

いるわけですよね。それが何かいつのときからか、

やっぱり合併してからでしょうけども、ガンガン

ガンと減りだして、もう今 60％前後というのが都

会並みやなあというふうに私自身は考えますし、

だからこの投票率向上の対策に対しては、先ほど

も言いましたように何度か質問をさせていただい

てるわけでございます。 

これまでには、移動投票所での投票行動という

のはどうかと、または高齢者への投票所までのバ

スでの送迎などの取組の検討はできないかとかと

いうことを質問させていただきました。 

高齢化のスピードは目に見えて進んでいるわけ

ですよ。３年前に質問したことを、例えば今やっ

てもらったとしても、果たして今度それにまた追

いつけるかと、高齢化がね、という状況なのでは

ないかなと私は感じております。 

選挙に行きたいけど行けないという高齢者の方

もお会いするとそういう方がたくさんおられます。

この対策をぜひ考えていく時期だと思うんですけ

れども、お考えをお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

一井選挙管理委員会書記長。 

○一井選挙管理委員会書記長 

移動投票所へのバス送迎などの検討に関して答

弁をさせていただきます。 

令和２年６月の御質問に対しての回答と同様に

はなりますけれども、移動投票所については、豪

雨災害後に１カ所、車内で投票する取組を行いま

した。 

その結果を踏まえまして、狭い車内での投票に

ついて高齢の方が御苦労されていたことや市内投

票所間における二重投票防止対策への十分な構築、

悪天候時の対応策、職員の配備、移動中の事故等

のリスク対策などの課題もございまして、本格的

な検討には至っておりません。 

一方で、西予市では期日前投票所を、増設投票
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所も含めて、合計で 15カ所設置しておりまして、

今後も選挙期間中における移動手段として、生活

交通バス、代替バス、デマンド乗合タクシーを御

利用いただくなど、その周知啓発に努め、移動式

投票所の導入ではなく、期日前投票所の利便性の

向上に努めてきたところでもございます。 

昨今、県内でも移動期日前投票所の取組事例が

ございますので、当選管といたしましても、今後

も当市における過疎化や高齢化の進展といった社

会環境を踏まえまして、移動期日前投票所の実験

的な取組などを行いまして、投票環境の整備につ

いて、さらに協議、検討を重ねてまいりたいと考

えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

ありがとうございます。 

実験的とはいえ、実施してみるという前向きな

答弁だと受け止めましたので、ぜひ進めていただ

きたいと思います。 

来年につきましては参議院選挙もございますの

で、ぜひできれば間に合うように何らかの実施を

お願いしたいなと思っております。 

最後の質問になりますけれども、免許返納優遇

制度について質問させていただきます。 

最近のニュースで、何度も同じような事故等を

目にしているんですけれども、高齢者の運転ミス

による事故というのがよく見かけられます。あれ

を見ていて、被害者に対しても加害者に対しても

本当にもういたたまれない気持ちになります。 

西予市では車がないとなかなか生活に支障を来

すということが多いために、運転に不安を感じな

がらも免許返納に踏み切れないという方も多いと

いうふうに聞いております。 

市として、免許返納したときの優遇措置につい

てのお考えをお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

免許返納制度についてお答えさせていただきま

す。 

議員御指摘のとおり、高齢者の事故が相次いで

おります。高齢化に伴います社会問題の一つの大

きな問題であろうかと思っております。 

市におけます令和２年度の運転免許自主返納者

数でございますが 221 人となっておりまして、そ

のうち運転免許経歴証明書申請書は 154 人となっ

ております。こちらの手続につきましては、西予

交通安全協会で取り扱っております。 

本市の自主返納支援といたしましては、運転免

許経歴証明書申請者のうち、交通安全協会会員に

対しましては、申請手数料の 1,100 円全額を西予

交通安全協会を通じて助成をしているところであ

ります。令和２年度の助成対象申請者数は 118 人

となっております。 

市内はもとより、県下でも高齢運転者が自主的

に運転免許証を返納しやすい環境の整備を目的に、

関係機関・団体等と連携した制度を構築し、自主

返納の促進を図ることとされております。 

市内におきましては、令和３年 11月１日現在、

28 の協力団体等がこの支援制度に協力をいただき、

一部割引などの支援もいただいているところでご

ざいます。 

今後とも、可能な限り申請手数料の助成の支援、

また警察署との相互連携を深めながら、返納の支

援については進めてまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○宇都宮副議長 

二宮一朗君。 

○15 番二宮一朗君 

答弁ありがとうございます。 

もう５分切りましたので質問にはなりませんけ

れども、今後の検討にはなりますけれども、公共

交通への優遇措置を設けたりとか、タクシーチケ

ットをお渡しするなどの対策ということも考えて

もらえればと思っております。 

また、地域づくり活動センターにおいて、我が

地域にはどのような支援が必要なのかということ

なども検討していただけるように、行政からのリ

ードをぜひお願いしたいと思っております。 

以上で質問を終わらせていただきます。ありが

とうございました。 

○宇都宮副議長 

以上をもって本日の日程は全て終了いたしまし
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た。 

12 月６日は午前９時より一般質問及び質疑を行

います。 

本日はこれにて散会いたします。 

 

 

  散会 午後０時12分 



 

 

 

 

第 ３ 日 

 

12 月６日（月曜日） 
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令和３年第４回西予市議会定例会会議録（第３号） 

１．招 集 年 月 日 令和３年１２月 ６日 

１．招 集 の 場 所 西予市議会議場 

１．開     議 令和３年１２月 ６日 

          午前 ９時００分 

１．散     会 令和３年１２月 ６日 

          午後 ０時０９分 

１．出 席 議 員        

    １番  和 気 数 男 

    ２番  宇都宮 久見子 

    ３番  信 宮 徹 也 

    ４番  宇都宮 俊 文 

    ５番  加 藤 美 香 

    ６番  中 村 一 雅 

    ７番  河 野 清 一 

    ８番  佐 藤 恒 夫 

    ９番  山 本 英 明 

   １０番  竹 﨑 幸 仁 

   １１番  小 玉 忠 重 

   １２番  源   正 樹 

   １３番  井 関 陽 一 

   １４番  中 村 敬 治 

   １５番  二 宮 一 朗 

   １６番  兵 頭   学 

   １７番  森 川 一 義 

   １８番  酒 井 宇之吉 

１．欠 席 議 員 

   な    し  

１．地方自治法第１２１条により 

説明のため出席した者の職氏名 

市     長  管 家 一 夫 

副  市  長  宗   正 弘 

教  育  長  松 川 伸 二 

総 務 部 長  山 住 哲 司 

政策企画部長  下 澤 広 幸 

生活福祉部長兼 

福祉事務所長  藤 井 兼 人 

産 業 部 長 兼 

生活福祉部産廃処理施設担当部長  酒 井 信 也 

建 設 部 長  三 瀬 計 浩 

医療介護部長  山 岡 薫 彦 

会 計 管 理 者  三 瀬   功 

   消防本部消防長  酒 井 広 一 

   教 育 部 長  宇都宮   裕 

   明 浜 支 所 長  上 中 保 博 

   野 村 支 所 長  和 氣 岩 男 

   城 川 支 所 長  藤 川 忠 男 

   三 瓶 支 所 長  片 山 勇 一 

   総 務 課 長  一 井 健 二 

   財 政 課 長  宇都宮 明 彦 

監 査 委 員  正 司 哲 浩 

１．本会議に職務のため出席した者の職氏名 

   事 務 局 長  冨 永   誠 

議 事 係 長  三 好 祐 介 

１．議 事 日 程  別紙のとおり 

１．会議に付した事件  別紙のとおり 

１．会 議 の 経 過  別紙のとおり 
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      議  事  日  程 

 １ 一般質問 

２ 議案第８３号 行政手続等における押印見

直しに伴う関係条例の整理

に関する条例制定について 

  議案第８４号 西予市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例制定

について 

  議案第８５号 西予市国民健康保険条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

  議案第８６号 西予市特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第８７号 西予市公園条例の一部を改

正する条例制定について 

議案第８８号 西予市社会体育施設条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

   議案第８９号 西予市老人憩の家条例の一

部を改正する条例制定につ

いて 

   議案第９０号 西予市野村高齢者工芸館条

例を廃止する条例制定につ

いて 

   議案第９１号 西予市野村トレーニングセ

ンター条例を廃止する条例

制定について 

   議案第９２号 西予市有料駐車場の指定管

理者の指定について 

議案第９３号 西予市あけはまオートキャ

ンプ場の指定管理者の指定

について 

   議案第９４号 西予市明浜ふるさと創生館

の指定管理者の指定につい

て 

   議案第９５号 高山漁港小浦船揚場の指定

管理者の指定について 

   議案第９６号 西予市物産会館の指定管理

者の指定について 

   議案第９７号 西予市野村青汁工場の指定

管理者の指定について 

   議案第９８号 西予市渓筋農林水産物処理

加工施設の指定管理者の指

定について 

   議案第９９号 西予市野村畜産総合振興セ

ンターの指定管理者の指定

について 

   議案第１００号 西予市野村飼料混合施設の

指定管理者の指定について 

議案第１０１号 西予市大野ヶ原集落環境管

理施設の指定管理者の指定

について 

  議案第１０２号 西予市城川産地形成等促進

施設の指定管理者の指定に

ついて 

   議案第１０３号 西予市城川食肉加工センタ

ーの指定管理者の指定につ

いて 

   議案第１０４号 西予市城川特産品センター

の指定管理者の指定につい

て 

   議案第１０５号 西予市城川農産物加工セン

ターの指定管理者の指定に

ついて 

   議案第１０６号 八幡浜・大洲地区広域市町

村圏組合規約の変更につい

て 

   議案第１０７号 愛媛県市町総合事務組合規

約の変更について 

議案第１０８号 愛媛県市町総合事務組合の

共同処理事務構成団体から

の脱退に伴う財産処分につ

いて 

議案第１０９号 市道路線の廃止について 

   議案第１１０号 市道路線の認定について 

   議案第１１１号 令和３年度西予市一般会計

補正予算(第８号) 

 議案第１１２号 令和３年度西予市国民健康

保険特別会計補正予算(第

２号) 

   議案第１１３号 令和３年度西予市病院事業

会計補正予算（第２号） 

 ３ 議案第１１８号 四国西予ジオミュージアム

の設置及び管理に関する条

例制定について 
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 ４ 議案第１１９号 令和３年度西予市一般会計

補正予算(第９号) 

５ 請願第 １号 米価の暴落阻止のため過剰
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本日の会議に付した事件 

 １ 一般質問 

２ 議案第８３号 行政手続等における押印見

直しに伴う関係条例の整理

に関する条例制定について 

  議案第８４号 西予市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例制定

について 

  議案第８５号 西予市国民健康保険条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

  議案第８６号 西予市特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第８７号 西予市公園条例の一部を改

正する条例制定について 

議案第８８号 西予市社会体育施設条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

   議案第８９号 西予市老人憩の家条例の一

部を改正する条例制定につ

いて 

   議案第９０号 西予市野村高齢者工芸館条

例を廃止する条例制定につ

いて 

   議案第９１号 西予市野村トレーニングセ

ンター条例を廃止する条例

制定について 

   議案第９２号 西予市有料駐車場の指定管

理者の指定について 

議案第９３号 西予市あけはまオートキャ

ンプ場の指定管理者の指定

について 

   議案第９４号 西予市明浜ふるさと創生館

の指定管理者の指定につい

て 

   議案第９５号 高山漁港小浦船揚場の指定

管理者の指定について 

   議案第９６号 西予市物産会館の指定管理

者の指定について 

   議案第９７号 西予市野村青汁工場の指定

管理者の指定について 

   議案第９８号 西予市渓筋農林水産物処理

加工施設の指定管理者の指

定について 

   議案第９９号 西予市野村畜産総合振興セ

ンターの指定管理者の指定

について 

   議案第１００号 西予市野村飼料混合施設の

指定管理者の指定について 

議案第１０１号 西予市大野ヶ原集落環境管

理施設の指定管理者の指定

について 

  議案第１０２号 西予市城川産地形成等促進

施設の指定管理者の指定に

ついて 

   議案第１０３号 西予市城川食肉加工センタ

ーの指定管理者の指定につ

いて 

   議案第１０４号 西予市城川特産品センター

の指定管理者の指定につい

て 

   議案第１０５号 西予市城川農産物加工セン

ターの指定管理者の指定に

ついて 

   議案第１０６号 八幡浜・大洲地区広域市町

村圏組合規約の変更につい

て 

   議案第１０７号 愛媛県市町総合事務組合規

約の変更について 

議案第１０８号 愛媛県市町総合事務組合の

共同処理事務構成団体から

の脱退に伴う財産処分につ

いて 

議案第１０９号 市道路線の廃止について 

   議案第１１０号 市道路線の認定について 

   議案第１１１号 令和３年度西予市一般会計

補正予算(第８号) 

 議案第１１２号 令和３年度西予市国民健康

保険特別会計補正予算(第

２号) 

   議案第１１３号 令和３年度西予市病院事業

会計補正予算（第２号） 

 ３ 議案第１１８号 四国西予ジオミュージアム

の設置及び管理に関する条

例制定について 
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開会 午前９時00分 

○佐藤議長 

おはようございます。 

本日は傍聴にお越しいただき誠にありがとうご

ざいます。 

ただいまの出席議員は 18 名であります。 

これより本日の会議を開きます。 

本日の議事日程はお手元に配信のとおりであり

ます。 

 （日程１） 

○佐藤議長 

日程第１、一般質問を行います。 

質問者は通告内容及び申し合わせに従い発言し

てください。 

それでは、通告順に発言を許可いたします。 

まず、９番山本英明君。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

おはようございます。 

ただいま議長より発言の許可をいただきました

ので、通告書、会議規則、申し合わせ事項等に従

いまして、一般質問をさせていただきます。 

質問は一問一答で以下のことについて行います。 

１点目、水道事業の現状について、２点目、高

齢者対策について、３点目、二次救急体制につい

てであります。 

愛媛ＦＣがＪ３に降格しまして、實好監督が退

任され、個人的には非常に寂しい気持ちになって

おりますが、気を取り直して質問をしたいと思い

ます。 

初めに、いつも質問しますが、簡易水道を含む

水道事業についてお伺いをいたします。 

今年の広報せいよ６月号に「10 年後も水を届

けるために経営戦略を策定しました」とありまし

た。 

我々の生活に必要不可欠な水を届けてもらって

いる水道事業でありますが、策定された経営戦略

の意義と目的についてお伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

経営戦略策定の意義と目的についてお答えをい

たします。 

公営企業を取り巻く経営環境はこれまで以上に

厳しさを増しており、不断の経営健全化の取組が

不可欠な状況にございます。 

そのため、将来にわたって住民生活に重要なサ

ービスの提供を安定的に継続することが可能とな

るよう国からの要請を受けまして、市では上水道

事業及び簡易水道事業に関して、令和２年度に経

営戦略を策定しております。 

市内の水道施設の多くは、昭和 30 年から 40 年

代の高度成長期に整備をされており、現在は更新

時期を迎えておりますが、人口減少に伴う料金収

入の減少などにより経営環境は厳しさを増してお

り、計画的な改築更新が困難な状況となっており

ます。 

このような中、水道事業が継続をしていくため

に、経営状況について的確な現状分析を行った上

で、中長期的な視野に基づく計画的な事業計画に

取り組み、経営健全化を目指す必要がございます。 

今回の令和２年度から令和 11 年度までの 10 年

間の経営戦略では、将来にわたって良質な水道サ

ービスを持続していくことを目的としております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

それでは次に、市内の水道事業です。 

上水道、簡易水道、県条例水道、小規模水道、

全ての水道事業の現状はどのようになっておるの

かをお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

水道事業の現状についてお答えをいたします。 

西予市の水道事業は、計画給水人口が 5,001 人

以上で、明浜、宇和、野村、三瓶の４つの給水区

域を有する上水道と、計画給水人口が 101 人以上

5,000 人以下である 33 の簡易水道、また、計画

給水人口が 50 人以上 100 人以下である 18 の飲料

水供給施設及び愛媛県条例水道、計画給水人口が

20 人以上 49 人以下である 33 の簡易給水施設及
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びこれら以外に飲用に供する水を供給する小規模

な水道である 14 の共同給水施設がございます。

これらに専用水道１カ所を加えた総数 100 事業が

ございます。 

各施設の給水人口は、令和３年３月 31 日時点

で、西予市の人口 3 万 6340 人のうち、上水道が

2 万 9393 人、簡易水道 4,785 人、小規模水道及

び専用水道 1,610 人、未普及 552 人となっており、

水道普及率は 98.5％となっております。 

また、これらの施設の多くが高度経済成長期に

整備され耐震化していない施設も多く、厳しい経

営状況から改築更新のめどが立てられない状況と

なっております。 

このため、経営戦略の中でも出ておりますが、

耐震化も含めた更新財源の確保のためにも料金水

準の適正化を図る必要がございます。 

次に、水道事業の維持管理につきましては、上

水道とその他の水道では異なり、上水道は市が直

轄事業として維持管理をしているのに対し、その

他の水道では地元の水道組合に業務を委託する形

で維持管理をしております。 

このような状況から、上水道以外の水道では管

理者の高齢化も伴い、施設の維持管理に苦労をさ

れている水道組合も増えてきているという現状で

ございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

再質問を行います。 

ただいまの答弁の中に、未普及 552 人という言

葉がありましたけども、水道事業で未普及とはど

のような状態を指しているのでしょうか、お伺い

をいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

未普及についてお答えをいたします。 

未普及とは、公的な水道が整備されていないと

いう状態で、未普及地域では住民の方が自主的に

水道として運営をされたり、個人で渓流水や井戸

水を利用されております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

ただいまの答弁をお伺いしますと、先ほど水道

と認められておるのが 98.5％、未普及が 1.5％に

なろうかというふうに思いますが、私が住んでい

る城川町には、今のような施設が、戸数が 10 軒

未満で、自主的に我々は水道と呼んでおりますが、

今の御答弁をお聞きしますと、水道とは認められ

ていないというようなことになろうかと思います

が、文字どおり命の水を確保しながら、水道とい

う名のもとに、水を引いて施設を運営している、

本当に小規模な水道施設、この 552 人の未普及と

いう呼び名に入るものになるのかなというふうに

感じました。 

未普及ということは、私たちも西予市民であり

ながら公的な水道と認められていないということ

は、西予市からの補助的なもの、災害時とか修繕

の折とか、いざというときにはそういう修繕等の

補助的なものはないのかなというような、今自己

判断をしておるところでございますけども、そう

すると同じ税金を払いながら、水道に関しては寂

しい思いをしなくてはならないということに若干

の不条理を感じますが、次の質問に移ります。 

城川のような小規模な水道施設とは違って、上

水道は拡張しているというような話も聞くのであ

りますが、上水道の拡張の状況はいかがですか、

お伺いをします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

上水道の区域の拡張についてお答えをいたしま

す。 

上水道は、三瓶が昭和 27 年に、野村が昭和

32 年に、宇和が昭和 36 年、明浜が昭和 61 年に

給水を開始して以来、給水人口の増加、地域産業

の振興、簡易水道等の統合に呼応いたしまして、

数度にわたって給水区域を拡張する事業を行って

まいりました。 

西予市への合併以降では、平成 20 年に野村の

坂石簡易水道を、平成 23 年には高丸簡易水道を
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野村上水道の給水区域に施設統合を行っておりま

す。 

その後、平成 26 年に明浜、宇和、野村、三瓶

の４つの上水道と、宇和の多田簡易水道、田之筋

簡易水道、文治が駄場県条例水道、三瓶の南地区

簡易水道、和泉簡易水道、鴫山簡易水道を経営統

合いたしまして、現在の西予市上水道の給水区域

となっております。 

現在、野村の河成飲料水供給施設を野村給水区

域に施設統合する事業を実施しております。これ

は、河成飲料水供給施設が上水道の野村給水区域

となった高丸地区に隣接をしておりまして、施設

統合が可能となったこと、また、統合に当たって

は、地域からの要請や負担金に対する使用者全員

の意見がまとまったことによります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

ただいまの御説明で上水道の拡張、また統合等

も若干話が出ておりましたが、水道事業の統合に

関しての市のお考えはどのようなお考えでしょう

かお伺いをします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

水道事業の統合についてお答えをいたします。 

簡易水道に関しましては、上水道との統合を目

指す考えでございます。 

しかし、統合に際しましては、施設の整備や不

具合箇所の修繕など、費用を水道組合に御負担い

ただく必要がございますので、容易に統合ができ

るものとは考えておりません。 

このため、条件が整った組合から統合をしたい

と考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

再質問をします。 

条件が整ったところからというふうなことであ

りましたが、これまでの水道事業の統合の事例が

ありましたらお教え願いたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

水道事業の統合の事例についてお答えをいたし

ます。 

上水道の統合につきましては、先ほど答弁の中

で申し上げましたが、簡易水道や小規模水道にお

ける経営統合の事例はございません。 

また、施設統合に関しては、西予市への合併後

における事例を御紹介いたしますと、城川の杭簡

易水道が今田簡易水道に統合をしております。ま

た同じく、城川の西組簡易給水施設が古市簡易水

道に、新屋敷簡易給水施設が串屋簡易給水施設に

統合をしております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

それでは再々質問をしたいと思います。 

我々のような、未普及と言われる水道施設は別

にしますけども、もしも小規模の水道が上水道に

統合すると仮定したときに、どのような条件が必

要ですか、お伺いをします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

小規模水道が上水道との統合に関する条件につ

きましてお答えをいたします。 

統合の方法といたしましては、水道管を接続す

る施設統合と会計を一つにする経営統合の二通り

がございます。 

施設統合では、上水道の給水区域と隣接をして

いるなど、地理的条件により限られたものになっ

てきます。この場合、上水道の水を小規模水道の

配水池に送水するだけで浄水場の作業が必要なく

なり、追加となる水質検査も生じませんので、接

続工事や遠隔監視装置施設などの費用負担が解決

できれば比較的容易に統合ができるものと考えて

おります。 
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次に、経営統合の場合は、それぞれの施設はそ

のまま存続しますので、財布が一つになるだけで

作業の手間は変わりません。その上に、小規模水

道に係る水質検査の頻度を上水道と同じにしなけ

ればならないため、統合後の上水道の維持管理費

用負担が増加をいたします。また、統合に際しま

しては、浄水場の状態が遠隔監視できるよう、施

設の整備や不具合のある箇所の修繕も必要となる

ため、一概に金額は申し上げられませんが、相当

額の負担が必要となってまいります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

市内でも、例えば我々が住んでおります城川町

には上水道がありませんので、上水道と小規模水

道の統合は城川町ではできませんが、簡易水道同

士、または簡易水道と小規模水道、小規模水道同

士の統合などは、市民生活の基盤であります本当

の命の水の確保のために考えてもらわなくてはな

らない重大な案件だと思っております。 

現在でも調べたところによりますと、聞いたと

ころによりますと、城川町内にはたった３軒の戸

数で水を引き、水道という名前で呼んでおります

が、１人だけで維持管理をしておられるところも

あります。小規模給水施設です。今後ますます

我々のような未普及施設と言われる小規模水道施

設では、維持管理、運営そのものが困難になって

くると思います。 

そこで、次の質問に移ります。 

今後、市としては、我々のような小規模水道施

設についてどのような関わり方をしていただける

のかをお伺いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

三瀬建設部長。 

○三瀬建設部長 

小規模水道に対する今後の市の関わり方という

ことでお答えをいたします。 

小規模水道におきましても、施設の更新時期を

迎える中、厳しい経営状況に置かれております。

維持管理に関しましても、組合員の減少や高齢化

により維持管理の担い手を確保することが困難に

なりつつあり、給水人口の少ない小規模水道ほど

深刻な状況と思われます。 

このような状況でありますので、維持管理体制

の再構築として、施設管理業務を外部に委託する

方法や、地域づくり組織などにおいて、地域に見

合った水道施設の維持管理をまとめて行う方法な

ど、市といたしましても、組合と一緒に今後考え

ていきたいと思っております。どうぞよろしくお

願いをいたします。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

これまでの御答弁をお伺いしておりますと、

我々のような、1.5％になりましょうか、未普及

と位置づけされている、いわゆる小規模水道では、

市の水道としては認められていないということで

すので、本当に文字どおりの命の水に関して、

年々施設の構成員は高齢になる、作業は体力的に

非常に困難になる、物理的にも、今の説明を聞き

ますと、経営的にも統合は非常に費用が高くつく

というふうなことで難しいというようなことにな

れば、将来的に文字どおり、本当に命の水の確保

が、ということはすなわち生きていくことが難し

くなってくるのではないかなと非常に心配をして

おります。 

そのような現実がある中ではありますが、西予

市民として真面目に税金を納めながら歯を食いし

ばって前を向いて生きていかなければなりません。

どうかこのような非常に厳しい現実にある市民も

おるということをお忘れにならないように、切に

お願いをしながら次の質問に移ります。 

次に、高齢者対策の現状についてお伺いをしま

す。 

少子高齢化が叫ばれて久しい昨今でありますが、

介護に関しての情報を、西予市がいろんな介護に

関する事業を行われておられますけども、その情

報が各家庭に全て行き渡っているのかなというふ

うな疑問を若干感じることがあります。といいま

すのは、もっともっと市民の方々が情報を知って

おられれば介護も楽になるではないかなというふ

うに思う部分があります。 

私も、個人的なことになりますが、２年間にわ
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たった父の介護を通しまして、毎日の食事をつく

ったり、洗濯をしたり、入浴をさせたり、おむつ

を替えたりする経験の中で、ケアマネジャーさん

や長寿介護課、地域包括支援センターの職員の

方々などたくさんの方々から情報をいただいて、

御助言をいただきました。その情報や御助言のお

かげで、体力的にも心情的にも、本当に介護が若

干心が軽くなったというような経験がありました。 

そこで、今回は特にありがたいなと思いました

ので、地域支援事業について、現在西予市ではど

のようになっておるのかをお伺いしたいと思いま

す。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

藤井福祉事務所長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

西予市で実施しております地域支援事業につい

てお答えをいたします。 

地域支援事業は、高齢者が要介護状態または要

支援状態となることを予防し、社会に参加しつつ、

要介護状態等となった場合においても、可能な限

り地域において自立した日常生活を営むことがで

きるよう支援することを目的とした事業でござい

ます。 

地域支援事業は、総合事業、包括的支援事業、

任意事業の大きくは３事業からなり、総合事業に

は、介護サービスのケアプランを作成する介護予

防ケアマネジメントや、デイサービスセンター等

の施設において入浴、排せつ、食事等の介護、レ

クリエーション等を実施する通所型サービス、掃

除、洗濯などの日常生活上の訪問型サービスなど

の介護予防生活支援サービス事業と、運動器の機

能向上や栄養改善、口腔機能の向上を図る介護予

防教室などの一般介護予防事業がございます。 

包括的支援事業には、地域包括支援センターの

運営、地域ケア会議の開催、在宅医療・介護連携

推進事業、認知症総合支援事業、生活支援体制整

備事業がございます。 

また、任意事業として、認知症サポーター養成

講座や介護給付費用適正化事業、介護相談員派遣

事業、介護用品給付事業などを実施しております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

非常にたくさんの支援事業を実施していただき

まして本当にありがたいなというふうに思います。 

そのようないろいろな事業を実施されている中

で、高齢者支援に関して見えてきました課題とか

対策、今後の取組等についてありましたらお願い

をします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

藤井福祉事務所長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

現状で見えてきた課題と今後の取組についてお

答えをいたします。 

日本における 65 歳以上の認知症の人数は、令

和２年現在で約 600 万人と推測され、2025 年に

は約 700 万人、高齢者の約５人に１人が認知症に

なると予測されております。 

本市においても、高齢化が急速に進む中、令和

３年４月１日現在で、認知症高齢者の日常生活自

立度Ⅱ以上の人数は 2,168 人で、65 歳人口の

13.7％となっており、認知症に向けた取組が今後

ますます重要となってまいります。 

日常生活自立度Ⅱというのは、日常生活に支障

を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが多

少見られても、誰かが注意すれば自立できる状態

を言います。 

本市では、平成 27 年度から徘回するおそれの

ある認知症高齢者及び若年性認知症者を把握し、

認知症が進行し万が一行方不明になった場合に早

期に発見できるよう関係機関との支援体制を構築

し、徘回高齢者等の安全確保及び家族等への支援

を図ることを目的とした西予市徘回高齢者等ＳＯ

Ｓ登録事業を実施しておりますが、令和３年

11 月末現在の登録者は 32 名で、そのうち在宅の

登録者は 20 名と少ない状況でございます。 

認知症は誰にでも起こりうる病気ですが、まだ

まだ社会的な理解や協力は十分とは言えません。 

今後は、警察署や消防署、地域包括支援センタ

ーなどの関係機関と連携し、有事の際には安全確

保、早期発見につながる支援体制の強化を図って

まいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 
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○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

再質問をしたいと思います。 

ただいま 32 人の登録というふうなことがあり

ました徘回高齢者等ＳＯＳ登録事業ですけども、

いま一度御説明いただいたらと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

藤井福祉事務所長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

西予市徘回高齢者等ＳＯＳ登録事業についてお

答えをいたします。 

本事業は、先ほども申しましたが、徘回するお

それのある認知症高齢者及び若年性認知症者を対

象としております。 

本事業に登録を希望する方は、まず西予市徘回

高齢者等ＳＯＳ登録届出兼捜索に係る利用申請書

を提出していただきます。提出書類の内容を確認

し、不備がなければ徘回高齢者等ＳＯＳ登録台帳

に登録をいたします。顔写真の添付が必要となっ

ておりますが、認知症地域支援推進員が訪問して

写真を撮影させていただくことも可能でございま

す。登録いただいた個人情報は、警察署、消防署

及び地域包括支援センターへ提供をさせていただ

きます。 

また、登録いただくと、10 枚１組の見守りＱ

Ｒマークを交付させていただきます。交付しまし

た見守りＱＲマークを、ふだんよく履く靴とかつ

え、またバック等に貼りつけていただいたらと思

います。万が一、行方不明になったとき、発見し

た人がスマートフォンなどでこの見守りＱＲコー

ドを読み取り、警察等へ連絡していただくことで、

早期保護につなげる仕組みで、登録は無料でござ

います。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

ありがたい事業を実施してもらっておりますの

で安心をしました。 

今後、各家庭ではさらに大変になってくるんで

はないかなというふうに考えます。高齢者支援事

業、このほかにもあるかとも思いますが、今後も

っともっと市民に知っていただくために、市民へ

の啓発活動をどのように充実させて発展させてい

かれるお考えかをお伺いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

藤井福祉事務所長。 

○藤井生活福祉部長兼福祉事務所長 

今後の市民への啓発活動についてお答えをいた

します。 

市ホームページや広報紙等で周知を図っており

ますが、医療機関に対しては、医師会を通じて、

認知症と疑われる人への事業の紹介を行っており、

警察署では、徘回者を保護したときに御家族等へ

事業を紹介していただいております。また、ケア

マネジャーからも必要に応じて事業登録を進めて

いただいておりますが、御家族等の同意が得られ

ず事業登録に至らないケースが多くございます。 

今後は、介護予防サポーター養成講座や認知症

高齢者介護教室などの充実を図り、認知症につい

ての理解を深めていただくとともに、老人クラブ

などでも事業の周知啓発を行いたいと考えており

ます。 

高齢者が要介護状態または要支援状態となるこ

とを予防し、社会に参加しつつ、要介護状態等と

なった場合においても、可能な限り地域において

自立した日常生活を営むことができるよう地域支

援事業の充実を図り、誰もが住みなれた地域で安

心して暮らし続けることができるよう今後も努め

てまいります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

ただいまの御答弁を聞いておりますと、どの事

業も西予市に住みたいと思うための、そして、た

とえ認知症になっても西予市で安心して暮らして

いける、そういうようなまちづくりに向けての取

組だと思います。 

今後とも、市民への十分な啓発活動を継続して

いってもらいながら実践していってほしいと思っ

ております。 

次に、大きな３つ目の質問に移りたいと思いま
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す。 

市内の二次救急医療体制についてお伺いをしま

す。 

９月の宇都宮久見子議員の質問にもありました

けども、その後、二次救急医療体制について、西

予市民病院と野村病院では、それぞれどのような

体制になっておるのかをお伺いしたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山岡医療介護部長。 

○山岡医療介護部長 

市内の救急体制は、広報せいよ９月号に掲載し

ておりましたように、市内だけでなく県内で連携

して対応に当たっているところでございます。 

比較的症状の軽い初期一次救急と、入院、手術

の必要な重症状の二次救急、さらに、脳卒中や重

症外傷など重い症状の三次救急体制があり、医療

機関が分担して対応に当たっているところでござ

います。 

市内二次救急体制につきましては、本年度中は

平日昼間は西予市民病院と野村病院が両方で行っ

ておりまして、また休日・夜間については、両病

院が１日交代で行っているところでございます。

症状によっては市外の医療機関に搬送する場合も

ございます。 

具体的な両市立病院の二次救急の当番体制とし

ては、日中は通常の体制ですが、夜間は内科系、

外科系医師がそれぞれ１名の合計２名と救急外来

担当看護師が１名交代で当直に当たっております。

また、臨床検査技師や診療放射線技師も各１名と

事務当直１名が交代で当直に当たっています。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

次に、来年４月から野村病院の外科救急ができ

なくなることでの、両市立病院での市内二次救急

の受入体制がどうなる予定かをお伺いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

９月議会で答弁したとおり、来年４月から

24 時間 365 日、夜間の二次救急対応を西予市民

に集約し、平日の日中は両市立病院で対応するよ

う体制づくりを進めておりました。 

しかしながら、新型コロナウイルスの対応によ

ります両病院間の体制調整整備の遅れや、医師を

はじめとする医療従事者の当初計画総数の確保見

込みが今現在立っておりません。このまま無理に

実行をしてしまうと医療崩壊のおそれがあるとい

うことから、４月からのスタートは延期をしたい

と、そのようなことにいたしました。 

特に来年度、野村病院においては、内科医師と

整形外科医師が減少することになりまして、内科

での二次救急は何とか維持する予定でありますが、

整形外科が医師１名となり、野村病院での外科系

での二次救急の継続というものが平日の昼間以外

はできなくなる見込みとなっております。 

このことにつきましては、できるだけ市民に影

響が出ないように、現在両病院で調整協議中でご

ざいます。取りまとめができ次第、市民の皆様を

はじめ、議員の皆様にもお知らせする予定として

いるところでございます。 

また、市内二次救急の市民病院の集約について

は、これは諦めたわけではありませんし、早急に

しなければいけないという考えのもと、医師、看

護師等の確保に今頑張っておりますが、より一層

取り組み、早期にスタートできるよう今後も進め

ていく考えであります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

市長の御答弁ありがとうございました。 

再質問をしたいと思います。 

本来両市立病院の設置目的といいますのは、端

的に言えば地域医療ではないかと私は考えておる

んですけども、今後の地域医療の柱をどのように

お考えになっておられるのか伺いたいと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山岡医療介護部長。 

○山岡医療介護部長 

９月議会の宇都宮久見子議員の一般質問でお答
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えしましたとおり、両市立病院は、過疎地域にお

ける公的な医療機関として適正な医療供給のため、

他の病院や診療所、開業医などとも分担、連携協

力して、地域医療、具体的には救急医療、災害医

療、一般医療などを確保する役割と考えておりま

す。 

また、両病院とも愛媛県へき地医療支援計画に

おけるへき地医療拠点病院となっており、南予地

区におけるへき地医療支援体制の中心的役割を担

っているところでございます。 

しかしながら、人口減少による患者数の減少と

現下の医療従事者確保の困難さ、加えまして市の

財政支出の健全化などによりまして、両病院を今

までと同じ規模で維持することは困難なため、必

要なダウンサイジング、規模縮小を行いながら、

市内二次救急の維持できる体制確保、また東部地

域の必要な病院機能維持が重要と考えているとこ

ろでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

それでは次に、先ほどの市長の答弁にもありま

したけども、従来からの懸案でありました医療従

事者不足への具体的な対策、その後どのように実

施をされたのかお伺いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山岡医療介護部長。 

○山岡医療介護部長 

公立病院における医師確保をはじめとした医療

従事者の確保は全国的にも厳しい傾向でありまし

て、特に地方においてはさらに厳しい状況となっ

ているところでございます。 

近年は医師以外の職員採用試験を年４回実施す

ることで応募の機会を増やしておりますが、採用

予定人員に足りていないのが現状でございます。

特に医師の確保については積極的な取組が必要で

あり、市長、両病院長及び関係職員が愛媛大学医

学部や県への派遣要請活動を行っておりまして、

今年度４月から新規の常勤医師派遣を愛媛大学か

ら受けたところでございます。 

しかし、二次救急体制集約のためには、医師、

看護師等の医療従事者の今以上の増員が必要であ

りまして、そのために精力的に確保に努めること

としております。 

そのため、医師確保については従来の取組、強

化に加えまして、民間紹介事業者の活用などの新

たな事業も始めているところであります。また、

看護師確保についても、広報・宣伝活動や人材確

保についても一層強化し積極的な取組をしている

ところであります。 

そのほか、３月にも手当等の一部改正を行いま

したが、その後も処遇改善の検討や職場環境を含

む働き方改革にも取り組んでいるところでござい

ます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

再質問します。 

新規採用、それから新規人事も非常に大事だと

思います。 

また、今ほどの話もありましたが、近年では採

用の枠を広げて、他の病院からの転職や中途採用

の医療従事者も増えているとのお話も聞きます。

中途採用の医療従事者の前歴計算など、前職の経

験年数をどのように評価しておられるのかをお伺

いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山岡医療介護部長。 

○山岡医療介護部長 

関連法令及び市の条例規則等に基づきまして、

国・県に準じて対応しているところでございまし

て、医療の職種に在職した年数については、経験

年数の換算率は全て 10 割としており、また号級

の決定に当たりましては、基本的には前歴の職務

経験年数によりまして、定められた調整率を適用

させた号給とすることとしております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

再々質問をします。 
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中途採用の医療従事者の方々はどうしても個人

的な感覚で前職との比較をされると思いますので、

離職率という感覚でもある程度高いのではないか

なと予想されるんですけども、離職率というもの

をどのようにとらえられておられますか。また、

その理由を把握して職員へ対応しておられますか

お伺いします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山岡医療介護部長。 

○山岡医療介護部長 

離職率についてお答えをいたします。 

日本看護協会が、病院看護職員の需要動向や労

働状況の把握を目的として、全国の病院を対象に

毎年実施している病院看護実態調査によりますと、

公表されている最新の数値では、2020 年度の調

査、基礎数値は 2019 年度のものでございますが、

全国の病院数 8,249 施設に対しまして、46％の有

効回収率で、正職員の全国平均離職率は 11.5％、

愛媛県平均は 9.3％、西予市民病院は８％、野村

病院は５％となっております。数字的に見ますと、

両市立病院の数値は全国平均、県平均を下回って

いるところです。 

しかしながら、現下の新規職員採用状況を見ま

すと、離職率をいかに低く抑えるかは看護師数を

確保するために重要なポイントの一つであると認

識しているところです。 

退職の理由につきましては、傾向といたしまし

ては定年退職が増加しているところですが、一般

退職においては親の介護や家族の転勤、自身のス

キルアップ、病気、業務過多などが主なものです。

その対応につきましては、配置転換、夜勤回数の

減、夜勤免除など、勤務のシフト変更による業務

改善、有給休暇活用などが主なものでございます。

そのほか処遇改善の検討を行い、可能なものは改

定を行うなど努めているところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

経験年数を 100％評価するということは、国や

県の制度上からもできないと思いますけども、先

ほどもありましたが、近年では中途採用の医療従

事者も増えておられるということで、幅広い年齢

層での就労形態になっていると思います。 

働き方改革というふうなことも叫ばれて久しい

わけでありますが、そこで少しでも西予市に就職

をしていただいた方々、また、現在西予市で職員

として仕事をしてもらっている方々への手厚く心

のこもった手当等の対応を忘れずに、今後も実践

していただきたいと思っております。 

次に、先ほど市長の答弁で難しいことも言われ

ましたけども、二次救急体制が実現した場合、西

予市の地域によりましては、市民病院よりも市外

の病院のほうが時間的に近いことがある場合など

が考えられるのではないかと思います。 

そこで、宇和島市立病院などの第三次医療機関

とはどのような連携が例えばとれるのかお伺いし

ます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山岡医療介護部長。 

○山岡医療介護部長 

三次救急医療機関との連携についてお答えをい

たします。 

救急医療は先ほど答弁しましたように、患者の

重症度に応じて３段階に分かれておりまして、三

次救急は二次救急まででは対応できない一刻を争

う重篤な救急患者に対応する救急医療でありまし

て、南予では市立宇和島病院が担っているところ

でございます。 

状況によりましては、ドクターヘリを有効に活

用しまして、県立中央病院や愛媛大学附属病院へ

の搬送をする仕組みが構築されております。 

三次救急医療機関は地域の救急医療機関の最後

のとりででありまして、重篤な患者さんに対応す

るため、適切な救急医療を提供できる体制を整え

る必要がございます。 

しかし、一次・二次救急で対応すべき患者が直

接三次医療機関に搬送されることが多くなります

と、医療従事者の疲弊や重篤な患者への対応の遅

れなど、本来の機能に支障を来すことにつながり

ますので、症状によって適切な医療機関への搬送

が重要となってくるところでございます。時間、

距離的に近いからという理由だけで三次救急医療

機関を利用することにはなりません。 

これらのことから、症状に応じて、医療機関が
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分担して救急医療を維持していくことが重要と考

えているところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

病気の状態に応じて、あるいは居住に応じて適

切な搬送をしていただくというふうなことで安心

をいたしております。 

最後に、二次救急医療体制の整備あるいは充実

についてですけども、今後、住民への啓発や説明

が必要かと思いますけども、今から非常に厳しい

この二次救急医療体制への啓発、説明をどこでど

のような場面で行っていかれる予定かをお伺いし

ます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山岡医療介護部長。 

○山岡医療介護部長 

令和４年４月からの二次救急体制について、早

急に方針を決定しまして、変更することになれば

できるだけ早く市民へ延期のお知らせを含めまし

て、新しい体制についての周知が必要だというふ

うに考えているところでございます。 

広報誌や防災行政無線だけでなく、必要があれ

ば説明会等を実施して啓発に努めてまいりたいと

考えているところでございます。 

その中では、現状では一次、二次、三次医療機

関それぞれの医療従事者が現在苛酷な勤務状況の

中で救急対応しているため、適切な救急医療機関

の受診をお願いするなど、ふだんから３つの心が

けとして、日頃からかかりつけ医を持っていただ

くこと、健康診断や検診などによりまして病気の

予防や早期発見に努めていただくこと、家庭で薬

を常備していただくこと。 

また、受診に当たっての３つの心がけとして、

体調の変化などで心配があるときにはなるべく早

く通常の診療時間内に受診をいただくこと、救急

車で搬送されましても軽症のときには通常の受付

順になる場合があることに留意いただくこと、ま

た休日などで症状の軽い方の場合は休日当番医を

利用いただくことなど、症状は軽いけれどどうす

ればいいのか心配なときに、または休日夜間など

にどのように病院に行けばよいかわからない場合

には、えひめ医療情報ネット等でインターネット

で検索いただくか、あるいは市立病院、または消

防署等にお問合せをお願いするなどしまして、救

急体制維持に対する理解をいただくこともお願い

をしたいと思います。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山本英明君。 

○９番山本英明君 

ありがとうございました。 

命の水の問題、そして介護も医療に関しても、

市長がいつも言われます安心安全な西予市での市

民生活におきまして絶対に必要不可欠なことです

ので、今後とも財政との兼ね合いもあることは十

分承知はしておりますけども、小さな地域をどう

か見捨てずに市民のための政策の充実をお願いい

たしまして、私の一般質問を終わります。 

○佐藤議長 

暫時休憩いたします。（休憩 午前９時 57 分） 

○佐藤議長 

再開いたします。（再開 午前 10 時 10 分） 

次に、１番和気数男君。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

議長の許可がおりましたので、議席番号１番、

日本共産党和気数男、質問をさせていただきます。

よろしくお願いします。 

まず最初に、原発の問題です。 

四国電力の安全管理、再稼働についての質問を

いたします。 

四国電力は、多くの県民の「伊方３号機は廃炉

に」の願いを無視し、12 月２日から再稼働を始

めました。 

2020 年１月、伊方原発は、安全上重要な設備

である制御棒や燃料集合体、所内電源に関わる重

大なトラブルを連続して発生されております。 

2011 年４月の運転停止から、2021 年の今日ま

で、実質、伊方原発を動かしていたのは僅か２年

半であります。この間、原発なしでも電気は十分

足りておりました。 
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そのような中で、また発覚したのが、2017 年

３月から 2019 年２月の間、重大事故時に冷却水

の配管接続作業などを担う責任者が、宿直中に無

断外出していた事件を起こしております。５回の

うち２回は実際に原発が稼働中という深刻な事態

でありました。 

さらに問題なのは、保安規定への不適合処理と

して、是正及び公表されないのはなぜかという内

部告発でやっと明るみになったということであり

ます。 

９月８日、原子力規制委員会で保安規定違反と

認定され、四国電力の安全に対する意識やコンプ

ライアンスが問われています。 

もし内部告発がなければ、四国電力は放置して

いたのではないか。隠蔽体質と言われるのも当然、

さらに看過できないこと、伊方原発に係る全ての

異常に関する事項について、適時的確な情報を県

民にわかりやすく公表するという愛媛方式も完全

に反故にしておったことであります。 

昨年５月に当該社員を懲戒処分にした時点で、

保安規定の違反の認識がない、報告もない。９月

１日に行われた四国電力と原子力規制委員会への

意見交換会の中で、委員長から、安全文化の劣化

の兆候と厳しく指摘をしております。 

ところが、９月 28 日、今度は３号機の火災探

知機 140 台が消防法施行規則を満たさず、うち

18 台は消防法技術基準に適合していなかったこ

ともわかりました。この事件は、改めて四国電力

の安全管理能力の低さを示しており、危険な原発

を運転する資格はないとの批判が多くの県民から

起きております。 

そこで具体的な質問ですが、保安規定違反事件

の四国電力からの報告及び改善策、それから西予

市のとった対応について問います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

和気議員の御質問にお答えさせていただきます。 

今般の事案に関する四国電力からの報告、また

市の対応でございますけれども、今回の事案のよ

うな保安規定違反の報告、改善内容につきまして

は、伊方原子力発電所周辺の安全確保等に関する

覚書を平成 24 年９月５日に結んでおります。こ

れによりまして伊方発電所におきまして正常状態

以外の事象が発生した場合は、速やかに連絡が入

ることとなっております。 

御指摘の事案でございますけれども、令和３年

７月２日に四国電力より通報連絡を受けておりま

す。その後、７月 13 日に調査の概要報告を受け

まして、９月 10 日には四国電力から中立的第三

者の助言、指導のもとで調査されましたコンプラ

イアンス推進委員会の報告を踏まえ、伊方発電所

原子炉施設保安規程に定める必要な要員数を満た

していなかった時間があったことの調査結果、推

定の原因、再発防止策を取りまとめた報告書が提

出をされたところでございます。 

また、愛媛県知事からも四国電力からの報告書

を受け、９月 10 日に保安規定違反事案の対応状

況等の報告に関する知事書簡、そして 11 月 19 日

に３号機運転再開に関する要請の知事書簡を受け

ておるところでございます。 

西予市といたしましても、市民の信頼を著しく

低下させたことは大変遺憾であり、市といたしま

しても事態を重く受け止め、再発防止を強く求め

たところでございます。 

四国電力に対しましては、今まで以上に伊方発

電所の安全性の確保に最大限の努力を払っていた

だきたいと考えております。 

また、当市といたしましては、引き続き伊方発

電所をめぐる動向を注視しつつ、国・県・周辺自

治体と連携して情報を共有するとともに、今後も

安全上必要と思われることがありましたら、引き

続き早急な対応を要請したいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

次の質問に移らせていただきます。 

３号機の再稼働と現在建設中の乾式貯蔵施設に

ついてであります。 

使用済み核燃料を一時貯蔵する施設というふう

な説明で行っておりますが、現在、青森県六ヶ所

村の再処理工場の完成見通しは立っておりません。

聞くところによりますと、もう 20 回以上延期、

延期ということで、いまだにいつ完成するのかわ

かっておりません。 
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したがって結果的には、伊方原発の貯蔵は永久

なものになるのではないかというふうな危惧が多

くの県民から起こっております。 

安全に対する使命感の乏しい四国電力には、絶

対事故が許されない原発を動かす資格はないと思

います。 

市長の考えをお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

御質問の伊方３号機の運転再開につきましては、

前回第３回定例会でも述べさせていただいておる

ところでございます。 

その際も申し上げましたが、この運転再開につ

いての賛否についての発言は差し控えさせていた

だきます。 

国のエネルギー政策の在り方に関しましては、

原子力発電への依存度を低下させ、再生可能エネ

ルギーの活用に向けたエネルギー政策の転換を求

めていく姿勢にあることは従来から変わっており

ません。 

それが示されるまでの間は、原子力発電に向き

合わざるを得ないと考えております。 

また、竣工時期が遅れております再処理施設に

つきましても、早期に完成するよう国・県・周辺

自治体と連携して要望をしたいと考えております。 

御指摘のとおり、周辺自治体として問題に感じ

ますのは、使用済み燃料が一時保管とならず、仮

置きが長く続く状態が発生する可能性があるとい

う点でございます。 

これからも本件に関する動向につきましては、

周辺自治体と連携しつつ注視していくとともに、

現在建設中の六ヶ所村の施設が稼働した際には、

安全協定に基づき使用済み燃料を搬出、適切な措

置をとられるよう強く申入れをしていく考えにご

ざいます。 

また、四国電力に対しましては、今まで以上に

伊方発電所の安全性の確保に最大限の努力を払っ

ていただきたいと考えておるところでございます。 

当市といたしましては、引き続き伊方発電所を

めぐる動向に注視しつつ、関係機関、団体等と連

携をいたしまして、情報を共有するとともに、今

後も原子力防災をはじめとする各種防災・減災対

策の向上に邁進してまいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

次に、避難計画及び危機意識についての質問を

いたします。 

今、伊方原発訴訟が行われております。そこの

中の第 27 回口頭弁論の場で西予市在住の男性が、

西予市避難行動計画について、原子力災害編につ

いての意見陳述を述べられました。 

陳述内容は、各項目ごとに詳細にわたり一つひ

とつの問題点を指摘され、「この計画は非現実的

で、西予市住民の安全を保障できるものはない」

と述べられております。西予市が作成した西予市

住民避難行動計画では、「国や県の指針や計画に

縛られながら、これを作成した西予市職員の心情

を考えさせられました」と言われております。

「地震や津波だけでも大変なことになるが、より

多くの人々を助けたい。しかし、原発のせいで、

避難や地域の復旧は思うようにいかない。さらに、

感染症対策まで、これはもう不可能としか言いよ

うがないのではないか」というふうに述べられて

おります。「もはや誰の目にも伊方原発の危険性

が明らかになっており、さらに高い確率で起こる

と予測されております南海トラフ地震との複合災

害が起これば本当に大きな被害が起きるだろう」

と述べられ、最後に、「巨大地震は減災のための

様々な備えは大切なことですが、人の力でそれを

とめることはできません。しかし、原発はとめる

ことができます。原発廃止に歩み始めた国々もあ

ります。第２の福島を防ぎ、苦しむ人々を増やさ

ないでください。人が住むことができない土地を

これ以上増やさないでください」と結んでおられ

ます。 

まさにそのとおりだと思います。廃炉しかあり

ません。 

９月議会の私の質問で、避難計画、原発への危

機意識は低いとの答弁がありましたが、なぜ低い

のか。具体的に市民への周知はどのように行って

いるのかを問います。 

福島の被災者に会いまして、被災前の危機意識

はどれぐらいあったのかと聞きますと、「原発は
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安全との説明が国や県、電力会社から繰り返しあ

ったので、福島県民は危機意識はほとんどなかっ

た」と答えておられます。 

しかし、放射能が漏れた時点でまともな情報も

なく、ただ恐怖に駆られて逃げ惑うだけで、避難

中、高齢者や重症者患者約 60 人の死者を出さざ

るを得なかったことを考えると、たとえ不十分な

計画であっても、このことについては十分市民に

承知をするべきではないかというふうに答えられ

ております。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

御質問の避難行動計画に関しましては、第３回

定例会におきましても説明させていただいている

ところでございますけども、この原子力災害時に

おけます西予市住民避難行動計画は、平成 25 年

９月に策定をし、平成 29 年３月に改定をいたし

ております。原子力災害時における住民等の円滑

な避難や防護措置を定めているものでございます。 

この避難行動計画は住民を迅速に安全な場所に

避難誘導するために、基本的な避難方法を策定す

るものでございまして、住民への迅速かつ的確な

避難情報の伝達手段、一時集結所や移動方法の選

定及び誘導、避難先・避難手段の調整、避難先に

おける住民へのきめ細やかなサポート等について

定めるものとなっております。 

前回も答弁申し上げましたけども、この内容に

ついてはまだ十分に住民の周知ができているとは

言い切れないといった状況ではございますけれど

も、この計画の実効性につきましては、伊方地域

原子力防災協議会の枠組みの中で、国・県とも連

携し適宜見直しを行うこととしております。 

その周知・啓発につきましても、今後も継続し

て努めてまいりたいと考えております。 

周知につきましては、毎年行われております県

の原子力防災訓練にあわせて県が配布しておりま

す新聞折り込み広告の原子力防災のしおりにより、

原子力災害時に住民のとるべき行動について、啓

発しているほか、市といたしましても、ホームペ

ージの掲載内容について、フェイスブック及びツ

イッターで発信するとともに、令和４年度に発刊

を予定しております西予市住民避難行動計画概要

版の作成、またその配布を進めるなど、さらなる

周知活動に努めてまいりたいと考えております。 

今後も国・県とも連携し、訓練等を実施するこ

とにより、これまで以上に市民の皆様に周知・啓

発できるよう取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

再質問でございます。 

保安規定違反事件など、安全性に関することや

重大な変更などがありましたら、四国電力から報

告があったときは、やはりその内容を詳しく広報

紙などで住民に報告すべきではないかと思います。

このことにより住民の原発に対する意識も上がる

と思いますが、ぜひ実行願いたいと思っておりま

す。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

今回のような伊方発電所におけます正常状態以

外の事象が発生した場合、その状況に応じまして

愛媛県及び四国電力におきまして公表がされてお

るところでございまして、市独自において、さら

なる広報、そういったものについては現時点では

行っておりません。 

市といたしましては、今後におきましても、事

象が発生した場合には、速やかに公表を行うよう

四国電力に要請してまいりたいと考えております。 

その一方で、そうした事象が放射性物質の拡散

等の重大な事故につながるおそれがある場合には、

それぞれ定めております各計画のもと、国・県と

も連携をしながら、広報・周知を実施することと

いたしております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

次の質問に移らせていただきます。 

原発の安全性について、今回は耐震性について
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でございます。 

私はある人の勧めで、「私が原発を止めた理由」

と題する本を読ませていただきました。 

この著者、樋口英明氏は、元福井地方裁判長の

方で、2014 年関西電力大飯原発３、４号機の運

転差止め、さらに 2015 年高浜原発３、４号機の

再稼働を差止めの処分を出された元裁判長であり

ます。 

この本によりますと、原発を稼働させてはなら

ないと判断した根拠は原発の耐震性が極めて低い、

地震に対しての対策が低いということでございま

す。そして、一般住宅よりも劣っており、平凡な

地震によってさえも危険が生じることを危惧した

からと言われております。 

伊方原発の耐震設計は 650 ガル、マグニチュー

ド６弱までは設計ができておりますということで

すね。1995 年、26 年前の阪神淡路大震災を契機

として 2000 年以降、日本でも地震観測網が整備

され、データが蓄積されております。 

気象庁の地震観測データで見ると、山で起きた

大きな新潟県中越地震 2004 年、これはマグニチ

ュード 6.8 で 2,515 ガル、東日本大震災、

2011 年に起きたマグニチュード９、2,933 ガル、

熊本地震 2011 年、マグニチュード 7.2 は

4,022 ガルであり、伊方原発の 650 ガルを超える

地震が各地で起こっております。 

原発は固い岩盤の上につくっているから大丈夫

との意見も成り立つともあり、そのことで成り立

っているようなものでありますが、問題は、原子

炉や格納容器につながれている配電や配管が破損

し、ウラン燃料が冷やせなくなると溶け出したウ

ラン燃料によって原子炉や格納容器も壊れてしま

う、福島の放射能漏れがそのことを証明しており

ます。 

伊方原発には 650 を超える地震のないことを証

明することで初めて安全性が実証されるというふ

うに言っておられますが、このことはできており

ません。 

それに比べて、住宅建築大手の三井ホームは、

震度７に 60 回耐えた家として、5,115 ガルの耐

震性をうたっております。住友林業も 3,406 ガル

の耐震性を売り物にしております。この数字は大

きな鉄板の上に建てた家で実証した実際の数値で

す。原発のコンピューターシミュレーションの推

測装置と異なり、信頼性は高いものであります。 

原発の耐震性は一般住宅よりも低いという事実、

管家市長は御存じであったかもしれませんが、こ

の事実に対してどのようにお考えでしょうか。 

地震観測網が提示する地震動は、日本列島の地

球上で原発を稼働させることがいかに危険で愚か

であるかということをこの本は警告をしておりま

す。 

樋口さんは裁判官として「複雑多岐にわたる専

門技術の問題でなく、福島原発が示した現地の悲

劇と取り返しがつかない国の存亡に関わる莫大な

被害をもたらした原発事故に対し、知性と良識の

問題として、人格権の問題として判断した」と述

べられております。 

樋口さんは、「私は原発の本当の危険性を知っ

てしまった以上、それを皆さんにお伝えするのが

責任だと思っています」と述べられています。 

さらに、樋口さんは最後にキング牧師の言葉

「究極の悲劇は、悪人の圧政や残酷さではなく、

それに対する善人の沈黙である。結局我々は、友

人の沈黙を覚えているものなのだ。組織に対して、

問題に対して沈黙を決め込むようになったとき、

我々の命は終わりに向かい始める」との言葉を引

用されております。 

樋口氏のこの言葉を市長はどのようにお考えで

しょうか。 

原発は国家権力、大企業の利権が絡む巨大な構

築物であります。市長が公に判断を述べることは

大きなリスクを伴うことは承知しております。 

しかしながら、世界の原発に対する動きは変化

しています。 

今私たちは、コロナ禍の中で、自然災害の不安

を抱え、そして、医療介護、雇用、子どもの教育、

年金問題など、暮らし向きに不安を考えながら、

安心して暮らせるいい社会をつくるために努力し

ています。 

しかし、原発でもし苛酷事故が起これば、私た

ちを取り巻く職場、学校、地域社会、社会保障が、

努力して勝ち取った全てのものが壊されることは

福島が証明しております。 

樋口裁判長のこの著者は、原発は私たち一人ひ

とりの喉元に突きつけられた短剣だという危機感

を持つことが必要だということを自覚させてくれ

た非常に重要で大切な本だと思っております。皆
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さん機会があればお読みください。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

伊方発電所３号機の基準地震動についての御質

問でございますけども、この基準地震動につきま

しては原子力規制委員会におきまして審査をされ

ているものでございまして、西予市としての意見

は控えさせていただきます。 

この委員会において審査された結果、適切に策

定されているとされておりまして、その上で原子

炉設置変更許可がなされているものでございまし

て、耐震安全性は確保されているものと認識をい

たしております。 

四国電力には、長期間停止した後であることに

も留意して、伊方発電所の安全確保に万全を期す

るよう緊張感を継続し、これまで以上に安全性の

向上に努め、技術力の向上、維持、それらを強く

求めてまいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

それでは次に移らせていただきます。 

まず、農業問題ですが、農業の振興計画につい

て、西予市の農業振興計画についてお伺いをいた

します。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

酒井産業部長。 

○酒井産業部長 

西予市の農業振興計画につきましては、地域に

おける育成すべき効率的かつ安定的な農業経営の

目標とその目標実現に向けた政策手法を定めた農

業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想を

定めており、おおむね５年ごとの見直しをしてお

り、今年度 10 月に更新を行ったところでござい

ます。 

市といたしましては、高齢化及び担い手不足が

深刻化している中で、この構想に基づき、農業の

担い手を育成・確保していくためには、就農相

談・体験から就農実現へ、就農者においては、経

営定着の段階まできめ細やかに支援していくこと

が重要であるため、農地につきましては、農業委

員会による紹介や農地中間管理機構による賃借を

行い、経費面では、行政からの支援事業の紹介、

技術・経営面については、西予農業指導班や西予

市農業支援センター、農業協同組合にて重点的な

指導を行うなど、関係機関が連携をとって対応し

ているところでございます。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

この農業振興計画、いろんなことで、市に対し

ての質問などしますとホームページを御覧下さい

とよく回答されるわけでございますが、なかなか

西予市の場合わかりにくいということを聞いてお

ります。 

このホームページをのぞいたときに、例えば、

新規就農者であれば「よし西予市で農業やってみ

よう」というふうな気持ちが起きるようなホーム

ページを作成していただきたいと思っております。 

次の質問に移らさせていただきます。 

今、私の周りで金の卵が２個生まれてきました。

そして、来年ふ化しようとして、現在誕生の準備

中であります。 

金の卵とはもちろん新規就農者で、20 代と

30 代の２人の青年、始めようと思うが農地のこ

とについてということで相談がありました。この

話を聞いたとき、私は大変うれしくなり、また関

わったことが今回の質問になりました。 

まず新規就農支援計画と事業目標、その実績な

どをお伺いいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

酒井産業部長。 

○酒井産業部長 

当市における新規就農者の推移については、平

成 28 年度から令和２年度までの５年間の実績と

して、合計で 36 経営体 41 名が就農しており、年

平均で約７経営体８名の就農実績となっておりま

す。 

事業目標につきましては、第２次西予市総合計

画にて平成 28 年度から令和６年度までに 47 経営
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体の新規就農を目標としております。 

令和２年度時点で 36 経営体の就農実績ですの

で、令和６年度までに目標を十分に達成できる見

込みではございますが、さらに目標を大きく超え

るよう努めてまいりたいと考えております。 

以上、答弁といたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

今、新規就農者の数が報告されましたが、離農

者、離農農家の実態はどのようになっております

か、再質問させていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

酒井産業部長。 

○酒井産業部長 

御質問の離農農家の戸数につきましては、手元

に農林業センサスの農家数の結果しかございませ

ん。その資料を読み上げてみますと、専業農家に

ついてでございますが、平成 17 年には 1,038 戸、

平成 22 年には 1,208 戸、平成 27 年には 1,058 戸、

残念ながら令和２年の速報がまだ出ておりません

ので、この３回の結果しか見えてこない中で、平

成 22 年に 200 件ぐらい増えてるのはどんなこと

かなということで担当者にも確認をしましたが、

やっぱり農業センサスの聞き方の問題かなと、回

答する場合の質問の聞き方の問題かなというよう

な結論でございましたが、平成 17 年から 27 年に

かけましてのこの 1,038 から 1,058 という数字が、

大体正確な専業農家の数字ではないかと考えてお

りまして、専業農家では、離農される率というか

戸数が我々が考えているより少ない、やや増えて

る感じもあるのかなというような検討を農林業で

はしているところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

なかなか農家の場合、どこまでが専業でどこま

でが家族、個人的にやられておるかわかりにくい

と思いますが、確実に農家数は減っていると思い

ます。 

それに対して、新規就農者は、年間 4.7 人です

か、というようなことで、物すごい勢いで減って

いるなと、農家数が減っているなということがわ

かりました。 

次に、中山間地農業対策として、西予市独自の

所得補償などの施策が必要と思われるがいかがで

すかという質問でございます。 

山間地の農地を、車でではありますがこの前回

ってみました。ぽつぽつと耕作放棄地が増えてき

ており、農家の方と話しても、「年取ったしいつ

までできるかわからん」、「子どもには生活がで

きんけんやれとも言えんし、自分で終わりだな」

などと厳しい話がたくさん聞かされました。 

しかし、このような条件不利地域の一つ惣川で

は、80 歳を過ぎてもなお産直で毎月 20 万円前後

の農産物の販売を行っている元気な高齢者の方と

お会いすることができました。 

この人たちは、産直農業をすることで、健康で

生きがいもでき、今こそコロナで行けなくなった

が、数年に一度は海外旅行にも行ける、畑も荒ら

さずに済むしと、明るく元気に暮らしていること

を話していただきました。 

産直収入があるから自分の農地で生産し、販売

することで生活が成り立っていることだというふ

うに思いました。 

日本の中山間地農業対策のモデルとしているス

イスの山岳農家所得、この８割が所得補償と言わ

れております。 

条件不利地域で農業を行うことにより、国土の

保全がなされるからで、ある研究家によると、最

も効率的で国土を保全する施策は、中山間地家族

農業を行うことだと言われています。 

中山間地で農業を行うことにより、地球環境を

守り、食料を再生産することができるからであり

ます。大規模農業はその逆です。 

中山間地農業は、国土保全とともに、中山間地

の人口減少に歯止めをかけることができます。 

今まさに、国際家族農業年でございます。 

現行の中山間地等直接支払交付金は、今危機に

あっておるようでございます。交付金が少ないこ

とと高齢化からこの事業に参加しない、参加でき

ない農家が出始めたと聞いております。このまま

では制度すら維持できなくなりかねないというふ

うに世話役の方から聞いております。この制度が
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崩壊したら、中山間地に大きな取り返しのつかな

い影響が出ます。 

制度の維持のため、中山間農業の振興のため、

西予市独自の交付金を現行の２倍以上にすること

が必要であると考えます。 

国の制度を変えるということは時間がかかるた

め、まず、西予市独自の施策として、中山間地家

族農業の振興を合わせて、西予市から日本全国に

発信する明るい情報発信ということで、西予市独

自の所得補償を実現してもらうようお願いいたし

ます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

酒井産業部長。 

○酒井産業部長 

中山間地域等の農業の生産条件が不利な地域は

西予市をはじめ、全国に多数あり、それぞれ高齢

化や新規就農者等の担い手確保が厳しい状況でご

ざいます。 

西予市独自の所得補償等の創設につきましては、

市の財政状況を鑑み、現時点では考えておりませ

んが、中山間地域等直接支払制度事業や多面的機

能支払交付金事業の中山間地域において活用可能

な補助事業があることから、まずそれらを有効に

活用し、耕作放棄地の抑制を図っていくほか、先

ほど説明をさせていただきましたが、既存の新規

就農支援事業を活用して就農支援を行ってまいり

たいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

中山間地農業、かなり厳しい状況になっており

ます。 

その中で、西予市が独自に対策を行うというこ

とをもしできたら、非常に有効な地域活性化にな

ることは間違いありませんが、なかなかそのよう

にはならないというようなことを聞きました。 

では次に移らせていただきます。 

移譲促進計画についてお伺いをいたします。 

移住交流促進事業、西予地域おこし協力隊につ

いて、西予市では、現在様々な事業を行っており

ます。 

この前の市民の説明会で、市長が「今年は

71 人の移住者ができた」というふうに言われて

おりましたので、私は驚きましていろいろ勉強さ

せてもらいました。 

現在様々な事業を西予市では行っているわけで

すが、各種支援制度や地域おこし協力隊などにつ

いて、内容や実績、成果、今後の方針についてお

伺いをいたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

下澤政策企画部長。 

○下澤政策企画部長 

移住・定住促進に関わる各種支援制度、そして

地域おこし協力隊の実績や成果、今後の方針とい

う多岐に渡る御質問でございますので少々お時間

をいただいて答弁させていただきたいと思います。 

まず、移住交流促進事業の取組について御説明

いたします。 

今年度の移住交流促進事業の取組として、新型

コロナウイルス感染症拡大の影響もあり、対面で

の移住相談等の開催が難しい中、昨年度に引き続

き、一般社団法人西予市移住定住交流センターが

中心となって、オンラインでの移住相談やオンラ

イン移住フェアへの出展を継続して実施しており

ます。 

また、今年度の新たな取組として、田舎暮らし

に興味のある都市部在住者と移住者を呼び込みた

い地域のマッチングを図るため、西予市移住マッ

チング事業を開催しております。 

この事業は、お互いが年間を通した交流を行う

ことで、より深い関係を構築し、将来的な２拠点

居住や移住に結びつけることを目的にしておりま

す。オンラインと対面での２回の交流を既に終え、

年明け１月に３回目の交流を予定している状況で

すが、既に参加者からは、西予市での暮らしや地

域に対して大変好意的な意見等をいただいており

ますので、今後のさらなる関係構築を目指してま

いります。 

また、西予市内の市民・事業者・地域づくり団

体等が参画した西予市移住交流促進協議会での意

見をもとに、今年度より新たに西予市移住交流促

進支援事業を設け、市内での交流人口や関係人口

の拡大を目的に、市民や市内事業者が整備するシ

ェアオフィスやゲストハウス、また、地域づくり
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団体が整備するお試し移住住宅等に対して助成を

行っております。 

現在この助成事業を活用して、野村町野村と明

浜町俵津でゲストハウスの整備や、野村町野村で

高校生の下宿先とするシェアハウス整備が進んで

いるほか、コワーキングスペースの整備について

具体的な相談があるなど活用が進んでいるところ

です。 

宿泊場所が少ない地域でのゲストハウスの整備

やワーケーション等にもつながるコワーキングス

ペースの整備に伴い、今まで以上に多くの方々と

の交流の拡大が期待でき、さらには将来的な移住

等へ結びつけばと期待するところであります。 

このように、知名度の低い南予の市町の一つで

ある西予市としては、直接的な移住に対するＰＲ

だけでなく、特に今年度からは、交流人口や関係

人口の拡大に向けて積極的にアプローチをしてい

るところです。 

今後も、西予市移住交流促進協議会で策定いた

しました西予市移住定住アクションプランや協議

会での活発な意見等も参考とし、協議会メンバー

並びに一般社団法人西予市移住定住交流センター

と協力しながら、西予市らしい移住施策を検討し

てまいりたいと考えます。 

あわせて、現在、来年度より、愛媛県並びに西

予市を含む南予の５市町が連携した子育て世代に

ターゲットを絞った移住施策の取組について協議

を進めておりますので、市単独でのＰＲに加え、

広域連携による取組により、今まで以上に潜在的

な移住希望者にアプローチできるものと期待して

おります。 

現時点の移住者の推移といたしましては、

10 月末現在で 77 人と前年の 41 人と比べ大きく

伸びている状況ですので、今後も引き続き積極的

にＰＲをしてまいりたいと考えております。 

続きまして、西予市が募集を行っている地域お

こし協力隊制度の説明とあわせて、活動状況等に

ついて御説明申し上げます。 

まず、西予市では２種類の協力隊を募集してお

ります。 

１つ目として、西予市の会計年度任用職員とし

て活動を行う雇用型の地域おこし協力隊でありま

して、現在４名の隊員が、ジオパークの推進や公

営塾の運営をはじめとする高校の魅力化事業に携

わっていただいております。 

２つ目として、市内のそれぞれの地域づくり組

織などのニーズに合わせて、その地域の課題や取

組をミッションとして業務を委嘱する個人事業主

型の地域おこし協力隊、通称田舎で働き隊があり

ます。この協力隊の特徴として、地域などが設定

した業務を担うのに合わせて、その協力隊として

の活動や卒業後の定住に向けた支援をそれぞれの

地域づくり組織が行うといった点です。現在、こ

の個人事業主型の協力隊は 12 名いまして、業務

内容は、移住コーディネート、特産品開発、新規

就農、空き家等の利活用など、その地域の課題に

よって様々であります。現在活動している隊員は

16 名で、これは、現在の愛媛県下で一番多い数

となっております。 

また、西予市の協力隊は、卒業後の市内定住率

は 65％と全国平均 50.7％よりもよい状況にあり

ますので、将来的な地域課題の解決や移住者の獲

得に向けて、地域おこし協力隊の取組は有効であ

ると考えております。 

また、本議会において予算計上させていただい

ておりますが、着任後、よりスムーズに協力隊活

動に取り組めるよう令和３年度から始まった地域

おこし協力隊インターン制度なども活用しながら、

今後も積極的に協力隊を募集してまいりたいと考

えております。 

以上でございます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

再質問３点ばかりお願いします。 

まず、71 人の移住者ということですが、私か

なり大きな人数ではないかと思っております。こ

の要因は何でしょうか。全国的な傾向なのか、西

予市だけが増えたのでしょうか、お伺いします。 

もう一つは、マッチングということをよく聞く

んですが、一番最初のマッチング、これは実際ど

のようにどこで行っておられるのでしょうか。 

それから３点目、地域おこし協力隊の卒業生で

市内に残っている方、どのような仕事をされてい

るのか。起業されているかなどについてお伺いを

いたします。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 
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○佐藤議長 

下澤政策企画部長。 

○下澤政策企画部長 

まず、西予市の移住者は、先ほど申し上げまし

たとおり増えておりますが、これ全国的な傾向か

というところでございますが、実は全国の移住者

を調査した資料というものが確認できませんでし

たので、全国的な数値についてはお答えできない

ところですが、愛媛県全体では増加傾向にござい

ます。令和３年度は９月末時点ではありますけれ

ども、令和２年度と比べてみますと本市を含みま

す 15 の市町が増加しているような状況にござい

ます。 

続いて、最初のマッチングのところについては

どういったところかという御質問でございました

けれども、やはりこちらが情報発信をして、それ

をいかにキャッチしていただくかというところが

重要だと考えておりまして、移住者へ向けての情

報発信は、市のホームページに移住者向けのペー

ジを設け、情報発信を行っております。 

その他、移住に関する業務を委託している一般

社団法人移住定住交流センターが中心となって、

対面やオンラインによる移住フェアの場での情報

発信のほか、フェイスブック、ツイッター、イン

スタグラムなどのＳＮＳを活用とした情報発信や

ライブ配信、このようなことを行っております。 

最後に、協力隊から定住された方は、また起業

している人もいるのかというような御質問でござ

いましたけれども、協力隊を卒業し現在も定住し

ている 17 名のうち、起業、または就農したもの

が９名、民間企業等へ就職したものが７名、その

他が１名となっております。 

起業の内容といたしましては、特産品の開発及

び販売、飲食業、新規就農、デザイナーなど様々

でございますが、いずれも地域産業の活性化には

一役担った事業を行っていただいているという認

識でおります。 

以上、３つのお問合せについて答弁いたしまし

た。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

和気数男君。 

○１番和気数男君 

昨年２月に西予市移住定住交流センターもでき、

幅広い移住を受入れるということもできるように

なっております。 

そして、地域おこし協力隊、確か 11 年目にな

ろうかと思います。それぞれの地域で卒業生も活

躍をされておられます。私はこの地域おこし協力

隊の方がたくさん残ってもらえることが大きな成

果だとは思っておりますが、しかし最終目標は、

このことによって地域が元気になることだと思い

ます。 

実際行っておられる２つの点については、私は

じっと見守って、できることがあれば応援したい

なというふうに思っております。 

先日、横林に行きまして、地域おこしの隊員と、

それから地元の方といろいろ意見交換することが

できました。 

そのときに、両方とも言われておりますのが、

応援隊の方は非常にいいところに来たと。みんな

が温かく迎え入れてくれておると言われており、

何とか卒業しても頑張っていきたいというふうに

思っておられます。また、受入団体の地域の方も

非常にいい人が来てもらったと、みんなで温かく

迎え入れるよう協力していきたいと、そして、卒

業後の仕事についてもいろいろと考えておられる

ようでございます。 

非常に厳しい厳しい中山間地の起業ということ

になると農業ということになるかと思いますが、

なかなか大変なものであろうかと思います。 

どうか地域全部で見守っていって、大きな成果

を生んでいけたらいいなというふうに思っており

ます。 

以上、質問を終わります。 

○佐藤議長 

以上で一般質問を終結といたします。 

暫時休憩いたします。（休憩 午前 11 時 06 分） 

○佐藤議長 

再開いたします。（再開 午前 11 時 58 分） 

ただいまから議案順に質疑を行います。 

 （日程２） 

○佐藤議長 

日程第２、議案第 83 号「行政手続等における

押印見直しに伴う関係条例の整理に関する条例制

定について」から、議案第 113 号「令和３年度西

予市病院事業会計補正予算（第２号）」までの

31 件を一括議題といたします。 
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これより本案 31 件に対する一括質疑に入りま

す。 

質疑の通告がありませんので質疑を終結といた

します。 

ただいま議題となっております議案第 83 号か

ら議案第 113 号までの 31 件はお手元に配信の委

員会付託表のとおり各常任委員会へ付託いたしま

す。 

 （日程３） 

○佐藤議長 

次に、日程第３、議案第 118 号「四国西予ジオ

ミュージアムの設置及び管理に関する条例制定に

ついて」を議題といたします。 

理事者の説明を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

下澤政策企画部長。 

 〔下澤政策企画部長登壇〕 

○下澤政策企画部長 

議案第 118 号「四国西予ジオミュージアムの設

置及び管理に関する条例制定について」提案理由

の御説明を申し上げます。 

本議案は、四国西予ジオパークに関する自然科

学や地域に関わる文化等についての資料の収集と

保管、調査研究等を行うとともに、教育活動を通

し、西予市全域に広がるジオパークの魅力を広く

発信し、地域交流の形成を図るため、その拠点施

設の設置及び管理に関する条例を定めるものであ

ります。 

当施設は、ジオパークの基本情報や各地域のジ

オパークを紹介する西予ギャラリー回廊、常設展

示室及び企画展示室のほか、多目的ホールや研修

室等を設け、ジオパークの魅力を理解していただ

くとともに、当施設から市内各サイト及び観光地

等への誘導を促進し、持続可能な地域振興を図る

ものです。 

また、当施設の整備に伴い、西予市城川地質館

につきまして、令和３年 12 月をもって閉館する

ことから、あわせて条例を廃止するものでありま

す。 

なお、当施設の開館時期につきましては、令和

４年度の早い時期を予定しております。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願い申し上げます。 

○佐藤議長 

理事者の説明は終わりました。 

これより本案に対する質疑を行います。なお、

質疑の内容は大綱のみに願います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○佐藤議長 

以上で質疑を終結といたします。 

ただいま議題となっております議案第 118 号は

総務常任委員会へ付託いたします。 

 （日程４） 

○佐藤議長 

次に、日程第４、議案第 119 号「令和３年度西

予市一般会計補正予算（第９号）」を議題といた

します。 

理事者の説明を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

議案第 119 号「令和３年度西予市一般会計補正

予算（第９号）」について、提案理由の御説明を

申し上げます。 

今回の補正予算でございますが、まず 11 月

19 日に閣議決定されましたコロナ克服・新時代

開拓のための経済対策において、新型コロナウイ

ルス感染症の影響が長期化する中、児童を養育し

ている者の所得が児童手当の所得制限限度額を超

えている場合を除き、高校生等までの子どもがい

る世帯に対し、子ども１人当たり 10 万円相当の

臨時特別給付金を支給する。そのうち、子ども１

人当たり 5 万円の現金給付については先行して実

施することが決定されました。 

このことを受けまして、子育て世帯への臨時特

別給付金給付事業として 2億 3676 万 8000 円を計

上するものであります。 

次に、田之筋小学校校舎の外壁劣化調査の結果、

早急に改修工事を行う必要が生じたため、外壁改

修工事費として 751 万 3000 円を計上するもので

あります。 

これらの事業の財源につきましては、子育て世

帯臨時特別給付金給付事業費及び事務費国庫補助

金の特定財源を計上し、不足する財源につきまし
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ては、財政調整基金を繰入れし、収支の均衡を図

るものであります。 

これらによりまして、歳入歳出予算の補正は、

歳入歳出予算の総額にそれぞれ 2 億 4428 万

1000 円を増額し、歳入歳出予算の総額を 329 億

4623 万 7000 円と定めるものであります。 

よろしく御審議の上、御決定賜りますようお願

い申し上げます。 

○佐藤議長 

理事者の説明は終わりました。 

これより本案に対する質疑を行います。なお、

質疑の内容は大綱のみに願います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○佐藤議長 

以上で質疑を終結といたします。 

ただいま議題となっております議案第 119 号は

関係常任委員会へ付託いたします。 

 （日程５） 

○佐藤議長 

次に、日程第５、請願第１号「米価の暴落阻止

のため過剰在庫の市場隔離と生活困窮者への食料

支援を求める請願」及び陳情第１号「西予市内建

築業者の育成に関する要望書」の２件を一括議題

といたします。 

請願１件及び陳情１件の詳細につきましては、

お手元のタブレットに配信いたしております請

願・陳情文書表を御参照ください。 

ただいま議題となっております請願１件及び陳

情１件については産業建設常任委員会へ付託いた

します。 

各常任委員会においては、各議案、請願及び陳

情について十分に審査を行い、最終日の本会議に

おいて、委員会審査の経過と結果について各委員

長の報告を求めることといたします。 

以上をもって本日の日程は全て終了いたしまし

た。 

12 月 17 日は午後２時から会議を開きます。 

本日はこれにて散会いたします。 

 

 

 散会 午後０時09分 
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12 月 17 日（金曜日） 
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令和３年第４回西予市議会定例会会議録（第４号） 

１．招 集 年 月 日 令和３年１２月１７日 

１．招 集 の 場 所 西予市議会議場 

１．開     議 令和３年１２月１７日 

          午後 ２時００分 

１．閉     会 令和３年１２月１７日 

          午後 ３時０６分 

１．出 席 議 員        

    １番  和 気 数 男 

    ２番  宇都宮 久見子 

    ３番  信 宮 徹 也 

    ４番  宇都宮 俊 文 

    ５番  加 藤 美 香 

    ６番  中 村 一 雅 

    ７番  河 野 清 一 

    ８番  佐 藤 恒 夫 

    ９番  山 本 英 明 

   １０番  竹 﨑 幸 仁 

   １１番  小 玉 忠 重 

   １２番  源   正 樹 

   １３番  井 関 陽 一 

   １４番  中 村 敬 治 

   １５番  二 宮 一 朗 

   １６番  兵 頭   学 

   １７番  森 川 一 義 

   １８番  酒 井 宇之吉 

１．欠 席 議 員 

   な  し 

１．地方自治法第１２１条により 

説明のため出席した者の職氏名 

市     長  管 家 一 夫 

副  市  長  宗   正 弘 

教  育  長  松 川 伸 二 

総 務 部 長  山 住 哲 司 

政策企画部長  下 澤 広 幸 

生活福祉部長兼 

福祉事務所長  藤 井 兼 人 

産 業 部 長 兼 

生活福祉部産廃処理施設担当部長  酒 井 信 也 

建 設 部 長  三 瀬 計 浩 

医療介護部長  山 岡 薫 彦 

会 計 管 理 者  三 瀬   功 

   消防本部消防長  酒 井 広 一 

   教 育 部 長  宇都宮   裕 

   明 浜 支 所 長  上 中 保 博 

   野 村 支 所 長  和 氣 岩 男 

   城 川 支 所 長  藤 川 忠 男 

   三 瓶 支 所 長  片 山 勇 一 

   総 務 課 長  一 井 健 二 

   財 政 課 長  宇都宮 明 彦 

監 査 委 員  正 司 哲 浩 

１．本会議に職務のため出席した者の職氏名 

   事 務 局 長  冨 永   誠 

議 事 係 長  三 好 祐 介 

１．議 事 日 程  別紙のとおり 

１．会議に付した事件  別紙のとおり 

１．会 議 の 経 過  別紙のとおり 
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      議  事  日  程 

１ 議案第８３号 行政手続等における押印見

直しに伴う関係条例の整理

に関する条例制定について 

  議案第８４号 西予市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例制定

について 

  議案第８５号 西予市国民健康保険条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

  議案第８６号 西予市特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第８７号 西予市公園条例の一部を改

正する条例制定について 

議案第８８号 西予市社会体育施設条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

   議案第８９号 西予市老人憩の家条例の一

部を改正する条例制定につ

いて 

   議案第９０号 西予市野村高齢者工芸館条

例を廃止する条例制定につ

いて 

   議案第９１号 西予市野村トレーニングセ

ンター条例を廃止する条例

制定について 

   議案第９２号 西予市有料駐車場の指定管

理者の指定について 

議案第９３号 西予市あけはまオートキャ

ンプ場の指定管理者の指定

について 

   議案第９４号 西予市明浜ふるさと創生館

の指定管理者の指定につい

て 

   議案第９５号 高山漁港小浦船揚場の指定

管理者の指定について 

   議案第９６号 西予市物産会館の指定管理

者の指定について 

   議案第９７号 西予市野村青汁工場の指定

管理者の指定について 

   議案第９８号 西予市渓筋農林水産物処理

加工施設の指定管理者の指

定について 

   議案第９９号 西予市野村畜産総合振興セ

ンターの指定管理者の指定

について 

   議案第１００号 西予市野村飼料混合施設の

指定管理者の指定について 

議案第１０１号 西予市大野ヶ原集落環境管

理施設の指定管理者の指定

について 

  議案第１０２号 西予市城川産地形成等促進

施設の指定管理者の指定に

ついて 

   議案第１０３号 西予市城川食肉加工センタ

ーの指定管理者の指定につ

いて 

   議案第１０４号 西予市城川特産品センター

の指定管理者の指定につい

て 

   議案第１０５号 西予市城川農産物加工セン

ターの指定管理者の指定に

ついて 

   議案第１０６号 八幡浜・大洲地区広域市町

村圏組合規約の変更につい

て 

   議案第１０７号 愛媛県市町総合事務組合規

約の変更について 

議案第１０８号 愛媛県市町総合事務組合の

共同処理事務構成団体から

の脱退に伴う財産処分につ

いて 

議案第１０９号 市道路線の廃止について 

   議案第１１０号 市道路線の認定について 

   議案第１１１号 令和３年度西予市一般会計

補正予算(第８号) 

 議案第１１２号 令和３年度西予市国民健康

保険特別会計補正予算(第

２号) 

   議案第１１３号 令和３年度西予市病院事業

会計補正予算（第２号） 

   議案第１１８号 四国西予ジオミュージアム

の設置及び管理に関する条

例制定について 

   議案第１１９号 令和３年度西予市一般会計
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補正予算(第９号) 

   請願第 １号 米価の暴落阻止のため過剰

在庫の市場隔離と生活困窮

者への食料支援を求める請

願 

   陳情第 １号 西予市内建築業者の育成に

関する要望書 

 ２ 議案第１２０号 林道黒森支線地すべり災害

復旧工事請負契約について 

 ３ 議員派遣の件について 
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本日の会議に付した事件 

１ 議案第８３号 行政手続等における押印見

直しに伴う関係条例の整理

に関する条例制定について 

  議案第８４号 西予市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例制定

について 

  議案第８５号 西予市国民健康保険条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

  議案第８６号 西予市特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

制定について 

議案第８７号 西予市公園条例の一部を改

正する条例制定について 

議案第８８号 西予市社会体育施設条例の

一部を改正する条例制定に

ついて 

   議案第８９号 西予市老人憩の家条例の一

部を改正する条例制定につ

いて 

   議案第９０号 西予市野村高齢者工芸館条

例を廃止する条例制定につ

いて 

   議案第９１号 西予市野村トレーニングセ

ンター条例を廃止する条例

制定について 

   議案第９２号 西予市有料駐車場の指定管

理者の指定について 

議案第９３号 西予市あけはまオートキャ

ンプ場の指定管理者の指定

について 

   議案第９４号 西予市明浜ふるさと創生館

の指定管理者の指定につい

て 

   議案第９５号 高山漁港小浦船揚場の指定

管理者の指定について 

   議案第９６号 西予市物産会館の指定管理

者の指定について 

   議案第９７号 西予市野村青汁工場の指定

管理者の指定について 

   議案第９８号 西予市渓筋農林水産物処理

加工施設の指定管理者の指

定について 

   議案第９９号 西予市野村畜産総合振興セ

ンターの指定管理者の指定

について 

   議案第１００号 西予市野村飼料混合施設の

指定管理者の指定について 

議案第１０１号 西予市大野ヶ原集落環境管

理施設の指定管理者の指定

について 

  議案第１０２号 西予市城川産地形成等促進

施設の指定管理者の指定に

ついて 

   議案第１０３号 西予市城川食肉加工センタ

ーの指定管理者の指定につ

いて 

   議案第１０４号 西予市城川特産品センター

の指定管理者の指定につい

て 

   議案第１０５号 西予市城川農産物加工セン

ターの指定管理者の指定に

ついて 

   議案第１０６号 八幡浜・大洲地区広域市町

村圏組合規約の変更につい

て 

   議案第１０７号 愛媛県市町総合事務組合規

約の変更について 

議案第１０８号 愛媛県市町総合事務組合の

共同処理事務構成団体から

の脱退に伴う財産処分につ

いて 

議案第１０９号 市道路線の廃止について 

   議案第１１０号 市道路線の認定について 

   議案第１１１号 令和３年度西予市一般会計

補正予算(第８号) 

 議案第１１２号 令和３年度西予市国民健康

保険特別会計補正予算(第

２号) 

   議案第１１３号 令和３年度西予市病院事業

会計補正予算（第２号） 

   議案第１１８号 四国西予ジオミュージアム

の設置及び管理に関する条

例制定について 

   議案第１１９号 令和３年度西予市一般会計
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補正予算(第９号) 

   請願第 １号 米価の暴落阻止のため過剰

在庫の市場隔離と生活困窮

者への食料支援を求める請

願 

   陳情第 １号 西予市内建築業者の育成に

関する要望書 

 ２ 議案第１２０号 林道黒森支線地すべり災害

復旧工事請負契約について 

 ３ 議員派遣の件について 
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  開会 午後２時00分 

○佐藤議長 

ただいまの出席議員は 18 名であります。 

これより本日の会議を開きます。 

本日の議事日程はお手元に配信のとおりであり

ます。 

 （日程１） 

○佐藤議長 

日程第１、議案第 83 号「行政手続等における

押印見直しに伴う関係条例の整理に関する条例制

定について」から、議案第 113 号「令和３年度西

予市病院事業会計補正予算（第２号）」まで、議

案第 118 号「四国西予ジオミュージアムの設置及

び管理に関する条例制定について」及び議案第

119 号「令和３年度西予市一般会計補正予算（第

９号）」、請願第１号「米価の暴落阻止のため過

剰在庫の市場隔離と生活困窮者への食料支援を求

める請願」及び陳情第１号「西予市内建築業者の

育成に関する要望書」の 35 件を一括議題といた

します。 

各委員会における審査の経過と結果について、

各委員長の報告を求めます。 

まず、総務常任委員会委員長源正樹君の報告を

求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

源正樹君。 

 〔源総務常任委員会委員長登壇〕 

○源総務常任委員会委員長 

総務常任委員会審査報告を行います。 

去る 12 月６日の本会議において当委員会に付

託されました議案９件について、10 日に委員会

を開催し審査を行いました。 

結果はお手元に配信のとおり、全て全会一致で

原案のとおり可決決定いたしました。 

これより審査経過について抜粋して報告いたし

ます。 

議案第 111 号「令和３年度西予市一般会計補正

予算（第８号）」の審査では、財政課所管分にお

いて、歳入歳出予算の調整に伴い財政調整基金繰

入金を 4213 万円減額し、財政調整基金の残高が

今回の補正後 21 億 4871 万円となる見込みになる

との説明がありました。 

まちづくり推進課所管分では、城川町に建設さ

れている四国西予ジオミュージアムの開館日程に

ついて質疑があり、建物の完成は令和４年３月中

旬を見込んでおり、オープンについては、令和４

年４月 23 日を予定、前日 22 日には落成式及び講

演会を行い、関係者及び地域の方々の内覧を予定

しているとの答弁でした。 

また、高校魅力化事業の地域おこし協力隊イン

ターン制度について質疑があり、今年度から総務

省で新たに開始された制度であり、約２週間から

３カ月の間、大学生等に対し地域おこし協力隊の

取組を就業体験として実施するもので、三瓶公営

塾に６名募集する予定であるとの答弁でした。 

学校教育課所管分では、ＩＣＴ支援員について

質疑があり、今年度から始まったＧＩＧＡスクー

ルにおいて、ＩＣＴ支援員が効果的に活用され、

事業の効果も上がり、教職員の負担軽減の点でも

大変役立っており、当面はこの支援員の活用を進

めていきたいとの答弁でした。 

また、児童が使用するドリルソフトについて質

疑があり、ソフトの利点として、小学校１年生か

ら６年生までの学習内容の振り返りや予習が円滑

にでき、子どもたちが実際にそのドリルをやった

結果が瞬時にわかり成績等にも反映されるため、

教職員の業務改善にもつながるとの答弁でした。 

消防総務課所管分では、八幡浜地区施設事務組

合からの脱退に関する住民に対する周知について

質疑があり、三瓶町の３地区では住民説明会を開

催しているが、旧東宇和地区の住民に対してもし

っかりと理解を求めるよう進めていくとの答弁で

した。 

議案第 118 号「四国西予ジオミュージアムの設

置及び管理に関する条例制定について」では、ジ

オミュージアムの観覧料について、ギャラリーし

ろかわとのセット料金等は考えられないかという

質疑に対し、観覧料については周辺施設との連携

が必要だと感じている。令和４年度のジオミュー

ジアムの入館者の状況を見極め、早ければ令和５

年度から共通券の導入について検討したいと考え

ているとの答弁でした。 

議案第 119 号「令和３年度西予市一般会計補正

予算（第９号）」の教育総務課所管分では、小学

校管理事業において、老朽化した小学校校舎の定

期的な点検の実施状況について質疑があり、毎年

度の初めに校舎等の点検は行っているが、専門業
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者等を入れての劣化調査等は現在行っていない。

ただ、今回のように剥落する場所が多数あること

から、来年度予算等で専門的な調査ができるよう

に配慮していきたいとの答弁でした。 

以上、総務常任委員会審査報告といたします。 

令和３年 12 月 17 日、総務常任委員会委員長源

正樹。 

○佐藤議長 

次に、厚生常任委員会委員長中村敬治君の報告

を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

中村敬治君。 

 〔中村厚生常任委員会委員長登壇〕 

○中村厚生常任委員会委員長 

厚生常任委員会審査報告を行います。 

去る 12 月６日の本会議において当委員会に付

託されました議案８件について、12 月９日に委

員会を開催し、審査を行いましたので、その経過

と結果について御報告申し上げます。 

議案８件については、お手元に配信のとおり原

案可決決定いたしました。 

これより議案審査の過程において委員より出さ

れた質疑、並びに部課長の答弁等を抜粋して報告

いたします。 

議案第 89 号「西予市老人憩の家条例の一部を

改正する条例制定について」、議案第 90 号「西

予市野村高齢者工芸館条例を廃止する条例制定に

ついて」では、跡地利用について質疑があり、西

予市野村老人憩の家については、現在計画してい

る復興まちづくり計画及び野村地区肱川周辺水辺

づくり計画に基づいた整備を計画している。西予

市野村高齢者工芸館については、平成 30 年７月

豪雨で朝霧湖マラソンや乙亥相撲の備品保管倉庫

が被災しており、これらの備品保管庫として活用

したいとの答弁でありました。 

議案第 111 号「令和３年度西予市一般会計補正

予算（第８号）」の人権啓発課所管分では、成年

後見制度利用促進に係る中核機関の設立時期につ

いて質疑があり、年度内に設立検討委員会を開催

し、中核機関設置に向けた協議を重ねていく予定

である。正確な時期は未定であるが、早い時期に

設置できるよう進めていきたいとの答弁でありま

した。 

子育て支援課所管分の放課後児童健全育成事業

では、国庫負担金の返還金について質疑があり、

放課後児童健全育成事業は市内９カ所の施設で行

っており、施設全体で 277 人の利用計画としてい

たが、新型コロナウイルス感染症の影響で、家で

みていただいたことなどの理由から 42 人減の

235 人の実績となったため、国庫負担金を返還し

たとの答弁でありました。 

福祉課所管分では、避難行動要支援者名簿の記

載対象者の要件について質疑があり、避難行動要

支援者は、75 歳以上の独居高齢者、高齢者のみ

の世帯、介護認定３以上の方などである。令和３

年７月６日時点で、避難行動要支援者は市内に

5,793 人で、そのうち自主防災組織や消防団、近

隣協力員等の避難支援関係者への情報共有や個別

避難計画の作成に同意を得られている方は

4,340 人であるとの答弁でありました。 

また、避難行動要支援者名簿の活用について質

疑があり、同意を得られた方の名簿については、

平常時から地区の自主防災組織や消防団などに持

っていただいて、災害時の安否確認や避難行動の

要支援に役立てていただく予定であるとの答弁で

ありました。 

議案第 119 号「令和３年度西予市一般会計補正

予算（第９号）」子育て支援課所管分では、子育

て世帯への臨時特別給付金 10 万円の給付方法に

ついて質疑があり、臨時特別給付金 10 万円のう

ち 5 万円については現金で支給するとの国の方針

に従い、年内に支給する予定であるが、残り 5 万

円については、現在国においてもクーポン券か現

金か支給方法について議論されており詳細が決ま

っていない。子育て世帯の保護者からは現金給付

を希望する声も聞くため、関係機関と協議しなが

ら希望に沿った形での給付としたいと考えている

との答弁でありました。 

また、5 万円をクーポンで支給した場合の事務

手数料について質疑があり、国の方針が定まって

ないため、費用の試算は行っていないが、クーポ

ンの印刷代のほか、換金するための委託手数料等

が発生することが考えられることから、現金給付

に比べ事務的経費がかかる見込みであるとの答弁

でありました。 

さらに、給付金の支給対象者と非対象者につい

ての質疑があり、支給対象者については、令和３
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年９月分の児童手当給付対象児童数 2,816 人、高

校生等の児童数 900 人、公務員の児童手当対象児

童数 870 人、10 月１日から令和４年３月 31 日に

生まれる新生児 114 人、合計 4,700 人を見込んで

いる。対象外の児童数については、高校生や公務

員の児童数は把握できてないが、令和３年９月分

の児童手当受給対象者のうち、特例給付の 35 世

帯 59 人が対象外となるとの答弁でありました。 

以上、委員会審査報告といたします。 

令和３年 12 月 17 日、厚生常任委員会委員長中

村敬治。 

○佐藤議長 

次に、産業建設常任委員会委員長小玉忠重君の

報告を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

小玉忠重君。 

 〔小玉産業建設常任委員会委員長登壇〕 

○小玉産業建設常任委員会委員長 

産業建設常任委員会審査報告をいたします。 

去る 12 月６日の本会議において当委員会に付

託されました議案 20 件、請願１件、陳情１件に

つきまして、12 月９日に委員会を開催し審査を

行いましたので、その経過と結果について御報告

申し上げます。 

議案 20 件については、お手元に配信のとおり

原案可決決定いたしました。また、請願第１号に

ついては不採択、陳情第１号については採択と決

定いたしました。 

これより議案及び請願等の審査の過程において、

委員より出された質疑並びに部課長の答弁を抜粋

して報告いたします。 

議案第 83 号「行政手続等における押印見直し

に伴う関係条例の整理に関する条例制定について」

では、国において、新型コロナウイルス感染症拡

大への対応を契機とし、押印、書面規制、対面規

制の見直しが進められており、本市においても、

手続にかかる負担軽減を図るとともに、行政手続

のデジタル化を推進するため、条例内の西予市火

入れに関する条例に規定する押印義務について廃

止するとの説明がありました。 

議案第 87 号「西予市公園条例の一部を改正す

る条例制定について」では、条例の改正箇所につ

いて質疑があり、三滝渓谷自然公園の中の視覚体

験館、竜沢寺緑地公園内のベンチ５カ所、グラス

スキー場、トリムコース、テニスコート、グラス

スキー場内の売店等を廃止予定で、除却を検討し

ているとの答弁でありました。 

議案第 92 号「西予市有料駐車場の指定管理者

の指定について」では、委員より、駐車場をコイ

ンパーキング化し、管理員として周辺を案内でき

るような人材を配置してはどうかとの質疑があり、

現在、時間貸しの駐車場を無料化する計画をして

おり、管理人による利用料の徴収業務が不要とな

り人件費の削減が可能となるため、廃止の方向で

調整していること、コインパーキングについては、

今後の課題として協議するとの答弁でありました。 

議案第 95 号「高山漁港小浦船揚場の指定管理

者の指定について」では、組合員数について質疑

があり、令和３年４月１日現在、愛媛県漁協明浜

支所は、正組合員が 80 名、准組合員が 70 名であ

るとの答弁でありました。 

議案第 97 号「西予市野村青汁工場の指定管理

者の指定について」では、ケール栽培について、

地元の栽培状況と生産量が不足した際の仕入先に

ついて質疑があり、東宇和農協の約 17 戸から仕

入れており、生産ほ場面積は春で 582 アール、秋

で 242 アール、不足の際の仕入先は、大洲市のＪ

Ａ愛媛たいき、松山市のＪＡえひめ中央、春は長

野県、秋は鹿児島県であるとの答弁でした。 

議案第 111 号「令和３年度西予市一般会計補正

予算（第８号）」農業水産課所管分では、農業環

境保全向上活動支援事業費の田んぼダム実施場所

について質疑があり、宇和町杢所地区及び清沢地

区の２カ所において試験的運用を行うとの答弁で

した。 

建設課所管分では、危険空家除却事業について、

国・県より５件分の追加内示を受け、補助金の増

額補正をするとの説明がありました。毎年希望者

は増えていくと思うが対応はできるのかとの質疑

に対し、今年度は補助枠を 40 件申請し、要望ど

おり 40 件の補助が確定しており、今回５件の追

加で内示を受けたこともあり、新年度の予算要求

としては 45 件を国・県に要望していくとの答弁

でありました。 

請願第１号「米価の暴落阻止のため過剰在庫の

市場隔離と生活困窮者への食料支援を求める請願」

では、米価の暴落阻止のための過剰在庫の市場隔
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離ということと、生活困窮者への食料支援を求め

ることとの整合性が見当たらないとして、全会一

致で不採択と決しました。 

陳情第１号「西予市内建築業者の育成に関する

要望書」では、本年は、木材価格においてウッド

ショックと呼ばれる急激な値上がりが起きたとい

う背景も鑑み、市内建築業者の育成と木材や鉄

骨・鉄筋などの価格高騰への対策とするため、全

会一致で採択と決しました。 

以上、産業建設常任委員会の審査報告といたし

ます。 

令和３年 12 月 17 日、産業建設常任委員会委員

長小玉忠重。 

○佐藤議長 

以上で各委員長の報告は終わりました。 

これより各委員長報告に対する質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○佐藤議長 

以上で質疑を終結といたします。 

討論の通告がありませんので討論を終結といた

します。 

これより議案順に採決を行います。 

まず、議案第 83 号から議案第 89 号までの７件

を一括採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 83 号「行政手続等における押印見直し

に伴う関係条例の整理に関する条例制定について」

から、議案第 89 号「西予市老人憩の家条例の一

部を改正する条例制定について」までの７件は原

案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

異議なしと認めます。よって、議案第 83 号か

ら議案第 89 号までの７件は原案のとおり決定い

たしました。 

次に、議案第 90 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 90 号「西予市野村高齢者工芸館条例を

廃止する条例制定について」は原案のとおり決定

することに賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 90 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 91 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 91 号「西予市野村トレーニングセンタ

ー条例を廃止する条例制定について」は原案のと

おり決定することに賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 91 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 92 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 92 号「西予市有料駐車場の指定管理者

の指定について」は原案のとおり決定することに

賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 92 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 93 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 93 号「西予市あけはまオートキャンプ

場の指定管理者の指定について」は原案のとおり

決定することに賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 93 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 94 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 94 号「西予市明浜ふるさと創生館の指

定管理者の指定について」は原案のとおり決定す

ることに賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 94 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 95 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 
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議案第 95 号「高山漁港小浦船揚場の指定管理

者の指定について」は原案のとおり決定すること

に賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 95 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 96 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 96 号「西予市物産会館の指定管理者の

指定について」は原案のとおり決定することに賛

成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 96 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 97 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 97 号「西予市野村青汁工場の指定管理

者の指定について」は原案のとおり決定すること

に賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 97 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 98 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 98 号「西予市渓筋農林水産物処理加工

施設の指定管理者の指定について」は原案のとお

り決定することに賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 98 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 99 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 99 号「西予市野村畜産総合振興センタ

ーの指定管理者の指定について」は原案のとおり

決定することに賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 99 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 100 号を採決いたします。 

議案第 100 号「西予市野村飼料混合施設の指定

管理者の指定について」は原案のとおり決定する

ことに賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 100 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 101 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 101 号「西予市大野ヶ原集落環境管理施

設の指定管理者の指定について」は原案のとおり

決定することに賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 101 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 102 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 102 号「西予市城川産地形成等促進施設

の指定管理者の指定について」は原案のとおり決

定することに賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 102 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 103 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 103 号「西予市城川食肉加工センターの

指定管理者の指定について」は原案のとおり決定

することに賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 103 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 104 号を採決いたします。 
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お諮りいたします。 

議案第 104 号「西予市城川特産品センターの指

定管理者の指定について」は原案のとおり決定す

ることに賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 104 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 105 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 105 号「西予市城川農産物加工センター

の指定管理者の指定について」は原案のとおり決

定することに賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 105 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 106 号及び議案第 107 号の２件を

一括採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 106 号「八幡浜・大洲地区広域市町村圏

組合規約の変更について」及び議案第 107 号「愛

媛県市町総合事務組合規約の変更について」の２

件は原案のとおり決定することに御異議ありませ

んか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

異議なしと認めます。よって、議案第 106 号及

び議案第 107 号の２件は原案のとおり決定いたし

ました。 

次に、議案第 108 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 108 号「愛媛県市町総合事務組合の共同

処理事務構成団体からの脱退に伴う財産処分につ

いて」は原案のとおり決定することに御異議あり

ませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

異議なしと認めます。よって、議案第 108 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 109 号及び議案第 110 号の２件を

一括採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 109 号「市道路線の廃止について」及び

議案第 110 号「市道路線の認定について」の２件

は原案のとおり決定することに御異議ありません

か。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

異議なしと認めます。よって、議案第 109 号及

び議案第 110 号の２件は原案のとおり決定いたし

ました。 

次に、議案第 111 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 111 号「令和３年度西予市一般会計補正

予算（第８号）」は原案のとおり決定することに

賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 111 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、議案第 112 号及び議案第 113 号の２件を

一括して採決いたします。 

議案第 112 号「令和３年度西予市国民健康保険

特別会計補正予算（第２号）」及び議案第 113 号

「令和３年度西予市病院事業会計補正予算（第２

号）」の２件は原案のとおり決定することに賛成

の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 112 号及

び議案第 113 号の２件は原案のとおり決定いたし

ました。 

次に、議案第 118 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 118 号「四国西予ジオミュージアムの設

置及び管理に関する条例制定について」は原案の

とおり決定することに賛成の議員の起立を求めま

す。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 118 号は

原案のとおり決定いたしました。 
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次に、議案第 119 号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

議案第 119 号「令和３年度西予市一般会計補正

予算（第９号）」は原案のとおり決定することに

賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 119 号は

原案のとおり決定いたしました。 

次に、請願第１号を採決いたします。 

本案に対する委員長報告は不採択であります。 

お諮りいたします。 

請願第１号「米価の暴落阻止のため過剰在庫の

市場隔離と生活困窮者への食料支援を求める請願」

は原案のとおり採択することに賛成の議員の起立

を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立少数であります。よって、請願第１号は不

採択とすることに決定いたしました。 

次に、陳情第１号を採決いたします。 

お諮りいたします。 

陳情第１号「西予市内建築業者の育成に関する

要望書」は原案のとおり採択することに賛成の議

員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、陳情第１号は原

案のとおり採択することに決定いたしました。 

 （日程２） 

○佐藤議長 

次に、日程第２、議案第 120 号「林道黒森支線

地すべり災害復旧工事請負契約について」を議題

といたします。 

理事者の説明を求めます。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

酒井産業部長。 

 〔酒井産業部長登壇〕 

○酒井産業部長 

議案第 120 号「林道黒森支線地すべり災害復旧

工事請負契約について」提案理由の御説明を申し

上げます。 

本工事は、令和元年８月 14 日から令和３年２

月 25 日にかけて発生した地すべり活動による法

面及び路体崩壊等の変異に対し、適切な森林管理

を行う重要な林道として早期の復旧を図るため、

12 月 14 日、事後審査型条件付一般競争入札を執

行し、山本建設株式会社 代表取締役山本初市氏

と請負金額 1 億 9470 万円で、工事請負仮契約を

締結いたしましたので、議会の議決を求めるもの

であります。 

よろしく御審議の上、御決定くださいますよう

お願いいたします。 

○佐藤議長 

理事者の説明は終わりました。 

これより本案に対する質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

中村敬治君。 

○14 番中村敬治君 

ただいま部長から説明のありました地すべり工

事について質疑をいたしますが、山本建設株式会

社が仮契約しているということでございますが、

この工事内容を見ますと、この工事に関係する建

設業の許可は山本建設においては、一般土木工事

ととび土工工事ではなかろうかと思いますが、参

考資料についております工事概要を見ますと、現

場吹付法枠工とか、植生基材吹付、モルタル吹付、

アンカー工 36 本とか、種子吹付、横穴排水ボー

リングが８本で 260 メートルあると。そして、集

水井戸の工事もございます。このように多岐にわ

たっておるわけでございますが、主に法面工、ア

ンカー工、ボーリング工等でございます。 

特殊工事が主たる工事になっておりますが、こ

ういうことになりますと、下請に出されるんじゃ

なかろうかと思われるわけですけれども、西予市

の工事請負契約約款、あるいは土木工事の共通仕

様書に当てはめて下請に出されることについて、

内容について十分審査されたのか、その審査の概

要についてお知らせ願ったらと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山住総務部長。 
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○山住総務部長 

ただいまの中村議員からの御質問にお答えさせ

ていただきます。 

今回の入札の方法につきましては事後審査型の

条件付一般競争入札とさせていただいております。

これにつきましては、入札を行いまして、落札候

補者を決定いたしまして、その上でその落札候補

者から、この工事に関する同種工事の施工の実績、

また技術者の資格従事者等の内容を提出いただき

まして、その内容を審査した上で、落札者として

最終的には決定をする流れとなっております。 

今回の工事につきましては、下請に出す予定に

ついては、これだけの工種がありますので下請が

出るのは当然でございます。今回の工事の建設業

の許可につきましては特定ということで、今回あ

らかじめ公告をし実施しておるところでございま

す。細かい下請の内容につきましてはまだこちら

で承知をしておりませんので、御了承いただきた

いと思います。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

中村敬治君。 

○14 番中村敬治君 

審査をどのようにされたのか、要するに下請人

として出されるということになれば、工事自体が

十分元請ができないんじゃないんかと思うわけで

すけれども、下請に出すものについてね、パーセ

ントが半分以上になると、西予市としては、共通

仕様書あるいは約款に違反するとかしないとか、

その辺も含めて、事前に十分検討されてないと仮

契約自体もなかなか結べないのかなと思っており

ますので、その辺のところ仮契約を結ぶに当たっ

てそういうところまで十分審査されているのかど

うかということをお尋ねしておるわけです。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

山住総務部長。 

○山住総務部長 

この落札者の決定の段階におきましては、まず、

会社の実績、過去 20 年間に１件の工事請負額が

1 億円以上の土木一式工事における元請として実

績がある者、そして、技術者の要件としては、土

木工事に係る監理技術者の資格を有する者をこの

施工場所に専任で配置すること、これらのことが

できるかどうかという段階で審査をいたしており

ます。 

したがいまして、現段階におきまして、その下

請の発注の状況等についてまで審査をするわけで

はございません。 

先ほど申し上げた段階での審査ということで落

札者と決定をしているところでございます。 

以上でございます。 

○佐藤議長 

ほかに質疑はございませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○佐藤議長 

以上で質疑を終結といたします。 

お諮りいたします。 

議案第 120 号は会議規則第 37 条第３項の規定

により委員会付託を省略したいと思います。これ

に御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

異議なしと認め、そのように決定いたしました。 

討論はありませんか。 

 〔発言する者なし〕 

○佐藤議長 

討論なしと認めます。 

これより採決を行います。 

お諮りいたします。 

議案第 120 号「林道黒森支線地すべり災害復旧

工事請負契約について」は原案のとおり決定する

ことに賛成の議員の起立を求めます。 

 〔賛成者起立〕 

○佐藤議長 

御着席ください。 

起立全員であります。よって、議案第 120 号は

原案のとおり決定いたしました。 

 （日程３） 

○佐藤議長 

次に、日程第３、議員派遣の件についてを議題

といたします。 

お諮りいたします。 

お手元に配信いたしております本件を承認する

ことに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

異議なしと認めます。よって、議員派遣の件に
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ついては本件のとおり承認することに決定いたし

ました。 

この際お諮りいたします。 

ただいま決定いたしました議員派遣の内容につ

いて、諸般の事情により変更が生じる場合には議

長に一任を願いたいと思いますが、これに御異議

ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

異議なしと認め、そのように決定いたしました。 

以上で全日程を終了いたしました。 

管家市長より閉会の挨拶があります。 

 〔「議長」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤議長 

管家市長。 

 〔管家市長登壇〕 

○管家市長 

第４回定例会の閉会に当たりまして、一言御挨

拶を申し上げます。11 月 29 日から本日まで、

19 日間にわたる会期の中で、一般質問をはじめ、

上程いたしました条例制定、補正予算、指定管理

者の指定などの重要な案件をいずれも原案どおり

可決いただきました。議員の皆様方におかれまし

ては熱心な御審議をいただきましたことに厚く御

礼申し上げます。 

今議会の開会挨拶の中でも触れましたが、新型

コロナウイルスの新規感染者数は、現在のところ、

国内では１週間の１日平均 100 人台で推移してお

り、オミクロン株の懸念もありますが、落ちつい

た状況が続いております。県内でも 20 日間以上

新規感染者が確認されておりません。 

当市におきましても、３回目のワクチン接種が

今月から医療従事者を対象に始まっており、今後、

段階的に接種券の送付及び予約受付を行い、接種

を進めてまいります。安心して生活できる環境を

整えるためにも、可能な限りワクチン接種を受け

ていただきますようお願いいたします。 

そうした状況の変化に伴い、今後、社会経済活

動の回復に向けて、社会全体の動きが活発化して

まいります。 

感染予防対策の徹底に努めながら、飲食業や観

光業などの分野では、徐々に活気が戻ってきてい

るようですし、これまで実施を見送っていたイベ

ントや集客事業も開催の動きが見えてまいりまし

た。 

当市におきましても、令和４年成人式を西予市

全体 326 名を対象に、宇和文化会館において、年

明け１月３日に開催する予定といたしております。

開催がかなわなかった令和３年の新成人の皆さん

には申し訳なく思うところでありますが、御理解

いただきますようお願いを申し上げます。 

コロナ禍にありまして、若者の生活環境も大き

な影響を受けており、進学や就職で西予の地を離

れている新成人の皆様の中には、西予市の実家に

帰省するのも久しぶりという方も大勢いらっしゃ

ると思います。成人式の機会に、友人や家族との

久しぶりの再会を喜び、近況の報告や将来を語り

合うなど、成人の節目の日を大切に迎えていただ

きたいと思います。 

現在、国会では、第１次補正予算の審議が進め

られております。とりわけ子育て世帯への 10 万

円の臨時特別給付金につきましては、連日報道等

で注目を集めているところであります。 

当市では、先行給付の 5 万円につきましては、

今議会で補正予算の議決をいただいたところであ

り、まずは 12 月 24 日に本年９月分の児童手当の

支給を受けている保護者世帯に支給できるよう準

備を進めてまいります。 

国においては、先般３つのパターンの支給方法

について指針を示されたところです。全国的に現

金給付の傾向が強いようで、10 万円の一括支給

を予定している自治体もあるようですが、本市に

おきましては、昨日の新聞報道にもありましたよ

うに、クーポン券ではなく現金給付によることと

し、関連経費は１月中に補正予算措置をする予定

であります。２月上旬の児童手当支給日に合わせ

て、所定の期限までに申請のあった世帯を含め、

約 2,450 の対象世帯に給付予定といたしておりま

す。この臨時給付金の支給を受けられた対象世帯

の皆さんには、有効に活用いただきまして、地域

経済の活性化につながるよう市内消費に努めてい

ただければと思っているところであります。 

今年も残すところあと２週間余りとなりました。 

今年は東京オリンピック・パラリンピック

2020 の開催の年でもあり、本来であれば国中が

活気あふれる年になるところでしたが、やはり新

型コロナの対応・対策に振り回された１年であり

ました。 
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こうした中にありましても、当市では、平成

30 年７月豪雨からの復旧・復興は着実に進める

ことができ、災害復旧工事につきましては、遅れ

ておりました農業施設、河川関連工事などもめど

が立ってまいりました。来年度中にはおおむね完

了する見通しであります。 

年明けの１月中旬には、四国西予ジオパークの

再認定の可否が決定されます。よい知らせが届く

ことを信じているところであり、４月にはジオミ

ュージアムもオープンいたします。アフターコロ

ナにおける人流の活発化に合わせて、大勢の来館

者を期待するとともに、西予市の魅力に触れてい

ただきたいと思っております。 

また、現在、野村支所の改築工事を進めており、

来年秋ごろには完成予定であります。豪雨災害か

らの復興のシンボルでもあり、行政機関だけにと

どまらない、民間団体・機関との複合施設であり、

新しい行政形態の表れの一つとも感じております。 

そして、地域づくり活動センターに関しまして

は、最終の準備段階に入ります。市政懇談会も残

すところ２つの地区となりましたが、会の中でい

ただきました意見等を踏まえ、年度内に計画を策

定し、令和５年４月からのセンター化に向けて、

それぞれの地域で具体的な活動に関する計画づく

りに入っていただきたいと思っております。 

地域づくり活動センターは、人口減少、少子高

齢化、また、厳しさを増す財政状況の中で、地域

の皆さんと行政が知恵を出し合える新たな地域づ

くりへの挑戦であり、新たな一歩を踏み出す転換

期でもあると考えております。 

今後さらに地域との情報の共有、連携を深め、

進めてまいりたいと思います。 

来年の干支は寅であります。寅は勇猛果敢で決

断力と才知の象徴と言われますが、来年は壬寅に

当たるようで、厳しい冬を越えて、芽吹き始め、

新しい成長の礎となるイメージもあるようでござ

います。まさしく、当市にとりまして、大きな改

革を迎える前の大きな基礎を築く年となります。 

引き続き御支援、御協力をお願いいたします。 

師走に入り、気ぜわしさも感じるようになりま

した。比較的温暖な気候が続いており、年末年始

も強い寒波が襲来する予想は低いようであります

が、今晩はこの冬一番の寒気が流れ込むとの予報

も出ているようで、突然の寒波ということもござ

います。 

議員各位におかれましては、健康に十分御留意

をいただき、穏やかに新しい年を迎えられますこ

とを御祈念申し上げまして、閉会の挨拶といたし

ます。１年間誠にありがとうございました。 

○佐藤議長 

これをもって、令和３年第４回西予市議会定例

会を閉会といたします。 

 

 

 閉会 午後３時06分 
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 地方自治法第123条第２項の規定によりここに

署名する。 

 

 

  西予市議会議長 

 

 

   同   議員 

 

 

   同   議員 

 



 

 

 

 

付 録 
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令和３年第４回西予市議会定例会会期日程表 

 

会期11月29日（月）～12月17日（金）    （会期19日間） 
 

月  日 曜日 日   程 備  考 

 11月29日 月 本会議（開会） 

・全員協議会（午前８時45分開

会） 

・理事者提案理由説明 

・質疑 

・即決議案採決 

・行政報告会 

 11月30日 火 休   会  

 12月１日 水 休   会  

 12月２日 木 休   会 ・質疑通告〆切 

 12月３日 金 本 会 議 ・一般質問 

 12月４日 土 休   会  

 12月５日 日 休   会  

 12月６日 月 本 会 議 

・一般質問 

・質疑・委員会付託 

・全員協議会 

 12月７日 火 休   会  

 12月８日 水 休   会  

 12月９日 木 常任委員会  

 12月10日 金 常任委員会  

 12月11日 土 休   会  

 12月12日 日 休   会  

 12月13日 月 休   会  

 12月14日 火 休   会  

 12月15日 水 休   会 ・討論通告〆切 

 12月16日 木 休   会  

 12月17日 金 本 会 議 

・行政報告会 

・全員協議会（午後１時開会） 

・委員長報告 

・質疑・討論・採決 

・即決議案採決 
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令和３年第４回西予市議会定例会議決結果表 

 

議案番号 件          名 議決年月日 議決結果 

議案第  081号 
ＣＡＴＶ整備事業 野村サブセンター整備工事請負

契約について 
03.11.29 原案可決 

議案第  082号 
西予市同報系防災行政無線デジタル整備(宇和地区)

に伴う機器の取得の変更について 
03.11.29 原案可決 

議案第   83号 
行政手続等における押印見直しに伴う関係条例の整

理に関する条例制定について 
03.12.17 原案可決 

議案第   84号 
西予市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制

定について 
03.12.17 原案可決 

議案第   85号 
西予市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定

について 
03.12.17 原案可決 

議案第   86号 

西予市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例制定について 

03.12.17 原案可決 

議案第   87号 西予市公園条例の一部を改正する条例制定について 03.12.17 原案可決 

議案第   88号 
西予市社会体育施設条例の一部を改正する条例制定

について 
03.12.17 原案可決 

議案第   89号 
西予市老人憩の家条例の一部を改正する条例制定に

ついて 
03.12.17 原案可決 

議案第   90号 
西予市野村高齢者工芸館条例を廃止する条例制定に

ついて 
03.12.17 原案可決 

議案第   91号 
西予市野村トレーニングセンター条例を廃止する条

例制定について 
03.12.17 原案可決 

議案第   92号 西予市有料駐車場の指定管理者の指定について 03.12.17 原案可決 

議案第   93号 
西予市あけはまオートキャンプ場の指定管理者の指

定について 
03.12.17 原案可決 

議案第   94号 
西予市明浜ふるさと創生館の指定管理者の指定につ

いて 
03.12.17 原案可決 

議案第   95号 高山漁港小浦船揚場の指定管理者の指定について 03.12.17 原案可決 

議案第   96号 西予市物産会館の指定管理者の指定について 03.12.17 原案可決 

議案第   97号 西予市野村青汁工場の指定管理者の指定について 03.12.17 原案可決 

議案第   98号 
西予市渓筋農林水産物処理加工施設の指定管理者の

指定について 
03.12.17 原案可決 

議案第   99号 
西予市野村畜産総合振興センターの指定管理者の指

定について 
03.12.17 原案可決 

議案第  100号 
西予市野村飼料混合施設の指定管理者の指定につい

て 
03.12.17 原案可決 

議案第  101号 
西予市大野ヶ原集落環境管理施設の指定管理者の指

定について 
03.12.17 原案可決 

議案第  102号 
西予市城川産地形成等促進施設の指定管理者の指定

について 
03.12.17 原案可決 

議案第  103号 
西予市城川食肉加工センターの指定管理者の指定に

ついて 
03.12.17 原案可決 

議案第  104号 
西予市城川特産品センターの指定管理者の指定につ

いて 
03.12.17 原案可決 

議案第  105号 
西予市城川農産物加工センターの指定管理者の指定

について 
03.12.17 原案可決 
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議案番号 件          名 議決年月日 議決結果 

議案第  106号 
八幡浜・大洲地区広域市町村圏組合規約の変更につ

いて 
03.12.17 原案可決 

議案第  107号 愛媛県市町総合事務組合規約の変更について 03.12.17 原案可決 

議案第  108号 
愛媛県市町総合事務組合の共同処理事務構成団体か

らの脱退に伴う財産処分について 
03.12.17 原案可決 

議案第  109号 市道路線の廃止について 03.12.17 原案可決 

議案第  110号 市道路線の認定について 03.12.17 原案可決 

議案第  111号 令和３年度西予市一般会計補正予算(第８号) 03.12.17 原案可決 

議案第  112号 
令和３年度西予市国民健康保険特別会計補正予算(第

２号) 
03.12.17 原案可決 

議案第  113号 令和３年度西予市病院事業会計補正予算（第２号） 03.12.17 原案可決 

議案第  114号 
西予市職員の給与に関する条例の一部を改正する条

例制定について 
03.11.29 原案可決 

議案第  115号 
西予市特別職の職員で常勤のものの給与等に関する

条例の一部を改正する条例制定について 
03.11.29 原案可決 

議案第  116号 
西予市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する

条例の一部を改正する条例制定について 
03.11.29 原案可決 

議案第  117号 
西予市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関す

る条例の一部を改正する条例制定について 
03.11.29 原案可決 

議案第  118号 
四国西予ジオミュージアムの設置及び管理に関する

条例制定について 
03.12.17 原案可決 

議案第  119号 令和３年度西予市一般会計補正予算(第９号) 03.12.17 原案可決 

議案第  120号 
林道黒森支線地すべり災害復旧工事請負契約につい

て 
03.12.17 原案可決 

請願第  １号 
米価の暴落阻止のため過剰在庫の市場隔離と生活困

窮者への食料支援を求める請願 
03.12.17 不 採 択 

陳情第  １号 西予市内建築業者の育成に関する要望書 03.12.17 採  択 

報告第  21号 専決処分事項の報告について 03.11.29 報  告 

 議員派遣の件について 03.12.17 承  認 
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諸  般  報  告  書 

 

月  日 出 席 者 行   事   名 

９月３日 全 議 員 令和３年第３回定例会 一般質問 

９月６日 全 議 員 令和３年第３回定例会 一般質問 

９月７日 

全 議 員 令和３年第３回定例会 一般質問・質疑・委員会付託 

関 係 議 員 決算審査特別委員会 

全 議 員 行政報告会 

９月９日 
関 係 議 員 総務常任委員会 

関 係 議 員 厚生常任委員会 

９月10日 関 係 議 員 産業建設常任委員会 

９月17日 

全 議 員 行政報告会 

全 議 員 令和３年第３回定例会 

議長・関係議員 議会運営委員会 

関 係 議 員 消防体制検討特別委員会 

関 係 議 員 市民と議会との意見交換会実行委員会 

９月22日 関 係 議 員 決算審査特別委員会（総務分科会） 

９月24日 関 係 議 員 決算審査特別委員会（厚生分科会） 

９月27日 関 係 議 員 決算審査特別委員会（産業建設分科会） 

９月28日 関 係 議 員 議会だより編集委員会 

10月４日 関 係 議 員 決算審査特別委員会 

10月６日 関 係 議 員 議会だより編集委員会 

10月８日 

全 議 員 行政報告会 

全 議 員 議員全員協議会 

全 議 員 令和３年第３回定例会閉会 

10月12日 議長・副議長 愛媛県市議会議長会秋期定期総会 

10月18日 議長・関係議員 市民と議会との意見交換会（厚生常任委員会） 

10月19日 議長・総務委員長 八幡浜・大洲地区広域市町村圏組合議会定例会 

10月25日 関 係 議 員 総務常任委員会所管事務調査 

11月４日 議長・関係議員 市民と議会との意見交換会（総務常任委員会） 

11月５日 
議長・関係議員 西予市道路格付専門委員会 

関 係 議 員 市民と議会との意見交換会実行委員会 

11月８日 議長・副議長 四国西南地域市議会議長懇談会定期総会 

11月９日 
議 長 西予市クロッケー大会 

全 議 員 行政報告会 

11月15日 議 長 全国過疎地域自立促進連盟定期総会 

11月17日 関 係 議 員 産業建設常任委員会所管事務調査 

11月18日 議 長 あきる野市議会行政視察受入 
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月  日 出 席 者 行   事   名 

11月19日 
議長・関係議員 議会運営委員会 

関 係 議 員 議会だより編集委員会 

11月22日 議 長 南予水道企業団定例会 

11月25日 議長・関係議員 議会運営委員会 

11月26日 議長・産建委員長 建設事業推進協議会 

11月27日 議長・関係議員 第170回乙亥大相撲 

11月29日 
全 議 員 議員全員協議会 

全 議 員 令和３年第４回定例会 開会 
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令和３年12月10日 

 

西予市議会議長 

  佐 藤  恒 夫 様 

 

総務常任委員会        

委員長  源  正 樹    

 

委 員 会 審 査 報 告 書 

 

 当委員会に付託された事件は、審査の結果、下記のとおり決定したので会議規則第109条の規定に

より報告致します。 

 

議案番号 事      件      名 審査結果 

議案第083号 
行政手続等における押印見直しに伴う関係条例の整理に関する

条例制定について 
原案可決 

議案第084号 西予市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定について 原案可決 

議案第088号 西予市社会体育施設条例の一部を改正する条例制定について 原案可決 

議案第106号 八幡浜・大洲地区広域市町村圏組合規約の変更について 原案可決 

議案第107号 愛媛県市町総合事務組合規約の変更について 原案可決 

議案第108号 
愛媛県市町総合事務組合の共同処理事務構成団体からの脱退に

伴う財産処分について 
原案可決 

議案第111号 令和３年度西予市一般会計補正予算(第８号) 原案可決 

議案第118号 
四国西予ジオミュージアムの設置及び管理に関する条例制定に

ついて 
原案可決 

議案第119号 令和３年度西予市一般会計補正予算(第９号) 原案可決 
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令和３年12月９日 

 

西予市議会議長 

  佐 藤  恒 夫 様 

 

厚生常任委員会          

委員長  中 村  敬 治  

 

委 員 会 審 査 報 告 書 

 

 当委員会に付託された事件は、審査の結果、下記のとおり決定したので会議規則第109条の規定に

より報告致します。 

 

議案番号 事      件      名 審査結果 

議案第085号 西予市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について 原案可決 

議案第 86号 
西予市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例制定について 
原案可決 

議案第 89号 西予市老人憩の家条例の一部を改正する条例制定について 原案可決 

議案第 90号 西予市野村高齢者工芸館条例を廃止する条例制定について 原案可決 

議案第111号 令和３年度西予市一般会計補正予算(第８号) 原案可決 

議案第112号 令和３年度西予市国民健康保険特別会計補正予算(第２号) 原案可決 

議案第113号 令和３年度西予市病院事業会計補正予算（第２号） 原案可決 

議案第119号 令和３年度西予市一般会計補正予算(第９号) 原案可決 
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令和３年12月９日 

 

西予市議会議長 

  佐 藤  恒 夫 様 

 

産業建設常任委員会      

委員長  小 玉  忠 重  

 

委 員 会 審 査 報 告 書 

 

 当委員会に付託された事件は、審査の結果、下記のとおり決定したので会議規則第109条の規定に

より報告致します。 

 

議案番号 事      件      名 審査結果 

議案第 83号 
行政手続等における押印見直しに伴う関係条例の整理に関する

条例制定について 
原案可決 

議案第 87号 西予市公園条例の一部を改正する条例制定について 原案可決 

議案第 91号 
西予市野村トレーニングセンター条例を廃止する条例制定につ

いて 
原案可決 

議案第 92号 西予市有料駐車場の指定管理者の指定について 原案可決 

議案第 93号 西予市あけはまオートキャンプ場の指定管理者の指定について 原案可決 

議案第 94号 西予市明浜ふるさと創生館の指定管理者の指定について 原案可決 

議案第 95号 高山漁港小浦船揚場の指定管理者の指定について 原案可決 

議案第 96号 西予市物産会館の指定管理者の指定について 原案可決 

議案第 97号 西予市野村青汁工場の指定管理者の指定について 原案可決 

議案第 98号 
西予市渓筋農林水産物処理加工施設の指定管理者の指定につい

て 
原案可決 

議案第 99号 西予市野村畜産総合振興センターの指定管理者の指定について 原案可決 

議案第100号 西予市野村飼料混合施設の指定管理者の指定について 原案可決 

議案第101号 西予市大野ヶ原集落環境管理施設の指定管理者の指定について 原案可決 

議案第102号 西予市城川産地形成等促進施設の指定管理者の指定について 原案可決 

議案第103号 西予市城川食肉加工センターの指定管理者の指定について 原案可決 

議案第104号 西予市城川特産品センターの指定管理者の指定について 原案可決 

議案第105号 西予市城川農産物加工センターの指定管理者の指定について 原案可決 

議案第109号 市道路線の廃止について 原案可決 

議案第110号 市道路線の認定について 原案可決 

議案第111号 令和３年度西予市一般会計補正予算(第８号) 原案可決 
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令和３年12月９日 

 

西予市議会議長 

  佐 藤  恒 夫 様 

 

産業建設常任委員会      

委員長  小 玉  忠 重  

 

請 願 等 審 査 報 告 書 

 

 当委員会に付託された事件は、審査の結果、下記のとおり決定したので会議規則第142条の規定に

より報告致します。 

 

議案番号 事      件      名 審査結果 

請願第１号 
米価の暴落阻止のため過剰在庫の市場隔離と生活困窮者への食

料支援を求める請願 
不 採 択 

陳情第１号 西予市内建築業者の育成に関する要望書 採  択 
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総務常任委員会審査報告書 

 

【審査した議案】 

議案第83号 行政手続等における押印見直しに伴う関係条例の整理に関する条例制定について 

議案第84号  西予市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定について 

議案第88号  西予市社会体育施設条例の一部を改正する条例制定について 

議案第106号 八幡浜・大洲地区広域市町村圏組合規約の変更について 

議案第107号 愛媛県市町総合事務組合規約の変更について 

議案第108号 愛媛県市町総合事務組合の共同処理事務構成団体からの脱退に伴う財産処分について 

議案第111号 令和３年度西予市一般会計補正予算(第８号) 

議案第118号 四国西予ジオミュージアムの設置及び管理に関する条例制定について 

議案第119号 令和３年度西予市一般会計補正予算(第９号) 

以上９議案については、原案可決決定した。 

 

【審査経過及び意見等】 

議案第111号「令和３年度西予市一般会計補正予算(第８号)」の財政課所管分では、歳入歳出予算

の調整に伴い財政調整基金繰入金を4213万円減額し、財政調整基金の残高が今回の補正後21億4871万

円となる見込みになるとの説明があった。 

まちづくり推進課所管分では、城川町に建設されている四国西予ジオミュージアムのオープン日

程の質疑について、建物の完成は令和４年３月中旬を見込んでおり、オープンについては、令和４年

４月23日を予定、前日の22日には落成式及び講演会を行い、関係者及び地域の方々の内覧を予定して

いるとの答弁であった。また、高校魅力化事業の地域おこし協力隊インターン制度についての質疑に

ついて、今年度から総務省で新たに開始された制度であり、約２週間から３か月の間、大学生等に対

し地域おこし協力隊の取組を就業体験として実施するもので、三瓶公営塾に６名募集する予定である

との答弁であった。 

政策推進課所管分については、八幡浜・大洲地区広域市町村圏組合規約の変更に伴い、八幡浜・

大洲地区ふるさと市町村圏基金が廃止されることから、西予市の出資金9308万7000円が返還されると

の説明があった。 

教育総務課所管分については、スクールバスの利用範囲についての質疑に対し、今後市長部局の

まちづくり推進課とともに全体を見越して柔軟に対応していきたいと考えているとの答弁であった。 

学校教育課所管分については、ＩＣＴ支援員についての質疑に対し、今年度から始まったＧＩＧ

Ａスクールにおいて、ＩＣＴ支援員が効果的に活用され、事業の効果も上がり教職員の負担軽減の点

でも大変役立っており、当面はこのＩＣＴ支援員の活用を進めていきたいとの答弁であった。また、

児童が使用するドリルソフトについての質疑に対し、ドリルソフトの利点として、小学校１年生から

６年生までの学習内容の振り返りや予習がスムーズにでき、子ども達が実際にそのドリルをやった結

果が瞬時にわかり成績等にも反映されるため教職員の業務改善にもつながるとの答弁であった。 

消防総務課所管分については、八幡浜地区施設事務組合からの脱退に関する住民に対する周知の

質疑について、三瓶地区３地区では住民説明会を開催しているが、旧東宇和地区の住民に対してもし

っかりと理解を求めるよう進めていくとの答弁であった。 
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議案第118号 「四国西予ジオミュージアムの設置及び管理に関する条例制定について」では、ジ

オミュージアムの観覧料について、ギャラリーしろかわとのセット料金等は考えられないかという質

疑に対し、観覧料については周辺施設との連携が必要だと感じている。令和４年度の四国西予ジオミ

ュージアムの入館者の状況を見極め、早ければ令和５年度から共通券の導入について検討したいと考

えている。またふるさと祭りなどとの連携についても担当課、地域との協議を行いたいとの答弁であ

った。 

議案第119号「令和３年度西予市一般会計補正予算(第９号)」教育総務課所管分では、小学校管理

事業において老朽化した小学校校舎の定期的な点検の実施状況の質疑について、毎年度の初めに校舎

等の点検は行っているが、専門業者等を入れての劣化調査等は現在行っていない。ただ、今回のよう

に剥落する場所が多数あることから、来年度予算等で専門的な調査ができるように配慮していきたい

との答弁であった。 

 

 

以上、総務常任委員会審査報告とする。 

 

令和３年12月17日 

 

                       総務常任委員会     

                         委員長  源 正樹  
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厚生常任委員会審査報告書 

 

【審査した議案】 

議案第85号 西予市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について 

議案第86号 西予市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例制定について 

議案第89号 西予市老人憩の家条例の一部を改正する条例制定について 

議案第90号 西予市野村高齢者工芸館条例を廃止する条例制定について 

議案第111号 令和３年度西予市一般会計補正予算(第８号) 

      （歳入・歳出予算に関する厚生常任委員会所管分） 

議案第112号 令和３年度西予市国民健康保険特別会計補正予算(第２号) 

議案第113号 令和３年度西予市病院事業会計補正予算(第２号) 

議案第119号 令和３年度西予市一般会計補正予算(第９号) 

      （歳入・歳出予算に関する厚生常任委員会所管分） 

以上８議案については、原案可決決定した。 

 

【審査経過及び意見等】 

 議案第89号「西予市老人憩の家条例の一部を改正する条例制定について」、議案第90号「西予市野

村高齢者工芸館条例を廃止する条例制定について」では、跡地利用について質疑があり、西予市野村

老人憩の家については、現在計画している復興まちづくり計画及び野村地区肱川周辺水辺づくり計画

に基づいた整備を計画している。西予市野村高齢者工芸館については、平成30年７月豪雨で朝霧湖マ

ラソンや乙亥大相撲の備品保管倉庫が被災しており、これらの備品保管庫として活用したいとの答弁

であった。 

議案第111号「令和３年度西予市一般会計補正予算（第８号）」の人権啓発課所管分では、成年後

見制度利用促進に係る中核機関の設立時期について質疑があり、年度内に設立検討委員会を開催し、

中核機関設置に向けた協議を重ねていく予定である。正確な時期は未定であるが、早い時期に設置で

きるよう進めていきたいとの答弁であった。 

子育て支援課所管分の放課後児童健全育成事業では、国庫負担金の返還金について質疑があり、

放課後児童健全育成事業は市内９カ所の施設で行っており、施設全体で277人の利用計画としていた

が、新型コロナウイルス感染症の影響で、家でみていただいたことなどの理由から42人減の235人の

実績となったため国庫負担金を返還したとの答弁であった。 

福祉課所管分では、避難行動要支援者名簿の記載対象者の要件について質疑があり、避難行動要

支援者は、75歳以上の独居高齢者、高齢者のみの世帯、介護認定３以上の方などである。令和３年７

月６日時点での避難行動要支援者は市内に5,793人で、そのうち自主防災組織や消防団、近隣協力員

等の避難支援関係者への情報共有や個別避難計画の作成に同意を得られている方は4,340人であると

の答弁であった。 

また、避難行動要支援者名簿の活用について質疑があり、同意を得られた方の名簿については、

平常時から地区の自主防災組織や消防団などに持っていただいて、災害時の安否確認や避難行動の要

支援に役立てていただく予定であるとの答弁であった。 
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議案第119号「令和３年度西予市一般会計補正予算(第９号)」子育て支援課所管分では、子育て世

帯への臨時特別給付金10万円の給付方法について質疑があり、臨時特別給付金10万円のうち5万円に

ついては現金で支給するとの国の方針に従い年内に支給する予定であるが、残り5万円については、

現在、国においてもクーポンか現金か支給方法について議論されており詳細が決まっていない。子育

て世帯の保護者からは現金給付を希望する声も聞くため、関係機関と協議しながら希望に沿った形で

の給付としたいと考えているとの答弁であった。 

また、5万円をクーポンで支給した場合の事務手数料について質疑があり、国の方針が定まってい

ないため、費用の試算は行っていないが、クーポンの印刷代のほか、換金するための委託手数料等が

発生することが考えられることから、現金給付に比べ事務的経費がかかる見込みであるとの答弁であ

った。 

さらに、給付金の支給対象者と非対象者について質疑があり、支給対象者については、令和３年

９月分の児童手当受給対象児童数2,816人、高校生等の児童数900人、公務員の児童手当支給対象児童

者数870人、10月１日から令和４年３月31日に生まれる新生児114人、合計4,700人を見込んでいる。

対象外の児童数については、高校生や公務員の児童数は把握できていないが、令和３年９月分の児童

手当受給対象者のうち、特例給付の35世帯59人が対象外となるとの答弁であった。 

 

 

 以上、委員会審査報告とする。 

 

令和３年12月17日 

 

厚生常任委員会     

委員長  中村 敬治 
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産業建設常任委員会審査報告書 

 

【審査した議案】 

議案第83号 行政手続等における押印見直しに伴う関係条例の整理に関する条例制定について 

議案第87号 西予市公園条例の一部を改正する条例制定について 

議案第91号 西予市野村トレーニングセンター条例を廃止する条例制定について 

議案第92号 西予市有料駐車場の指定管理者の指定について 

議案第93号 西予市あけはまオートキャンプ場の指定管理者の指定について 

議案第94号 西予市明浜ふるさと創生館の指定管理者の指定について 

議案第95号 高山漁港小浦船揚場の指定管理者の指定について 

議案第96号 西予市物産会館の指定管理者の指定について 

議案第97号 西予市野村青汁工場の指定管理者の指定について 

議案第98号 西予市渓筋農林水産物処理加工施設の指定管理者の指定について 

議案第99号 西予市野村畜産総合振興センターの指定管理者の指定について 

議案第100号 西予市野村飼料混合施設の指定管理者の指定について 

議案第101号 西予市大野ヶ原集落環境管理施設の指定管理者の指定について 

議案第102号 西予市城川産地形成等促進施設の指定管理者の指定について 

議案第103号 西予市城川食肉加工センターの指定管理者の指定について 

議案第104号 西予市城川特産品センターの指定管理者の指定について 

議案第105号 西予市城川農産物加工センターの指定管理者の指定について 

議案第109号 市道路線の廃止について 

議案第110号 市道路線の認定について 

議案第111号 令和３年度西予市一般会計補正予算(第８号) 

請願第１号 米価の暴落阻止のため過剰在庫の市場隔離と生活困窮者への食料支援を求める請願 

陳情第１号 西予市内建築業者の育成に関する要望書 

以上20議案について、原案可決決定した。 

また、請願第１号については不採択、陳情第１号については採択と決定した。 

  

【審査経過及び意見等】 

 議案第83号「行政手続等における押印見直しに伴う関係条例の整理に関する条例制定について」で

は、国において新型コロナウイルス感染症拡大への対応を契機として、押印、書面規制、対面規制の

見直しが進められており、本市においても手続きにかかる負担軽減を図るとともに、行政手続きのデ

ジタル化を推進するため、条例内の西予市火入れに関する条例に規定する押印義務について廃止する

との説明があった。 

 議案第87号「西予市公園条例の一部を改正する条例制定について」では、条例の改正箇所について

質疑があり、三滝渓谷自然公園の中の視覚体験館、竜沢寺緑地公園内のベンチ５カ所、グラススキー

場、トリムコース、テニスコート、グラススキー場内の売店等を廃止予定で、除却を検討していると

の答弁であった。 

 議案第92号「西予市有料駐車場の指定管理者の指定について」では、委員より、駐車場をコインパ
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ーキング化し、管理人として周辺を案内できるような人材を配置してはどうかとの質疑に対し、現

在、時間貸しの駐車場を無料化する計画をしており、管理人による利用料の徴収業務が不要となり人

件費の大幅な削減が可能となるため、廃止の方向で調整をしている。コインパーキングについては今

後の課題として協議するとの答弁であった。 

 議案第95号「高山漁港小浦船揚場の指定管理者の指定について」では、組合員数について質疑があ

り、令和３年４月１日現在、愛媛県漁協明浜支所は正組合員が80名、准組合員が70名であるとの答弁

があった。 

 議案第97号「西予市野村青汁工場の指定管理者の指定について」では、ケール栽培について、地元

での栽培状況と、生産量が不足した際の仕入先について質疑があり、東宇和農協の約17戸から仕入れ

ており、生産ほ場面積は春で582アール、秋で242アール、不足の際の仕入先は、大洲市のＪＡ愛媛た

いき、松山市のＪＡえひめ中央、春は長野県、秋は鹿児島県であるとの答弁であった。 

 議案第111号「令和３年度西予市一般会計補正予算（第８号）」農業水産課所管分では、農村環境

保全向上活動支援事業費の田んぼダム実施場所について質疑があり、宇和町杢所地区および清沢地区

の２カ所において試験的運用を行うとの答弁であった。 

 建設課所管分では、危険空家除却事業について、国県より５件分の追加内示を受け、補助金の増額

補正をするとの説明があった。毎年希望者は増えていくと思うが対応はできるのかとの質疑に対し、

今年度は補助枠を40件申請しており、要望どおり40件の補助が確定している。今回、５件追加で内示

を受けたこともあり、新年度の予算要求としては45件を国県に要望していくとの答弁であった。 

 請願第１号「米価の暴落阻止のための過剰在庫の市場隔離と生活困窮者への食料支援を求める請

願」では、米価の暴落阻止のための過剰在庫の市場隔離ということと、生活困窮者への食料支援を求

めることの整合性が見当たらないとして、全会一致で不採択と決した。 

 陳情第１号「西予市内建築業者の育成に関する要望書」では、今年は木材価格においてウッドショ

ックと呼ばれる急激な値上がりが起きたという背景も鑑み、市内建築業者の育成と木材や鉄骨・鉄筋

などの価格高騰への対策とするため、全会一致で採択と決した。 

 

 

以上、産業建設常任委員会審査報告とする。 

 

令和３年12月17日 

 

産業建設常任委員会    

委員長  小玉 忠重   

 


